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第１章 計画の策定にあたって 

１ 計画策定の経緯 

 

（１）社会情勢と国の動向 

【少子化の現状】 

わが国の出生数は、「第２次ベビーブーム」期の昭和 48(1973)年の 209 万人をピークに減少し、

平成 28(2016)年には初めて 100万人を割り込みました。近年では、少子化のスピードがさらに加

速し、令和５(2023)年には過去最少の 727,277 人まで減少しています。少子化の急速な進行は、

人口(特に生産年齢人口)の減少と高齢化を通じて、労働供給の減少、将来の経済や市場規模の縮

小、経済成長率の低下、地域・社会の担い手の減少、現役世代の負担の増加、行政サービスの水

準の低下など、結婚しない人や子どもを持たない人を含め、社会経済に多大な影響を及ぼすこと

が懸念されています。 

【「こどもまんなか社会」の実現に向けて～「こども家庭庁」の創設、「こども基本法」の成立】 

このような少子化の現状を食い止めるため、政府は令和３(2021)年 12月に「こども政策の新た

な推進体制に関する基本方針」を閣議決定しました。基本方針では、常に子どもの最善の利益を

第一に考え、こどもに関する取組・政策を我が国社会の真ん中に据えて(「こどもまんなか社会」)、

子どもの権利を保障し、こどもを誰一人取り残さず、健やかな成長を社会全体で後押しする方針

と、実現のための新たな司令塔として、こども家庭庁を創設する(令和５(2023)年４月発足)こと

が示されました。 

そして、令和４(2022)年６月には、こども施策を社会全体で総合的かつ強力に推進していくた

めの包括的な基本法として、「こども基本法」が成立(令和５(2023)年 4 月 1 日施行)しました。

同法は、日本国憲法および児童の権利に関する条約の精神にのっとり、すべてのこどもが、将来

にわたって幸福な生活を送ることができる社会の実現を目指し、こども政策を総合的に推進する

ことを目的としています。 

【「こども大綱」、「こども未来戦略」の策定】 

また、令和５(2023)年 12 月には、こども基本法に基づき、こども政策を総合的に推進するた

め、政府全体のこども施策の基本的な方針等を定めた「こども大綱」と、これまでとは次元の異

なる少子化対策の実現に向けて取り組むべき政策強化の基本的方向をまとめた、「こども未来戦

略～次元の異なる少子化対策の実現に向けて～」を閣議決定しました。 

「こども大綱」では、すべてのこども・若者が、生涯にわたる人格形成の基礎を築き、自立し

た個人としてひとしく健やかに成長することができ、心身の状況、置かれている環境等にかかわ

らず、ひとしくその権利の擁護が図られ、身体的・精神的・社会的に将来にわたって幸せな状態

(ウェルビーイング)で生活を送ることができる社会を目指すとしています。 

「こども未来戦略」では、令和６(2024)年度から令和８(2026)年度までの３年間で集中的に取

り組む「加速化プラン」として、「ライフステージを通じた子育てに係る経済的支援の強化や若

い世代の所得向上に向けた取組」、「全てのこども・子育て世帯を対象とする支援の拡充」、「共
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働き・共育ての推進」、「こども・子育てにやさしい社会づくりのための意識改革」が提示されま

した。具体的な施策としては、児童手当の抜本的拡充、出産等の経済的負担軽減、保育所等の 1歳

児及び４・５歳児の職員配置基準の改善や保育士等の処遇改善、「こども誰でも通園制度(仮称)」

の創設などが盛り込まれています。 

【児童福祉法の一部改正】 

加えて、令和６(2024)年４月には、児童虐待相談対応件数が令和４年度に 21万 4,843 件で過去

最多を更新するなど、子育てに困難を抱える世帯がこれまで以上に顕在化してきている状況等を

踏まえ、児童福祉法が一部改正されました。改正法では、児童等に対する家庭及び養育環境の支

援を強化し、児童の権利の擁護が図られた児童福祉施策を推進するため、要保護児童等への包括

的かつ計画的な支援の実施の市町村業務への追加、市町村における児童福祉及び母子保健に関し

包括的な支援を行うこども家庭センターの設置の努力義務化等が示されました。 

 

（２）東京都の動向 

【「チルドレンファースト」の社会実現に向けて】 

東京都では、令和元(2019)年 12月、今後の都政運営の新たな指針として「『未来の東京』戦略

ビジョン」を取りまとめました。ビジョンでは、2040 年代の目指す姿として「子供の笑顔と子供

を産み育てたい人で溢れ、家族の絆と社会が支える東京」を掲げ、令和 12(2030)年に向けた戦略

として、「子供の目線に立って、あらゆる負担を徹底的にサポートする」、「子供に身近な地域の

まちづくりや政策を、都が徹底支援する」、「『チルドレンファースト』を社会に浸透させる」こ

とを提げています。 

こうした状況やこれまでの都の子供・子育て支援に係る取組の成果を踏まえ、令和２(2020)年

３月に「東京都子供・子育て支援総合計画(第２期)」を策定(令和４(2022)年度中間見直し実施)

しました。その後、令和３(2021)年３月には、明るい未来の東京を切り拓くための都政の新たな

羅針盤となる「『未来の東京』戦略」を策定しました。 

【「東京都こども基本条例」の制定、「こども未来アクション」の策定】 

さらに、令和３(2021)年４月に「東京都こども基本条例」を施行しました。この条例は、「子ど

もの権利条約」の精神にのっとり、子供を権利の主体として尊重し、子供の最善の利益を最優先

にすることを基本理念として明確化し、子供の安全安心、遊び場、居場所、学び、意見表明、参

加、権利擁護等多岐にわたる子供政策の基本的な視点を一元的に規定しています。加えて、令和

４(2022)年４月には、都政の政策全般を子供目線で捉え直し、政策を総合的に推進する体制を構

築するため、「子供政策連携室」を設置しました。 

また、令和５(2023)年度の予算方針として「チルドレンファーストの社会の実現に向けた施策

の強化」を掲げ、“東京から少子化に歯止めをかける”として、「018 サポート」(０～18歳まで

所得制限なしの子ども１人当たり月５千円の支給)、「第二子の保育料無償化」など、様々な子育

て支援施策を新たに展開しています。 

そして、令和５(2023)年７月には、「チルドレンファーストの社会の実現に向けた子供政策強

化の方針 2023」を策定し、子供を取り巻く環境を踏まえた子供政策の課題と今後の政策強化の方

向を示しています。令和６(2024)年２月には、子供目線で捉え直した政策の現在地と、子供との
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対話を通じた継続的な政策のバージョンアップの指針となる「こども未来アクション 2024」を策

定しました。 

 

（３）中央区の動向 

【中央区の人口の推移】 

中央区(以下、「本区」という。)の人口は、近年 30・40歳代の子育て世代を中心に増加傾向に

あり、令和５(2023)年 1月に、本区の最大人口を 70年振りに更新する 174,074 人を記録し、令和

６(2024)年１月からは、晴海地区で、東京 2020大会選手村跡地住宅の入居が開始されたことを受

け、同年４月時点の人口は 181,845 人となっています。今後も人口増加の傾向は続き、令和９

(2027)年度内に 20 万人を突破し、令和 15(2033)年には 212,395 人に達すると想定しています。

また、出生数は平成 28(2016)年から令和３(2021)年まで 2,000 人を超え、令和５(2023)年は 1,813

人、令和４(2022)年の合計特殊出生率は 1.31で、６年連続 23区中１位となっています。 

【中央区における取組】 

本区では、平成 27(2015)年４月の子ども・子育て支援新制度の開始に伴い、「中央区子ども・

子育て支援事業計画」を平成 27(2015)年３月に策定し、安心して子どもを産み育てていける環境

づくり、本区にふさわしい子ども・子育て支援策を総合的に推進しています。計画期間終了とな

る令和２(2020)年３月には、「教育・保育施設」及び「地域子ども・子育て支援事業」の需要量の

見込みと確保方策を中心に見直しを行い、「第二期中央区子ども・子育て支援事業計画」を策定

(令和４(2022)年８月中間見直し実施)しました。 

また、「中央区基本構想」(平成 29(2017)年６月策定)に掲げた 20年後の将来像「輝く未来へ橋

をかける－人が集まる粋なまち」の実現に向けた取組を総合的・計画的に展開していくため、令

和５(2023)年３月に「中央区基本計画 2023」を策定しました。なお、基本計画が示す施策の方向

性は、ＳＤＧｓ(持続可能な開発目標)と軌を一にしており、計画に掲げる取組の推進により、持

続可能なまちの実現につながることを示しています。 

このような計画的な子ども・子育て支援策の着実な推進により、仕事と子育てを両立できる保

育環境の整備として、平成 21(2009)年４月には 15 園(定員 1,505 人)であった認可保育所を令和

６(2024)年４月までの 15 年間で約５倍の 83 園(定員 6,526 人)に増設（認定こども園（長時間保

育含む））し、5,021 人の定員拡大を図ったことにより、平成 29(2017)年４月時点で 324 人であ

った保育所待機児童数は、令和４(2022)年４月に０人を達成しました。また、小学生の放課後の

居場所づくりとして、令和５(2023)年４月から民設民営学童クラブを誘致するとともに、令和６

(2024)年４月には区立小学校内に学童クラブ(学校内学童クラブ)を設置し、学童クラブ所属児童

と放課後子ども教室(プレディ)所属児童が一緒に過ごすことができる「プレディプラス」事業を

新たに実施するなど、児童の放課後対策の拡充を図っています。 

さらに令和６(2026)年７月には、子ども家庭支援センター「きらら中央」を中央区保健所等複

合施設４階に移転し、子どもと子育て家庭に対する総合的な相談・支援体制の強化や育ちの相談・

サポート機能の充実を図るなど、常に子どもの視点に立ち、子育て支援の各種サービスの充実や

環境整備など総合的な子育て支援策を全庁的に展開しています。 
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（４）計画策定の目的 

本区では、令和２（2020）年３月に、第二期中央区子ども・子育て支援事業計画を策定し、「子

どもも親も笑顔が輝き、地域で安心して子育てができるまち 中央区」を基本理念に、子ども・

子育て支援策を計画的に推進してきました。 

第二期計画の終了に伴い、国や東京都のこども基本法をはじめとした法や方針、第二期計画で

の進捗状況・実績評価等を踏まえた上で、令和７(2025)年度から令和 11（2029）年度までの５年

間で区が取り組むべき子ども・子育て支援施策を示す「(仮称)中央区こども計画(第三期中央区子

ども・子育て支援事業計画)(以下、「本計画」という。)」を新たに策定しました。 

 

 

こども計画とＳＤＧｓ 
 

ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）とは、持続可能でよりよい社会の実現を目指すために、平成

27(2015)年９月の国連サミットで採択された、令和 12(2030)年を達成年限とする国際目標です。

ＳＤＧｓには人権や経済・社会、地球環境など、さまざまな分野にまたがった 17 のゴールがあ

り、先進国を含むすべての国の共通目標となっています。 

また、ＳＤＧｓ達成のためには、「誰一人取り残さない」包摂的な社会をつくっていくことが

重要であると強調されており、国家レベルだけではなく自治体レベルでの取組が期待されてい

ます。 

ＳＤＧｓ達成に向けた道のりは決して簡単なものではありません。そのため、私たち一人ひ

とりが自分ごととしてＳＤＧｓを捉え、何ができるかを考え、それぞれの立場で行動する姿勢が

求められています。 

本計画を推進することで、特に実現に近づくゴールは次の通りです。 

  

コラム 
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２ 計画の位置づけ 

（１）法的位置づけ 

本計画は、こども基本法第 10条に基づく「市町村こども計画」に位置づけるとともに、子ども・

若者育成支援推進法に基づく「市町村子ども・若者計画」、こどもの貧困の解消に向けた対策の

推進に関する法律に基づく「市町村こどもの貧困の解消に向けた対策計画」、子ども・子育て支

援法に基づく「市町村子ども・子育て支援事業計画」及び次世代育成支援対策推進法に基づく「市

町村行動計画」を内包しています。 

こども基本法(市町村こども計画) 

第十条(抜粋) 

２ 市町村は、こども大綱(都道府県こども計画が定められているときは、こども大綱及び都道府県

こども計画)を勘案して、当該市町村におけるこども施策についての計画(以下この条において

「市町村こども計画」という。)を定めるよう努めるものとする。  

  ５ 市町村こども計画は、子ども・若者育成支援推進法第九条第二項に規定する市町村子ども・若

者計画、子どもの貧困対策の推進に関する法律第九条第二項に規定する市町村計画その他法令の

規定により市町村が作成する計画であってこども施策に関する事項を定めるものと一体のもの

として作成することができる。 

※本計画における「子ども」は、若者も対象に含めて捉えています。 

（２）中央区における計画体系 

本計画は、「中央区基本構想」、「中央区基本計画」をはじめ、保健・医療・福祉の総合計画で

ある「中央区保健医療福祉計画」の個別計画として、国・都・区の関連する計画等と整合性のあ

る計画とします。 

《 中央区における計画体系 》 
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３ 計画の期間 

本計画は、令和７(2025)年度から令和 11(2029)年度までの５年間を計画期間とするものです。 

ただし、子ども・若者を取り巻く社会状況の変化などにより、必要に応じて、計画期間中に見

直しを行う場合があります。 

 

令和２ 

(2020) 

令和３ 

(2021) 

令和４ 

(2022) 

令和５ 

(2023) 

令和６ 

(2024) 

令和７ 

(2025) 

令和８ 

(2026) 

令和９ 

(2027) 

令和 10 

(2028) 

令和 11 

(2029) 

令和 12 

(2030) 

           

           

  
●中間の 

見直し 
 ●改定     ●改定 

 

 

 

４ 計画の策定体制 

（１）中央区子ども・子育て会議 

子ども・子育て支援法第72条第 1項に、教育・保育施設及び地域型保育事業の利用定員を定め

る際や、市町村計画を策定・変更する際の合議を行う機関の設置が努力義務として定められまし

た。 

本区においても、本計画の策定にあたり子育て当事者等の意見を反映するため、公募による区

民代表や子育て支援事業者、学識経験者などの構成員からなる「中央区子ども・子育て会議」を

設置し、本計画に係る審議をいただきながら検討・策定を進めました。 

◎ 中央区子ども・子育て会議委員名簿は、Ｐ●●を参照 

子ども・子育て支援法(市町村等における合議制の機関) 

第七十二条 市町村は、条例で定めるところにより、次に掲げる事務を処理するため、審議会その

他の合議制の機関を置くよう努めるものとする。 

一 特定教育・保育施設の利用定員の設定に関し、第三十一条第二項に規定する事項を処理すること。 

二 特定地域型保育事業の利用定員の設定に関し、第四十三条第三項に規定する事項を処理すること。 

三 市町村子ども・子育て支援事業計画に関し、第六十一条第七項に規定する事項を処理すること。 

四 当該市町村における子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関し必要な

事項及び当該施策の実施状況を調査審議すること。 

第二期中央区子ども・子育て支援事業計画 

(仮称)中央区こども計画 
(第三期中央区子ども・子育て支援事業計画) 

次期計画 
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（２）子どもへの意見聴取 

こども基本法第 11条では、こども施策の策定等にあたり、こどもの意見の反映に係る必要な措

置を講ずることを国や地方公共団体に対し義務付けています。 

本計画の策定にあたっては、本区の子どもたちの実態把握と意見を聴取するため、以下のアン

ケート調査を実施し、その結果を計画策定の基礎資料として活用しました。また、計画策定時に

おける意見聴取として、子ども向けのパブリックコメントを実施しました(詳細はＰ９参照)。 

こども基本法(こどもへの意見聴取) 

第十一条(抜粋) 国及び地方公共団体は、こども施策を策定し、実施し、及び評価するに当たって

は、 当該こども施策の対象となるこども又はこどもを養育する者その他の関係者の意見を反映

させるために必要な措置を講ずるものとする。 

 

◇ (仮称)中央区こども計画(第三期中央区子ども・子育て支援事業計画)策定に向けた子

ども向けアンケート 

◆ 調査目的 

中央区に住む小学生、中学生、高校生世代の生活の状況や放課後の居場所、子どもの権利の認

知度、悩みごととその相談先等を把握し、本計画の策定の基礎資料として活用するため。 

◆ 調査対象・調査方法 

調査区分 調査対象 調査方法 

小学生 

区立小学校に通う小学６年生 429人 

(京橋地域１校、日本橋地域１校、 

月島地域２校 計４校) 

学校経由でチラシを配布し、GIGA

スクール端末（タブレット）を通じ

て回答 

中学生 
中央区に居住する中学２年生 650人 

(住民基本台帳から対象者を無作為に抽出) 

はがき（二次元コード付き）を郵送

し、インターネットで回答 

高校生世代 
中央区に居住する高校２年生世代 650人 

(住民基本台帳から対象者を無作為に抽出) 

はがき（二次元コード付き）を郵送

し、インターネットで回答 

 ◆ 調査期間 

令和６(2024)年５月 21日(火)～６月４日(火) 

◆ 回収・回答数（率） 

調査区分 発送・配布数 
回収・回答数

(率) 

小学生 429 票 
413 票 

(96.3％) 

中学生 650 票 
134 票 

(20.6％) 

高校生世代 650 票 
151 票 

(23.2％) 
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（３）各種調査 

本計画策定の基礎資料として活用するため、令和５(2023)年度に以下の調査を実施しました。 

 

① 中央区子育て支援に関するニーズ調査 

◆ 調査目的 

「第三期中央区子ども・子育て支援事業計画」の策定に向けて、区民の子育てニーズや確保を

図るべき教育・保育施設や子育て支援事業の量の見込みなどの算定の基礎となる資料を収集する

ため。 

◆ 調査対象 

調査名 調査対象 

子育て支援に関するニーズ調査 

（就学前児童保護者調査） 

就学前児童を持つ保護者、5,262 人 

（調査時０～５歳人口の約 50％)） 

子育て支援に関するニーズ調査 

（小学校児童保護者調査) 

小学校児童を持つ保護者、4,887 人 

（調査時６～11歳人口の約 50％) 

◆ 調査方法 

郵送配布－郵送回収・インターネット回答(督促礼状１回送付) 

◆ 調査期間 

令和５(2023)年 10月 30日(月)～11月 24日(金) 

◆ 回収・回答数（率） 

調査名 発送数 
回収・回答数 

（率） 

内訳 

郵送 

回収数（率） 

インターネット 

回答数（率） 

子育て支援に関するニーズ調査 

（就学前児童保護者調査） 
5,262 票 

2,384 票 

（45.3％) 

979 票 

(18.6％) 

1,405 票 

(26.7％) 

子育て支援に関するニーズ調査 

（小学校児童保護者調査） 
4,887 票 

2,130 票 

(43.6％) 

920 票 

(18.8％) 

1,210 票 

(24.8％) 
 

 

② ひとり親家庭実態調査 

◆ 調査目的 

「第三期中央区子ども・子育て支援事業計画」の策定に向けて、区内在住のひとり親家庭の生

活実態を把握し、ひとり親家庭の自立支援の推進に関わる施策検討の基礎資料とするため。 

◆ 調査対象 

区内在住の児童育成手当受給資格者、801人（令和５年 10月 1日時点の受給者に対する悉皆調

査。ただし、「子育て支援に関するニーズ調査」の対象者として抽出された者を除く）  
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◆ 調査方法 

郵送配布－郵送回収・インターネット回答(督促礼状１回送付) 

◆ 調査期間 

令和５(2023)年 10月 30日(月)～11月 24日(金) 

◆ 回収・回答数(率) 

発送数 
回収・回答数 

（率） 

内訳 

郵送 

回収数（率） 

インターネット 

回答数（率） 

801 票 
296 票 

(37.0％) 

145 票 

(18.1％) 

151 票 

(18.9％) 

 

 

（４）パブリックコメントの実施 

計画素案がまとまった段階で、区民の皆様から広くご意見をいただくため、令和６年 12 月 16

日から令和７年１月７日にかけてパブリックコメントを実施し、計画に反映しました。実施にあ

たっては、子どもたちからも意見を述べやすいよう、子ども向けに計画の簡易版を用意し、子ど

も向けパブリックコメントも合わせて実施しました。 
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第２章 中央区の子ども・子育て・若者を取り巻く現状と課題 

１ 子ども・子育て・若者を取り巻く状況 

 

（１）中央区の人口・世帯数の状況 

① 年齢３区分別人口の推移 

本区の人口・世帯数は増加傾向にあり、総人口は、平成 31（2019）年からの５年間で約 11.0%

増加し、令和６（2024）年４月１日現在で 181,845 人、世帯数は 103,635 世帯となっています。 

年齢３区分別の人口は、どの区分も増加傾向にあり、令和６（2024）年では年少人口は 24,914

人、生産年齢人口は 130,812 人、老年人口は 26,119 人（高齢化率 14.4％）となっています。 

 

年齢３区分別人口・世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：中央区「住民基本台帳」各年４月１日現在 
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② 子ども・若者の人口の推移 

０～29歳の子ども・若者の人口は増加傾向にあり、平成 31（2019）年からの５年間で 15.4％増

加し、令和６（2024）年４月１日現在で 50,480 人となっています。 

年齢別にみると、６歳以上の人口は平成 31（2019）年から一貫して増加傾向にありますが、０

～５歳人口については、増加と減少を繰り返しており、平成 31（2019）年と令和６（2024）年を

比べると、688 人減少しています。 

子ども・若者の人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：中央区「住民基本台帳」各年４月１日現在 

 

（２）住宅の状況 

本区の共同住宅に居住する区民の割合は高く、令和２（2020）年には 94.2％が共同住宅に居住

しています。 

共同住宅等居住率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：総務省「国勢調査」（令和２(2022)年) 
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（３）中央区の子ども・子育て家庭の状況 

① 出生数、合計特殊出生率 

本区の年間あたりの出生数は、令和３(2021)年まで 2,000 人を越え、令和４（2022）年は 1,940

人、令和５(2023)年は 1,813 人となっています。 

合計特殊出生率は、国、東京都の水準と比較すると、一貫して高くなっています。 

出生数（区）、合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：出生数は中央区資料、合計特殊出生率は厚生労働省「人口動態統計（確定数）の概況」および 

東京都「人口動態統計年報（確定数）」による 

※令和５年（2023年）の合計特殊出生率は、厚生労働省「人口動態統計月報年計（概数）の 

概況」による 

② 子どものいる世帯の状況 

本区の６歳未満の子どものいる世帯が全世帯に占める割合は 10.0％、６歳以上 18 歳未満の子

どものいる世帯が全世帯に占める割合は 8.6％となっており、６歳未満の子どものいる世帯の割

合は全国、東京都の水準を上回っています。 

 

子どものいる世帯の割合（中央区・東京都・全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「国勢調査」（令和２(2022)年) 
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③ 母子世帯・父子世帯の推移 

本区の母子世帯・父子世帯は増加しており、令和２年では母子世帯が 710世帯、父子世帯が 79

世帯となっています。 

 

母子世帯・父子世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※母子世帯：未婚、死別又は離別の女親と、その未婚の 20歳未満の子どものみから成る一般世帯 

※父子世帯：未婚、死別又は離別の男親と、その未婚の 20歳未満の子どものみから成る一般世帯 

出典：総務省「国勢調査」（令和２(2022)年)(各年 10 月 1日時点) 

 

④ 女性の就業状況 

本区の女性の年代別就業率は、20～50 歳代で全国より低く、東京都より高くなっています。 

 

女性の年代別就業率（令和２（2020）年）（中央区、東京都、全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「国勢調査」（令和２(2022)年）  
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⑤ 児童扶養手当受給世帯数 

児童扶養手当受給世帯数は、減少傾向にあり、令和６（2024）年は 548世帯となっています。 

 

児童扶養手当受給世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：中央区政年鑑（各年３月 31日現在） 

 

（４）相談の状況 

① 「子どもと子育て家庭の総合相談」の相談 

「子どもと子育て家庭の総合相談」は、子ども家庭支援センターにおいて 18歳未満の子どもと

子育て家庭に関するさまざまな相談に応じ、必要により専門機関の紹介等を行っています。相談

件数は、令和２(2020)年度から令和４(2022)年度まで全体で 800 件前後となっていましたが、令

和５（2023）年度は虐待など養護相談が増えて全体で 1,000 件を超えています。令和５（2023）

年度の 1,011 件のうち、虐待など養護相談が 781件であり 77.3％を占めています。 

 

「子どもと子育て家庭の総合相談」の相談件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典:中央区資料  
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② 教育相談 

教育センターによる教育相談は、令和２(2020)年度から令和５(2023)年度までケース件数が350

件前後、延べ相談件数が 3,000 件前後となっています。 

 

教育相談件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典:中央区資料 

（５）子ども・若者の状況 

① 若年無業者（全国） 

全国の若年無業者※数は、令和５（2023）年平均で 59 万人と、令和４（2022）年に比べ２万人

の増加となっています。若年無業者の人口に対する割合は令和４（2022）年に比べ 0.1 ポイント

の上昇となっており、令和５（2023）年で 2.4％となっています。 

※若年無業者：ここでは、15～34 歳の非労働力人口のうち家事も通学もしていない者とした。 

 

全国の若年無業者数及び人口に占める割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「労働力調査（基本集計） 2023 年（令和５年）平均結果の概要」  

24

37

27 26 26

32

32

31 31 33

2.2

2.7

2.3 2.3
2.4

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

0

20

40

60

80

100

平成31年

（2019年）

令和２年

（2020年）

令和３年

（2021年）

令和４年

（2022年）

令和５年

（2023年）

15～24歳 25～34歳 若年無業者の割合

（％）（万人）

（件）

電話相談
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令和元年度（2019年度） 337 2,984 75

令和２年度（2020年度） 351 3,242 118

令和３年度（2021年度） 341 3,116 145

令和４年度（2022年度） 351 3,094 156

令和５年度（2023年度） 344 3,264 76

来所相談
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② ひきこもり状態の方の割合（全国） 

内閣府の「こども・若者の意識と生活に関する調査（令和４（2022）年度）」によると、15～39

歳対象調査では、広義のひきこもり※の割合は 2.05％となっています。なお、15～39 歳を対象に

した内閣府の「若者の生活に関する調査（平成 28（2016）年度）」では、広義のひきこもりの割

合は 1.57％となっているため、その割合は上昇しています。 

 

15～39歳のひきこもりに関する状況（内閣府調査） 
 

 

令和４（2022）年度 
こども・若者の意識と 
生活に関する調査 

（有効回収数7,035人） 

平成 28（2016）年度 
若者の生活に 
関する調査 

（有効回収数3,115人） 

①普段は家にいるが、自分の趣味に関する用事のときだけ外出する 0.95％ （67人） 1.06％（33人） 

②普段は家にいるが、近所のコンビニなどには出かける 0.74％ （52人） 0.35％（11人） 

③自室からは出るが、家からは出ない 0.30％ （21人） 
0.16％ （5人） 

④自室からほとんど出ない 0.06％  （4人） 

広義のひきこもり（※） 2.05％（144 人） 1.57％（49人） 
 
出典：内閣府「こども・若者の意識と生活に関する調査」(令和４(2022)年) 

※広義のひきこもり：外出状況が上記の①～④、かつ、その状況が６カ月以上続いていると回答したもの
（その状況になった理由で病気、妊娠等、または就労状況で専業主婦・主夫等と回答した人、普段自宅
でしていることで家事・育児等と回答したものをのぞく等）。 

 

③ 自殺者数 

本区の自殺者数（平成 30（2018）年～令和４（2022）年までの合計）を年代別にみると、29歳

以下の合計は 23人となっており、他の年代と比べても決して低くない状況です。 

 

中央区の年代別自殺者数（平成30（2018）年～令和４（2022）年までの合計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：地域における自殺の基礎資料（厚生労働省） 

0

12 10 12

28

10
7 7

11

10 14
13

12

7

3 4

11

22
24 25

40

17

10 11

2

0

10

20

30

40

50

～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70～79歳 80歳～ 不詳

男性 女性

（人）



                          第２章 中央区の子ども・子育て・若者を取り巻く現状と課題 

- 17 - 

２ 子どもへのアンケート結果 

（１）ふだんの生活と思い 

●小学生で学校以外の勉強をしている時間が多く、高校生世代でテレビ・インターネット

を毎日２時間以上見ている人が６割、体を動かしていない人は３割 

◇ふだんの活動 

ふだんの活動について、『①テレビ・インターネット（動画など）を見る』について、「毎日２

時間以上」の割合は、小学生調査では 29.5％、中学生調査では 47.8％、高校生世代調査では 64.9％

であり、年齢が高くになるにつれて割合が高くなっています。 

『③勉強をする（学校の授業以外の宿題や塾など）（小学生）』、『③勉強をする（学校の授業

以外の宿題や塾・予備校など）（中・高校生世代）』については、《毎日１時間以上》（「毎日２

時間以上」、「毎日１～２時間」の合計）の割合は、小学生調査では 59.9％、中学生調査では 59.0％、

高校生世代調査では 56.3％となっており、いずれの調査も５割を超えています。 

『⑤公園や運動教室などで体を動かす（小学生）』、『⑤公園や部活動などで体を動かす（中・

高校生世代）』について、《週に４～５日以上》（「毎日２時間以上」、「毎日１～２時間」、「毎

日１時間以下」、「週に４～５日」の合計）の割合は、小学生調査では 45.6％、中学生調査では

52.2％、高校生世代調査では 34.3％となっています。 

『⑥親にかわって家事（洗濯、掃除、料理、片付けなど）をする』について、《毎日する》（「毎

日２時間以上」、「毎日１～２時間」、「毎日１時間以下」の合計）の割合は、小学生調査では

18.4％、中学生調査では 12.7％、高校生世代調査では 16.5％となっています。 

 

【小学生調査】 
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たまに

（週に

１日以下）

2.9

12.3

1.9
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13.1

ぜんぜん

しない

2.4
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無回答
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小学生調査(N=413)

①テレビ・インターネット

（動画など）を見る

②ゲーム（ゲーム機、カードゲー

ム、ボードゲームなど）をする

③勉強をする（学校の授業以外の宿

題やじゅくなど）

④読書をする

（マンガや雑誌をのぞく）

⑤公園や運動教室などで体を動かす

⑥親にかわって家事（せんたく、そ

うじ、料理、片付けなど）をする

⑦親にかわってきょうだいや

お父さん、お母さんなどの家族

の世話をする
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【中学生調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【高校生世代調査】 
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高校生世代調査(N=151)

①テレビ・インターネット

（動画など）を見る

②ゲーム（ゲーム機、カードゲー

ム、ボードゲームなど）をする

③勉強をする（学校の授業以外の宿

題や塾・予備校など）

④読書をする

（マンガや雑誌をのぞく）

⑤公園や部活動などで体を動かす

⑥親にかわって家事（洗濯、掃除、

料理、片付けなど）をする

⑦親にかわってきょうだいやお父さ

ん、お母さんなどの家族の世話を

する
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●自分のことが好きな人はいずれの調査でも６割前後、孤独やさみしさを感じる人はいず

れの調査でも２～３割 

◇自分への思い、家族と学校、周囲への思い 

自分への思い、家族と学校、周囲への思いは、『①今の生活に満足している』について、《そう

思う》（「とてもそう思う」と「そう思う」の合計）の割合は、小学生調査では 86.5％、中学生

調査では 91.8％、高校生世代調査では 78.8％と、いずれの調査も７割を超えています。 

『②自分のことが好きだ』について、《そう思う》の割合は、小学生調査では 63.9％、中学生

調査では 58.2％、高校生世代調査では 62.9％となっています。 

『③自分には自分らしさというものがある』について、《そう思う》の割合は、小学生調査で

は 80.1％、中学生調査では 73.9％、高校生世代調査では 70.2％と、いずれの調査も７割を超えて

います。 

『④学校ではすぐに友達ができる』について、《そう思う》の割合は、小学生調査では 77.5％、

中学生調査では 65.7％、高校生世代調査では 64.9％と年齢が高くになるにつれて割合が低くなっ

ています。 

『⑦孤独やさみしさを感じることがある』について、《そう思う》の割合は、小学生調査では

22.8％、中学生調査では 29.1％、高校生世代調査では 32.5％と年齢が高くになるにつれて割合が

高くなっています。 

 

【小学生調査】 
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④学校ではすぐに友達ができる

⑤家族に大事にされている

⑥家族の他に自分のことをしんけん

に

考えてくれる大人がいる

⑦こどくやさみしさを感じる

ことがある

⑧地域のお祭りやイベント

などに行くのが好きだ

（ぼんおどり、ハロウィンなど）
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【中学生調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【高校生世代調査】 
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（２）子どもの権利について 

●子どもの権利について知っているのは小学生で６割台、中学生で５割台、高校生世代で

は７割 

◇子どもの権利の認知度 

子どもの権利について、《知っている》（「学校の授業で知った」、「家族や友達から知った」、

「テレビやインターネットで知った」の合計）の割合が、小学生調査では 68.3％、中学生調査で

は 58.2％、高校生世代調査では 70.9％となっています。 

 

【小学生調査、中学生調査、高校生世代調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※小学生調査の「その他（16.0％）」の回答の内、ほとんどが〔塾で知った〕（14.3％） 

 

 

 

  

学校の授業で

知った

51.3

45.5

65.6

家族や友達から

知った

6.3

3.7

0.7

テレビや

インターネットで

知った

10.7

9.0

4.6

あまりよく

知らない

10.7

27.6

22.5

まったく

知らない

4.4

7.5

4.0

その他

16.0

5.2

2.6

無回答

0.7

1.5

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

小学生調査

(N=413)

中学生調査

(N=134)

高校生世代調査

(N=151)

※資料:令和６年度（仮称）中央区こども計画策定に向けた子どもへのアンケート調査結果 
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●子どもの権利として大切だと思うことは、いずれの調査でも「安心して生きること」が

最も高い 

◇子どもの権利として大切だと思うこと 

子どもの権利として大切だと思うことについて、いずれの調査でも「④安心して生きること」

が最も高くなっています。次点は、小学生調査、高校生世代調査では、「①差別されないこと」、

中学生調査では、「⑭戦争に巻きこまれないで平和に生活すること」となっています。 

 

【小学生調査、中学生調査、高校生世代調査】:複数回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

88.1

81.8

57.9

88.9

71.9

53.5

80.1

81.1

62.2

80.9

82.6

80.1

57.9

79.7

0.5

74.6

70.1

59.0

85.8

66.4

47.8

73.9

70.9

63.4

73.9

69.4

71.6

61.2

76.9

2.2

74.8

64.2

58.3

84.1

66.2

35.1

71.5

72.2

63.6

72.8

74.8

66.9

50.3

74.8

0.7

0 20 40 60 80 100

①差別されないこと

②悪口を言われたり、仲間外れにされたりしないこと

③子どもにとって一番よいことは何かを考えてくれること

④安心して生きること

⑤自分が学びたいとおりに学んで成長すること

⑥子ども同士で集まったり、

一緒に何かをするためのグループを作ったりすること

⑦親からたたかれたり、ひどい目にあわされたりしないこと

⑧病院に行ったり、健康を守ってもらえたりすること

⑨生活のためのお金が足りないときに、国から助けてもらうこと

⑩愛されて幸せな生活を送ること

⑪心や身体が十分に成長する教育を受けること

⑫休んだり、遊んだりすること

⑬スポーツや芸術を楽しむ活動に参加すること

⑭戦争に巻きこまれないで平和に生活すること

無回答
小学生調査 (N=413)

中学生調査 (N=134)

高校生世代調査(N=151)

（%）
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（３）困っていることや悩んでいること 

●困っていることや悩んでいることは、「勉強」、「受験、進学先」、「将来のこと」が

多い 

◇困っていることや悩んでいること 

困っていることや悩んでいることについて、小学生調査では、「②受験、進学先のこと（41.9％）」

が最も高く、「①勉強のこと（39.0％）」、「④将来のこと（33.2％）」が続いています。 

中学生調査では、「①勉強のこと（52.2％）」が最も高く、「④将来のこと（35.1％）」、「⑪

特にない（34.3％）」が続いています。 

高校生世代調査では、「①勉強のこと（57.6％）」が最も高く、「②受験、進学先のこと（55.6％）」、

「④将来のこと（48.3％）」が続いています。 

 

【小学生調査、中学生調査、高校生世代調査】:複数回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

39.0

41.9

33.2

18.9

24.9

8.5

18.6

6.8

2.9

28.8

0.5

52.2

28.4

5.2

35.1

6.7

29.9

9.0

24.6

10.4

7.5

34.3

1.5

57.6

55.6

9.9

48.3

13.2

33.1

10.6

17.2

15.9

2.6

16.6

0.0

0 20 40 60 80

①勉強のこと

②受験、進学先のこと

③仕事のこと

※中学生調査・高校生世代調査のみ

④将来のこと

⑤塾（予備校）・習い事のこと

⑥自分のこと（健康、見た目、性格など）

⑦家族のこと

⑧友達のこと

⑨恋愛のこと

⑩その他

⑪特にない

無回答

小学生調査 (N=413)

中学生調査 (N=134)

高校生世代調査(N=151)

（%）
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●話を聞いてくれる人がいるのは、いずれの調査でも７割を超えている 

◇話を聞いてくれる人の有無 

困っていることや悩んでいることがあるときに話を聞いてくれる人の有無は、「いる」は、小

学生調査では 78.9％、中学生調査では 76.9％、高校生世代調査では 75.5％となっており、いずれ

の調査も 75％を超えています。 

「いない」は、小学生調査では 3.4％、中学生調査では 2.2％、高校生世代調査では 6.0％とな

っています。 

「誰にも話さない、話したくない」は、小学生調査では 16.0％、中学生調査では 17.2％、高校

生世代調査では 15.2％となっています。 

 

【小学生調査、中学生調査、高校生世代調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いる

78.9

76.9

75.5

いない

3.4

2.2

6.0

誰にも話さない、

話したくない

16.0

17.2

15.2

その他

1.7

3.0

3.3

無回答

0.0 

0.7

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

小学生調査

(N=413)

中学生調査

(N=134)

高校生世代調査

(N=151)
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●話を聞いてくれる人は、いずれの調査でも「お母さん」、「友達」が高い 

◇困っていることや悩んでいることがあるときに話を聞いてくれる人 

困っていることや悩んでいることがあるときに話を聞いてくれる人がいると回答した人に、そ

れは誰かたずねたところ、いずれの調査でも「②お母さん」が最も高く、次点は「⑥友達」となっ

ています。 

 

【小学生調査、中学生調査、高校生世代調査】:複数回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

59.5

82.2

25.2

19.0

25.5

67.5

32.2

16.0

12.9

1.2

6.1

3.1

1.2

60.2

74.8

27.2

16.5

18.4

70.9

30.1

12.6

8.7

3.9

2.9

3.9

2.9

50.9

79.8

20.2

7.9

12.3

72.8

32.5

1.8

12.3

0.9

2.6

2.6

0.0

0 20 40 60 80 100

①お父さん

②お母さん

③きょうだい

④祖父

⑤祖母

⑥友達

⑦学校の先生

⑧学校のスクールカウンセラー

⑨塾（予備校）や習い事の先生

⑩学童クラブ・プレディ・児童館の職員

⑪インターネットを通じてやりとりをしている人

⑫その他

無回答

小学生調査 (n=326)

中学生調査 (n=103)

高校生世代調査(n=114)

（%）
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●いじめられたことがあると回答した割合は小学生で17.4％、中学生で18.0％、高校生世

代で11.3％ 

◇不登校やいじめ等の経験 

不登校やいじめ等の経験について、『①学校（高校生世代は仕事を含む）に行きたくないと思

った』について、《あった》（「あった」と「ときどきあった」の合計）の割合が、小学生調査で

は 43.3％、中学生調査では 52.2％、高校生世代調査では 56.2％と年齢が高くなるにつれて割合

が高くなっています。 

『②１か月以上学校を休んだ（病気やケガをのぞく）（高校生世代は仕事を含む）』について、

《あった》の割合が、小学生調査では 4.1％、中学生調査では 8.2％、高校生世代調査では 6.0％

となっています。 

『③いじめられた』について、《あった》の割合が、小学生調査では 17.4％、中学生調査では

18.0％、高校生世代調査では 11.3％となっています。 

 

【小学生調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【中学生調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あった

16.7

2.2

3.6

2.9

ときどき

あった

26.6

1.9

13.8

7.5

あまり

なかった

20.8

4.4

12.3

13.3

なかった

31.0

85.0

61.7

68.8

わからない

4.6

5.3

7.0

5.6

無回答

0.2

1.2

1.5

1.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

小学生調査(N=413)

①学校に行きたくないと思った

②１か月以上学校を休んだ

（病気やケガをのぞく）

③いじめられた

④夜おそくまで

子どもだけですごした

あった

32.1

8.2

9.0

8.2

ときどき

あった

20.1

0.0

9.0

9.0

あまり

なかった

12.7

1.5

11.9

16.4

なかった

29.9

85.8

64.2

61.2

わからない

3.7

2.2

5.2

3.7

無回答

1.5

2.2

0.7

1.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

中学生調査(N=134)

①学校に行きたくないと

思った

②１か月以上学校を休んだ

（病気やケガをのぞく）

③いじめられた

④夜遅くまで子どもだけですごした
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【高校生世代調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）ヤングケアラーについて 

●ヤングケアラーについて知っているのは小学生で４割台、中学生で６割台、高校生世代

で８割 

◇ヤングケアラーの認知度 

ヤングケアラーの認知度について、《知っている》（「学校の授業で知った」、「家族や友達か

ら知った」、「テレビやインターネットで知った」の合計）の割合が、小学生調査では 44.3％、

中学生調査では 68.7％、高校生世代調査では 80.8％と年齢が高くなるにつれて割合が高くなって

います。 

 

【小学生調査、中学生調査、高校生世代調査】 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 

 

※小学生調査について、「その他（16.7％）」の回答の内、多くが〔塾で知った〕（11.4％）となっている。 

  

あった

37.7

5.3

6.0

11.9

ときどき

あった

18.5

0.7

5.3

11.9

あまり

なかった

25.2

0.7

12.6

25.2

なかった

17.9

90.7

70.9

49.0

わからない

0.7

2.0

5.3

2.0

無回答

0.0

0.7

0.0

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高校生世代調査(N＝151)

①学校（仕事）に行きたくないと

思った

②１か月以上学校（仕事）を休んだ

（病気やケガをのぞく）

③いじめられた

④夜遅くまで子どもだけですごした

学校の授業で

知った

18.9

35.1

37.1

家族や友達から

知った

3.9

5.2

4.6

テレビや

インターネットで

知った

21.5

28.4

39.1

あまりよく

知らない

23.7

11.2

9.3

まったく

知らない

14.8

14.9

7.3

その他

16.7

5.2

2.0

無回答

0.5

0.0 

0.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

小学生調査

(N=413)

中学生調査

(N=134)

高校生世代調査

(N=151)
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●ヤングケアラーにあてはまると思うのは、小学生で2.9％、中学生で1.5％、高校生世代

で2.0％ 

◇ヤングケアラーにあてはまると思うか 

ヤングケアラーにあてはまると思うかたずねたところ、『あてはまる』の割合が、小学生調査

では 2.9％、中学生調査では 1.5％、高校生世代調査では 2.0％となっています。 

【小学生調査、中学生調査、高校生世代調査】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（５）将来について 

●20年後に『生きがい、やりがいを見つけている』と思うのは中学生、高校生世代ともに

７割、『子どもを育てている』と思うのは中学生調査で５割、高校生世代で４割台 

◇20年後の自分のイメージ 

20 年後の自分のイメージは、《そう思う》（「とてもそう思う」と「そう思う」の合計）の割

合が、『①生きがい、やりがいを見つけている（中学生調査:71.6％、高校生世代調査:70.9％）』、

『②社会や人の役に立つ仕事をしている（中学生調査:67.2％、高校生世代調査:70.8％）』、『③

安定した毎日を送っている（中学生調査:70.9％、高校生世代調査:70.8％）』について、いずれ

の調査でも６割を超えています。 

『④結婚している・パートナーと生活している』について、《そう思う》の割合が、中学生調査

では 54.5％、高校生世代調査で 51.7％となっており、いずれの調査も５割を超えています。 

『⑤子どもを育てている』について、《そう思う》の割合が、中学生調査では 50.0％、高校生

世代調査では 43.7％となっています。 

【中学生調査】 

 
 
 
 
 
 

 
 

  

あてはまる

2.9

1.5

2.0

あてはまらない

70.5

85.8

86.1

わからない

24.5

11.2

7.9

その他

1.0

0.7

2.0

無回答

1.2

0.7

2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

小学生調査

(N=413)

中学生調査

(N=134)

高校生世代調査

(N=151)

とてもそう思う

34.3

32.1

34.3

26.9

21.6

そう思う

37.3

35.1

36.6

27.6

28.4

あまり

そう思わない

11.9

12.7

11.2

6.7

6.7

そう思わない

3.0

5.2

2.2

14.2

14.2

わからない

11.2

11.9

14.2

22.4

23.9

無回答

2.2

3.0

1.5

2.2

5.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

中学生調査(N=134)

①生きがい、

やりがいを見つけている

②社会や人の役に立つ仕事を

している

③安定した毎日を送っている

④結婚している・パートナーと

生活している

⑤子どもを育てている
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【高校生世代調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）中央区について 

●中央区が好きな割合はいずれの調査でも８割を超えている 

〇中央区が好きか 

中央区が好きかたずねたところ、《好き》（「とても好き」、「どちらかといえば好き」の合

計）の割合が、小学生調査では 84.5％、中学生調査では 91.8％、高校生世代調査では 89.4％とな

っており、いずれの調査でも８割を超えています。 

 

【小学生調査、中学生調査、高校生世代調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

とても好き

47.7

56.0

60.3

どちらかといえば

好き

36.8

35.8

29.1

あまり

好きではない

3.6

0.0

4.0

好きではない

1.5

0.7

1.3

わからない

8.7

6.0

4.6

その他

0.5

0.7

0.7

無回答

1.2

0.7

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

小学生調査

(N=413)

中学生調査

(N=134)

高校生世代調査

(N=151)

とてもそう思う

32.5

31.1

31.1

23.2

18.5

そう思う

38.4

39.7

39.7

28.5

25.2

あまり

そう思わない

11.9

14.6

12.6

19.2

21.2

そう思わない

7.3

6.0

4.6

9.9

14.6

わからない

7.9

7.3

11.3

17.9

18.5

無回答

2.0

1.3

0.7

1.3

2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高校生世代調査(N＝151)

①生きがい、

やりがいを見つけている

②社会や人の役に立つ仕事を

している

③安定した毎日を送っている

④結婚している・パートナーと

生活している

⑤子どもを育てている
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●中央区が好きな理由は小学生で「友達がたくさんいるから」、中学生と高校生世代で「地

下鉄やバスなどが整備され、行きたい場所に行きやすいから」が最も高い 

〇中央区が好きな理由 

中央区が好きと回答した人に、中央区が好きな理由をたずねたところ、小学生調査では、「⑪

友達がたくさんいるから（76.8％）」が最も高く、中学生調査と高校生世代調査では、「⑧地下鉄

やバスなどが整備され、行きたい場所に行きやすいから」が最も高く、中学生調査では 71.5％、

高校生世代調査では 80.7％となっています。 

 

【小学生調査、中学生調査、高校生世代調査】：複数回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

57.6

47.3

63.9

23.8

51.6

46.1

34.7

59.9

51.6

59.3

76.8

4.3

35.0

46.3

55.3

26.8

36.6

56.9

24.4

71.5

52.0

30.1

46.3

5.7

18.5

34.1

62.2

40.0

47.4

54.1

32.6

80.7

61.5

10.4

23.0

5.9

0 20 40 60 80 100

①遊べる公園がたくさんあるから

②スポーツセンターや図書館などの

区の施設がたくさんあるから

③買い物に便利なお店がたくさんあるから

④江戸時代から続く古い文化と新しい文化の

どちらも感じられるから

⑤ビルやマンションが建ち並び、

まちなみが都会的だから

⑥まちがきれいで、清潔だから

⑦水辺や緑が多く、安らげるから

⑧地下鉄やバスなどが整備され、

行きたい場所に行きやすいから

⑨犯罪が少なく、安全だから

⑩通っている学校が楽しいから

⑪友達がたくさんいるから

⑫その他

小学生調査 (n=349)

中学生調査 (n=123)

高校生世代調査(n=135)

（%）
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●中央区に対して意見を伝えやすい方法は、いずれの調査でも「タブレットやパソコンを

使った方法」が最も高い 

〇中央区に対して意見を伝えやすい方法 

中央区に対して意見を伝えやすい方法については、いずれの調査でも、「①タブレットやパソ

コンを使った方法」が最も高く、小学生調査では 41.6％、中学生調査では 63.4％、高校生世代調

査では 72.8％となっています。 

次点では、「③学校や児童館に意見を入れる箱を置くなど、身近なところでできる方法」がい

ずれの調査でも高く、小学生調査では 16.7％、中学生調査では 11.2％、高校生世代調査では 5.3％

となっています。 

 

【小学生調査、中学生調査、高校生世代調査】：複数回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

41.6

6.1

16.7

4.1

2.9

6.1

1.2

19.6

1.7

63.4

0.7

11.2

0.7

3.7

3.0

4.5

11.2

1.5

72.8

2.0

5.3

0.0

4.6

4.0

0.7

9.3

1.3

0 20 40 60 80

①タブレットやパソコンを使った方法

②手紙などで伝える方法

③学校や児童館に意見を入れる箱を置くなど、

身近なところでできる方法

④身近な大人に話して伝えてもらう方法

⑤区長や区役所の人に会って伝える方法

⑥子どもが集まり会議などで話し合って伝える方法

⑦その他

⑧意見を伝えたいと思わない

無回答

小学生調査 (N=413)

中学生調査 (N=134)

高校生世代調査(N=151)

（%）
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３ 保護者へのアンケート結果（「子育て支援に関するニーズ調査」、

「ひとり親家庭実態調査」より） 

（１）生活実態の変化 

●フルタイム共働きの家庭の割合が前回より高くなっている 

◇保護者の就労状況から分類した家庭類型について 

保護者の就労状況から分類した家庭類型は、就学前児童保護者、小学生児童保護者ともに、平

成 30年調査と比較すると、令和５年調査では、「タイプ B：フルタイム×フルタイム」の割合が

高くなり、「タイプ D：専業主婦（夫）」の割合が低くなっています。 
 

【就学前児童保護者】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【小学生児童保護者】 

 

 

 

 

 

 

 

 

●育児休業を取得した父親の割合が前回より高くなっている 

◇父親の育児休業の取得状況 

父親の育児休業の取得状況は、平成 30 年調査と比較すると、令和５年調査では「取得した(取

得中である)（8.6％→24.0％）」の割合が高くなっています。 
 

【就学前児童保護者】 

  

 

タイプA

2.8 

2.4 

タイプB

63.5 

54.5 

タイプC

9.3 

8.5 

タイプC’

3.6 

3.9 

タイプD

18.0 

27.7 

タイプE

0.3 

0.3 

タイプE’

0.0 

0.2 

タイプF

0.0 

0.1 

無回答

2.5 

2.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年

(N=2,384)

平成30年

(N=2,970)

 

タイプA

3.0 

4.2 

タイプB

45.2 

39.4 

タイプC

25.5 

24.5 

タイプD

21.2 

29.2 

タイプE

0.3 

1.1 

タイプF

0.2 

0.1 

無回答

4.6 

1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年

(N=2,384)

平成30年

(N=2,970)

働いていなかった

0.7 

1.0 

取得した(取得中である)

24.0 

8.6 

取得していない

73.4 

83.0 

無回答

2.0 

7.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年

(N=2,384)

平成30年

(N=2,970)

タイプ A  
ひとり親家庭 
 
タイプ B  
フルタイム× 
フルタイム 
 
タイプ C  
 
タイプ C’ 
フルタイム× 
パートタイム 
 
タイプ D  
専業主婦（夫） 
 
タイプ E  
 
タイプ E’ 
パートタイム× 
パートタイム 
 
タイプ F  
無業×無業 
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●子育てを主に行っているのは、「父親・母親とも同程度」と答える方の割合が前回より

高くなっている 

◇子育てを主に行っている人 

子育てを主に行っている人は、就学前児童保護者、小学生児童保護者ともに、平成 30年調査と

比較すると、令和５年調査では、「主に母親」の割合が低くなり、「父親・母親とも同じくらい」

の割合が高くなっています。 

 

【就学前児童保護者】 

 

 

 

 

 

 

 

【小学生児童保護者】 

 

 

 

 

 

 

 

 

●子どもをみてくれる親族・知人がいないと答える方の割合が３割を超えている 

◇子どもを保護者に代わってみてくれる親族・知人の有無 

子どもを保護者に代わってみてくれる親族・知人の有無は、就学前児童保護者では、平成 30年

調査と比較すると、令和５年調査では「いずれもいない」の割合が高くなっています。 

 

【就学前児童保護者】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

主に母親

66.3 

72.3 

主に父親

1.5 

1.7 

父親・母親とも

同じくらい

31.8 

25.2 

主に祖父母

0.2 

0.3 

その他

0.0 

0.1 

無回答

0.2 

0.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年

(N=2,130)

平成30年

(N=1,905)

 9.4

53.2

0.4

6.6

35.3

0.4

8.6

60.5

0.8

8.8

28.7

0.4

0 20 40 60 80

日常的に祖父母・兄弟等の親族にみてもらえる

緊急時または用事の際には

祖父母・兄弟等の親族にみてもらえる

日常的に友人・知人にみてもらえる

緊急時または用事の際には

友人・知人にみてもらえる

いずれもいない

無回答
令和５年(N=2,384)

平成30年(N=2,970)

（%）

 

主に母親

63.7 

74.6 

主に父親

0.7 

0.3 

父親・母親とも

同じくらい

34.9 

24.0 

主に祖父母

0.2 

0.1 

その他

0.2 

0.2 

無回答

0.3 

0.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年

(N=2,384)

平成30年

(N=2,970)
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（２）ひとり親の状況 

●ひとり親家庭では、経済的な理由による困窮経験がある方は４割超となっている 

◇経済的な理由による困窮経験の有無 

必要な食料、衣料を買えなかった、公共料金が支払えなかった等の経済的な困窮経験がある方

の割合は、就学前児童保護者、小学生児童保護者では６％程度ですが、ひとり親家庭では 44.6％

となっています。 

 

【就学前児童保護者、小学生児童保護者、ひとり親家庭】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●ひとり親家庭で子どもの多様な経験の状況が《ない》割合が高くなっています 

◇子どもの多様な経験の状況 

子どもの多様な経験の状況は、就学前児童保護者、小学生児童保護者と比較して、ひとり親家

庭で《ない》割合が高く、特に、『⑥旅行（国内・海外）に行く』では、「金銭的な理由でない」

の割合が高く、『①海水浴に行く』、『③キャンプやバーベキューに行く』では、「時間の制約で

ない」の割合が高くなっています。 

 

【就学前児童保護者】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ある

45.8 

69.0 

45.2 

47.1 

84.6 

88.3 

金銭的な理由でない

1.0 

0.6 

1.5 

1.7 

1.3 

2.5 

時間の制約でない

13.6 

6.6 

10.1 

9.4 

3.2 

3.1 

その他の理由でない

39.3 

23.4 

42.4 

40.9 

10.6 

5.7 

無回答

0.3 

0.4 

0.8 

0.8 

0.3 

0.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(N=2,384)

① 海水浴に行く

② 博物館・科学館・

美術館などに行く

③ キャンプや

バーベキューに行く

④ スポーツ観戦

や劇場に行く

⑤ 遊園地や

テーマパークに行く

⑥ 旅行（国内・海外）

に行く

ある

6.2 

6.3 

44.6 

ない

93.5 

93.4 

55.1 

無回答

0.3 

0.2 

0.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童保護者

(N=2,384)

小学生児童保護者

(N=2,130)

ひとり親家庭等

(N=296)
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【小学生児童保護者】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ひとり親家庭】 

 

  

 

ある

49.8 

78.2 

52.1 

69.5 

83.8 

89.0 

金銭的な理由でない

1.3 

0.5 

1.8 

1.9 

2.0 

2.5 

時間の制約でない

18.3 

8.7 

15.3 

8.6 

6.7 

4.7 

その他の理由でない

30.1 

12.1 

30.0 

19.4 

7.3 

3.6 

無回答

0.6 

0.5 

0.8 

0.6 

0.2 

0.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(N=2,130)

① 海水浴に行く

② 博物館・科学館・

美術館などに行く

③ キャンプや

バーベキューに行く

④ スポーツ観戦

や劇場に行く

⑤ 遊園地や

テーマパークに行く

⑥ 旅行（国内・海外）

に行く

 

ある

22.6 

42.2 

24.0 

41.9 

55.1 

50.7 

金銭的な理由でない

14.9 

11.1 

18.2 

17.9 

17.6 

31.8 

時間の制約でない

22.6 

18.2 

20.6 

13.9 

10.1 

8.8 

その他の理由でない

38.2 

27.0 

34.8 

24.0 

16.6 

8.8 

無回答

1.7 

1.4 

2.4 

2.4 

0.7 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(N=296)

① 海水浴に行く

② 博物館・科学館・

美術館などに行く

③ キャンプや

バーベキューに行く

④ スポーツ観戦

や劇場に行く

⑤ 遊園地や

テーマパークに行く

⑥ 旅行（国内・海外）

に行く
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●養育費の約束をしたのは５割、その中でも約束がきちんと守られているのは５割 

◇養育費についての約束の有無＜ひとり親になった事情が離婚、未婚、その他のいずれかの人＞ 

ひとり親になった事情が離婚、未婚、その他のいずれかと回答した人に、養育費についての約

束の有無をたずねたところ、「書面を取り交わした」、「口頭で約束した」、「その他」の合計の

割合は、58.7％となっています。一方、「特に取り決めをしなかった」が 36.5％となっています。 

 

【ひとり親家庭】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇養育費の受取状況＜ひとり親になった事情が離婚、未婚、その他のいずれかの人で養育費の支払

いについて何らかの取り決めをした人＞ 

養育費の支払いについて何らかの取り決めをした人で養育費を「受け取っている」のは 54.1％

となっています。 

 

【ひとり親家庭】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

特に取り決め

をしなかった

36.5 

42.6 

書面を

取り交わした

37.3 

31.5 

口頭で約束した

15.1 

12.5 

その他

6.3 

2.9 

無回答

4.8 

10.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年

(n=271)

平成30年

(n=343)

 

受け取っている

54.1 

59.0 

受け取っていない

45.9 

39.8 

無回答

0.0 

1.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年

(n=159)

平成30年

(n=161)
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（３）子育てへの意識 

●９割以上の保護者が子育てを楽しいと感じている 

◇子育てを楽しいと感じるか 

子育てを楽しいと感じる（「よく感じる」と「時々感じる」の合計）のは、就学前児童保護者で

94.3％、小学生児童保護者で 92.8％と、いずれも９割を超えています。 

 

【就学前児童保護者、小学生児童保護者】 

 

 

 

 

 

 

 

（４）地域との関係 

●「近所づきあいがない」と答える方の割合が前回より高くなっている 

◇近所づきあいの程度 

近所づきあいの程度は、就学前児童保護者、小学生児童保護者ともに、平成 30年調査と比較す

ると、令和５年調査では「ほとんどつきあいはない」の割合が高くなっています。 

 

【就学前児童保護者】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【小学生児童保護者】 

 

 

 

 

 

 

  

 

あいさつ

する程度

46.4 

43.5 

時々立ち話

をする

19.5 

25.7 

家に上がって

話をする

2.3 

3.0 

食事に行ったり、

家族ぐるみで

つきあっている

10.0 

11.0 

困っているときに

相談したり助け

合ったりしている

2.6 

4.3 

ほとんど

つきあいはない

18.1 

9.2 

無回答

1.0 

3.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年

(N=2,384)

平成30年

(N=2,970)

 

あいさつ

する程度

43.2 

32.3 

時々立ち話

をする

28.4 

33.0 

家に上がって

話をする

1.7 

2.1 

食事に行ったり、

家族ぐるみで

つきあっている

12.0 

15.2 

困っているときに

相談したり助け

合ったりしている

4.8 

10.0 

ほとんど

つきあいはない

9.6 

2.9 

無回答

0.3 

4.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年

(N=2,130)

平成30年

(N=1,905)

よく感じる

60.9 

51.8 

時々感じる

33.4 

41.0 

あまり感じない

4.4 

6.1 

まったく感じない

0.3 

0.7 

無回答

1.0 

0.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童保護者

(N=2,384)

小学生児童保護者

(N=2,130)
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●地域住民に期待する活動は、「子どもにスポーツや勉強を教える活動、見守り活動」 

◇期待する地域住民による子ども・子育て支援活動 

期待する地域住民による子ども・子育て支援活動は、就学前児童保護者、小学生児童保護者と

もに、「子どもにスポーツや勉強を教える活動」、「子どもの見守りをしてくれる活動」、「子ど

もと遊んでくれる活動」が上位となっています。 

 

【就学前児童保護者、小学生児童保護者】：複数回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●地域住民による子ども・子育て支援活動への参加意向のある方は５割以上 

◇地域住民による子ども・子育て支援活動に将来的に携わってもよいか 

地域住民による子ども・子育て支援活動に将来的に携わってもよいかたずねたところ、「すで

に携わっている」、「ぜひ携わりたい」、「携わってもよい」を合計した携わる意向がある人は、

就学前児童保護者では 70.4％、小学生児童保護者では 58.5％となっています。 

 

【就学前児童保護者、小学生児童保護者】 

 

 

 

 

 

  

23.1

29.9

38.3

47.3

57.1

26.0

50.0

28.8

2.6

6.7

1.0

18.4

18.1

25.4

26.2

48.1

13.9

49.4

19.1

2.8

10.8

0.8

0 20 40 60 80

子育てに関する悩みを気軽に相談できるような活動

子育て家庭の家事を支援する活動

不意の外出のときなどに子どもを預かる活動

子どもと遊んでくれる活動

子どもにスポーツや勉強を教える活動

子育てをする親同士で話ができる仲間づくりの活動

子どもの見守りをしてくれる活動

子育てに関連した情報を簡単に共有できるような活動

その他

特にない

無回答

就学前児童保護者(N=2,384)

小学生児童保護者(N=2,130)

（%）

すでに

携わっている

1.8 

4.7 

ぜひ携わりたい

13.8 

6.0 

携わってもよい

54.8 

47.8 

携わりたくない

7.0 

9.9 

わからない

20.3 

28.2 

無回答

2.2 

3.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童保護者

(N=2,384)

小学生児童保護者

(N=2,130)
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（４）子育て施策への評価、希望 

●子育てする上で足りないことは「思いきり体を動かして遊ぶ環境」が高くなっている 

◇子育てをする上で足りていないと感じること 

子育てをする上で足りていないと感じることは、就学前児童保護者、小学生児童保護者では「子

どもが思いきり体を動かして遊ぶ環境」が最も高く、ひとり親家庭では「子どもが十分に学習、

勉強できる環境」が最も高くなっています。 

 

【就学前児童保護者、小学生児童保護者、ひとり親家庭】：複数回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

30.6

15.8

12.2

22.4

32.3

29.4

13.6

29.9

61.8

11.2

23.6

23.8

9.5

5.0

3.9

1.7

31.0

21.3

17.9

31.6

24.6

20.8

23.3

20.1

60.7

26.7

23.7

43.8

13.8

7.0

4.1

2.1

46.6

24.0

18.6

39.5

29.4

19.6

31.8

18.9

41.6

23.0

43.2

31.8

11.5

5.1

5.4

4.7

0 20 40 60 80

子どもが十分に学習、勉強できる環境

子どもが安全に生活できる環境

子どもにとって危険の無い生活

子どもが家族と過ごす時間

子どもの自立を促す取組

子どもたちが自分たちのことを自分たちで決める機会

子どもにとって充実した食生活

子どもが自由に遊ぶ時間

子どもが思いきり体を動かして遊ぶ環境

親子で過ごせる場所や講座、イベント

子どものゆとりある生活

保護者が自由に過ごせる時間

地域での支えあい

子育て経験者からのアドバイス

その他

無回答

就学前児童保護者(N=2,384)

小学生児童保護者(N=2,130)

ひとり親家庭等(N=296)

（%）
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●子育て情報の入手先は「インターネット」、「友人や知人」が上位となっており、欲し

い情報は、「子ども向けイベント情報」が高くなっている 

◇子育てに関する情報の入手先 

子育てに関する情報の入手先は、就学前児童保護者、小学生児童保護者、ひとり親家庭ともに

「インターネット」、「友人や知人」が上位となっています。 

 

【就学前児童保護者、小学生児童保護者、ひとり親家庭】：複数回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

36.0

66.7

10.7

13.0

51.7

7.0

17.2

4.2

14.9

6.3

3.1

0.4

68.1

17.2

10.3

6.0

0.8

0.5

0.8

35.7

76.6

16.7

5.8

49.3

5.0

22.6

1.2

8.4

2.3

1.5

0.4

65.6

25.2

6.7

3.6

0.7

1.3

0.2

20.6

49.7

8.1

6.4

26.0

14.2

30.1

1.7

3.0

2.7

1.0

0.0

55.1

16.2

2.4

2.0

3.4

2.7

1.0

0 20 40 60 80 100

祖父母・兄弟等の親族

友人や知人

近所の人

ＳＮＳで知り合った友人

保育所、認定こども園、幼稚園、学校（※）

区役所や区の機関の窓口

「区のおしらせ ちゅうおう」やパンフレット

子ども家庭支援センター きらら中央

児童館

保健所・保健センター

子育てガイドブック

こどもすくすくナビ

インターネット

テレビ、ラジオ、新聞

子育て雑誌

その他

情報の入手先がわからない

情報を必要としていない

無回答

就学前児童保護者(N=2,384)

小学生児童保護者(N=2,130)

ひとり親家庭等(N=296)

（%）

※この選択肢はひとり親家庭等で、就学前保護者は「保育所、認定こども園、幼稚園」、小学生は「学校」となっている。
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◇子育てに関してほしい情報 

子育てに関してほしい情報は、就学前児童保護者、小学生児童保護者ともに「子ども向けイベ

ント情報」が最も高く、ひとり親家庭では「経済的支援制度に関する情報」が最も高くなってい

ます。 

 

【就学前児童保護者、小学生児童保護者、ひとり親家庭】：複数回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

41.4

64.9

23.1

21.8

14.4

47.5

8.4

4.4

18.5

37.3

2.3

0.9

28.7

54.6

30.8

30.5

10.5

31.5

7.8

4.1

13.3

39.1

2.5

1.1

22.3

31.8

27.4

12.2

63.9

14.2

13.9

5.1

20.6

28.7

4.1

2.7

0 20 40 60 80

子どもの発達や育児、しつけについて

子ども向けイベント情報

医療機関情報

保育所、幼稚園の紹介・特徴

経済的支援制度に関する情報

公園などの遊び場の情報

病気や障害に関する相談窓口

アレルギーのある子ども向けの情報

子育てに優しい、子育てしやすい住まいに関する情報

地域の伝統行事（祭り等）などの情報

その他

無回答
就学前児童保護者(N=2,384)

小学生児童保護者(N=2,130)

ひとり親家庭等(N=296)

（%）
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●「中央区は子育てしやすいまち」だと思われている方の割合は８割前後 

◇中央区は子育てしやすいまちか 

中央区は子育てしやすいまちかたずねたところ、《しやすいまちだと思う》（「とてもしやす

いまちだと思う」と「どちらかといえば、しやすいまちだと思う」の合計）の割合は、就学前児童

保護者では 79.5％、小学生児童保護者では 83.1％となっています。 

 

【就学前児童保護者】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【小学生児童保護者】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●「中央区の子育て環境がよくなった」と感じる方の割合は４割前後 

◇以前に比べ中央区の子育て環境は良くなったか 

以前に比べ中央区の子育て環境は良くなったかたずねたところ、《よくなったと思う》（「と

ても良くなったと思う」と「どちらかといえば良くなったと思う」の合計）の割合は、就学前児

童保護者では 39.0％、小学生児童保護者では 42.9％となっています。 

 

【就学前児童保護者】 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

とてもしやすい

まちだと思う

22.5 

29.3 

どちらかといえば、

しやすいまちだと思う

60.6 

57.3 

あまりしやすい

まちだとは思わない

9.5 

4.8 

しやすいまち

だとは思わない

3.9 

3.3 

わからない

3.3 

4.8 

無回答

0.2 

0.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年

(N=2,130)

平成30年

(N=1,905)

 

とてもしやすい

まちだと思う

20.4 

21.3 

どちらかといえば、

しやすいまちだと思う

59.1 

57.4 

あまりしやすい

まちだとは思わない

10.4 

9.5 

しやすいまち

だとは思わない

4.7 

4.0 

わからない

4.6 

6.3 

無回答

0.9 

1.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年

(N=2,384)

平成30年

(N=2,970)

 

とても良く

なったと思う

8.7 

6.9 

どちらかといえば

良くなったと思う

30.3 

23.6 

あまり

変わらない

19.0 

17.2 

どちらかといえば

悪くなったと思う

2.3 

9.6 

最近転入してきて

よくわからない

12.2 

15.3 

わからない

26.6 

25.6 

無回答

0.9 

1.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年

(N=2,384)

平成30年

(N=2,970)
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【小学生保護者調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●「中央区へずっと住み続けたい」と考える方の割合は５割以上 

◇居住意向 

居住意向は、「ずっと住み続けたい」の割合は、就学前児童保護者では 50.3％、小学生児童保

護者では 55.7％、ひとり親家庭では 62.2％となっています。 

 

【就学前児童保護者、小学生児童保護者、ひとり親家庭】 

 

 

 

  

 

とても良く

なったと思う

10.0 

11.3 

どちらかといえば

良くなったと思う

32.9 

32.9 

あまり

変わらない

31.0 

26.7 

どちらかといえば

悪くなったと思う

10.2 

16.4 

最近転入してきて

よくわからない

4.2 

4.1 

わからない

11.4 

7.8 

無回答

0.3 

0.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年

(N=2,130)

平成30年

(N=1,905)

子どもの小学校

入学前まで

住み続けたい

11.7 

－

3.0 

子どもの

小学校卒業まで

住み続けたい

20.7 

17.7 

6.1 

子どもの

中学校卒業まで

住み続けたい

4.8 

10.0 

7.8 

子どもの高等

学校卒業まで

住み続けたい

3.3 

7.2 

5.4 

子どもの

大学卒業まで

住み続けたい

3.6 

6.2 

11.5 

ずっと住み

続けたい

50.3 

55.7 

62.2 

転出したい

4.7 

2.7 

2.7 

無回答

0.9 

0.6 

1.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童保護者

(N=2,384)

小学生児童保護者

(N=2,130)

ひとり親家庭等

(N=296)

※小学生児童保護者では「子どもの小学校入学前まで」は非聴取
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４ 子ども・子育て支援策の現状 

（１）教育・保育施設の現状 

①主な施設一覧 
  令和６年10月１日現在 

施設区分 京橋地域 日本橋地域 月島地域 

認可保育所等 85園 １７園 28園 40園 

 
区立認可保育所 

14園 

●桜川保育園 ●明石町保育園 
●築地保育園 ●八丁堀保育園 

４園 

●十思保育園 ●堀留町保育園 
●人形町保育園 ●日本橋保育園 
●浜町保育園 

５園 

●つくだ保育園 ●月島保育園 
●かちどき西保育園 
●勝どき保育園 ●晴海保育園 

５園 

 

私立認可保育所 

63園 

●まなびの森保育園銀座 

●ブライト保育園東京入船 

●ＴＫチルドレンズファーム湊校 

●ぽけっとランド明石町保育園 

●さくらさくみらい 新富町 

●さくらさくみらい 築地 

●太陽の子新川保育園 

●アイグラン保育園新川 

●ミアヘルサ保育園ひびき八丁堀 

９園 

●にじいろ保育園小伝馬町 

●ほっぺるランド日本橋堀留町 

●さくらさくみらい 人形町 

●まちのてらこや保育園 

●アイグラン保育園日本橋 

●かふう保育園日本橋 

●モニカ人形町園 

●グローバルキッズかきがら園 

●アイグラン保育園水天宮 

●キッズラボ水天宮前園 

●THREE STAR NURSERY 

 蛎殻町園 

●コビープリスクールはこざき 

●テンダーラビング保育園東日本橋 

●ミアヘルサ保育園ひびき東日本橋 

●ほっぺるランド東日本橋 

●さくらさくみらい 東日本橋 

●ナーサリールームベリーベアー日

本橋 

●AIAI NURSERY 日本橋浜町 

●キッズハウス浜町公園 

●グローバルキッズ浜町園 

●EDO日本橋保育園 

●ほっぺるランド茅場町 

22園 

●さくらさくみらい 佃 

●さくらさくみらい つくだ大通り 

●ほっぺるランド佃 

●保育所まぁむ月島駅前園 

●みちてる保育園 

●ほっぺるランド相生橋つくだ 

●ほっぺるランド佃大橋 

●太陽の子月島保育園 

●アンジェリカ月島保育園 

●クオリスキッズ月島保育園 

●月島雲母保育園 

●さくらさくみらい 東仲通り 

●さくらさくみらい 月の岬 

●月島聖ルカ保育園 

●勝どきちとせ保育園 

●まなびの森保育園勝どき 

●ほっぺるランド勝どき 

●ほっぺるランド清澄通り勝どき 

●さくらさくみらい パークタワー

勝どき 

●さくらさくみらい 勝どき 

●アスク勝どき保育園 

●ベネッセ勝どき保育園 

●ほっぺるランド新島橋かちどき 

●勝どきえほん保育園 

●ニチイキッズさわやか勝どき6丁

目保育園 

●太陽の子晴海トリトン保育園 

●ポピンズナーサリースクール晴海 

●さくらさくみらい 晴海 

●小学館アカデミー晴海保育園 

●アスク晴海３丁目保育園 

●ポピンズナーサリースクール 

ララテラス HARUMI FLAG 

●ポピンズナーサリースクール

HARUMI FLAG PORT VILLAGE 

32園 

 区立認定こども園 

２園 

●京橋こども園 

１園 
― 

●晴海こども園 

１園 

 
私立認定こども園 

４園 

●昭和こども園 

１園 

●阪本こども園 

１園 

●小学館アカデミー勝どきこども園 

●渋谷教育学園晴海西こども園 

2園 

 地域型保育事業所 

２園 

●キャリー保育園八丁堀 

●Kuukids（クーキッズ） ２園 
― ― 

認証保育所 

（東京都認証保育所） 

11園 

●ボビンズナーサリースクール 
京橋 

●グローバルキッズ新川園 
２園 

●アスクバイリンガル保育園 
人形町駅前 

●グローバルキッズ水天宮前園 
●ニチイキッズさわやか日本橋浜町
保育園 

3園 

●マミーズエンジェル月島保育園 
●ちゃいれっく月島駅前保育園 
●さくらさくみらい月島 
●ピノキオ幼児舎月島園 
●ニチイキッズさわやかプラザ勝 
どき保育園 

●アスク晴海保育園  
6園 

区立幼稚園 

14園（休園中１園） 

●泰明幼稚園 ●中央幼稚園 
●明石幼稚園 ●京橋朝海幼稚園 
●明正幼稚園 

５園 

●常盤幼稚園（休園中） 
●日本橋幼稚園 ●有馬幼稚園 
●久松幼稚園 

４園 

●月島幼稚園 ●月島第一幼稚園 
●月島第二幼稚園 
●晴海幼稚園 ●豊海幼稚園 

５園 
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②保育所・幼稚園等の入所状況 

令和２年度と令和６年度を比較すると、保育ニーズは全体で 48.1％から 54.9％に上昇してお

り、年齢別にみると、１～２歳、３～５歳で５ポイント以上上昇しています。 

３～５歳の保育ニーズ率と幼稚園等の入園率を比較すると、保育ニーズ率の方が高く、令和２

年度は約 20ポイント差でしたが、令和６年度には 37.6ポイント差まで広がっています。 

＜令和２年度＞ 

学齢 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 計 

乳幼児人口 ０～５歳 Ａ 
2,053 人 2,011 人 1,981 人 1,911 人 1,895 人 1,843 人 11,694人 

 3,992 人 5,649 人   

保育所等入所者数 Ｂ 459 人 2,021 人 2,939 人 5,419 人 

待機児童数 Ｃ 34 人 166 人 2人 202 人 

小計 Ｄ（Ｂ＋Ｃ）入所希望者数 493 人 2,187 人 2,941 人 5,621 人 

保育ニーズ率 Ｄ／Ａ 24.0％ 54.8％ 52.1％ 48.1％ 

幼稚園等入園者数 Ｅ － － － 1,788 人  

入園率 Ｅ／Ａ － － － 31.7％  

＜令和３年度＞ 

学齢 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 計 

乳幼児人口 ０～５歳 Ａ 
1,915 人 1,955 人 1,886 人 1,897 人 1,869 人 1,845 人 11,367人 

 3,841 人 5,611 人   

保育所等入所者数 Ｂ 449 人 2,132 人 3,035 人 5,616 人 

待機児童数 Ｃ 16 人 69 人 0人 85 人 

小計 Ｄ（Ｂ＋Ｃ）入所希望者数 465 人 2,201 人 3,035 人 5,701 人 

保育ニーズ率 Ｄ／Ａ 24.3％ 57.3％ 54.1％ 50.2％ 

幼稚園等入園者数 Ｅ － － － 1,641 人  

入園率 Ｅ／Ａ － － － 29.2％  

＜令和４年度＞ 

学齢 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 計 

乳幼児人口 ０～５歳 Ａ 
1,907 人 1,809 人 1,803 人 1,770 人 1,823 人 1,807 人 10,919人 

 3,612 人 5,400 人   

保育所等入所者数 Ｂ 377 人 2,100 人 3,076 人 5,553 人 

待機児童数 Ｃ 0人 0人 0人 0人 

小計 Ｄ（Ｂ＋Ｃ）入所希望者数 377 人 2,100 人 3,076 人 5,553 人 

保育ニーズ率 Ｄ／Ａ 19.8％ 58.1％ 57.0％ 50.9％ 

幼稚園等入園者数 Ｅ － － － 1,384 人  

入園率 Ｅ／Ａ － － － 25.6％  

＜令和５年度＞ 

学齢 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 計 

乳幼児人口 ０～５歳 Ａ 
1,771 人 1,772 人 1,714 人 1,718 人 1,706 人 1,769 人 10,450人 

 3,486 人 5,193 人   

保育所等入所者数 Ｂ 344 人 2,061 人 3,020 人 5,425 人 

待機児童数 Ｃ 0人 0人 0人 0人 

小計 Ｄ（Ｂ＋Ｃ）入所希望者数 344 人 2,061 人 3,020 人 5,425 人 

保育ニーズ率 Ｄ／Ａ 19.4％ 59.1％ 58.2％ 51.9％ 

幼稚園等入園者数 Ｅ － － － 1,149 人  

入園率 Ｅ／Ａ － － － 22.1％  

＜令和６年度＞ 

学齢 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 計 

乳幼児人口 ０～５歳 Ａ 
1,769 人 1,766 人 1,808 人 1,728 人 1,773 人 1,770 人 10,614人 

 3,574 人 5,271 人   

保育所等入所者数 Ｂ 401 人 2,307 人 3,121 人 5,829 人 

待機児童数 Ｃ 0人 0人 0人 0人 

小計 Ｄ（Ｂ＋Ｃ）入所希望者数 401 人 2,307 人 3,121 人 5,829 人 

保育ニーズ率 Ｄ／Ａ 22.7％ 64.5％ 59.2％ 54.9％ 

幼稚園等入園者数 Ｅ － － － 1,140 人  

入園率 Ｅ／Ａ － － － 21.6％  

※各年度 4月 1日現在 
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③保育施設数と定員数、入所者数 

保育施設については、令和２年４月１日から令和６年４月１日までに、認可保育所（認定こ

ども園（長時間保育含む））を新たに 22園開設するなど、定員数が 1,274 人増えています。入

所者数は令和４年～令和５年にかけて減少しましたが、令和６年には再び増加しています。 

 

保育施設数と定員数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※各年 4月 1日の実績値 

 

保育施設の定員数と入所者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年 4月 1日の実績値 

※保育施設定員数は、認可保育所、認証保育所、認定こども園（長時間保育）、地域型保育事業 

の合計 
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④待機児童の現状 

保育施設の整備による定員拡大を進めた結果、令和４年以降すべての年齢で、国の算定基準に

基づく保育所の待機児童数は０人となっています。 

 

年齢別待機児童数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      ※各年４月1日の実績値 

 

⑤幼稚園等の現状 

区立幼稚園については、現在 14 園が開設されています（１園休園中）。また、認定こども園

については、区立２園、私立４園で短時間保育を行っていますが、入園者数・入園率とも減少傾

向となっています。 
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（２）地域子ども・子育て支援事業の実績 

①主な施設の概要 

現在、区内には小学生を対象とした放課後の安全・安心な居場所として、学童クラブを８児童

館、４小学校、子どもの居場所「プレディ」を 13 小学校内で実施しているほか、月島地域に２

カ所の民設民営学童クラブが開設されています。また、一時預かり保育が５カ所、０～３歳児ま

での乳幼児とその保護者を対象とした子育て交流サロン「あかちゃん天国」を７カ所、病児・病

後児保育を４カ所で実施しています。 

 

◇主な施設一覧                         令和６年 10月１日現在 

施設区分 京橋地域 日本橋地域 月島地域 

児童館学童クラブ 

８館 

●築地児童館 

●新川児童館 

                  ２館 

●堀留町児童館 

●浜町児童館 

                 ２館 

●佃児童館 

●月島児童館 

●勝どき児童館 

●晴海児童館 

                 ４館 

学校内学童クラブ 

４小学校 

●京橋築地小学童クラブ 

           １校 
― 

●月島第一小学童クラブ 

●豊海小学童クラブ 

●晴海西小学童クラブ 

          ３校 

民設民営学童クラブ 

２カ所 
― ― 

●ベネッセ学童クラブ月島 

●ベネッセ学童クラブ晴海 

         ２カ所 

子どもの居場所 

「プレディ」 

13小学校 

●プレディ中央 

（中央小学校内） 

●プレディ明石 

（明石小学校内） 

●プレディ京築 

 （京橋築地小学校内） 

●プレディ明正 

 （明正小学校内） 

                 ４校 

●プレディ日本橋 

（日本橋小学校内） 

●プレディ有馬 

（有馬小学校内） 

●プレディ久松 

（久松小学校内） 

                 ３校 

●プレディ佃島 

（佃島小学校内） 

●プレディ月一 

（月島第一小学校内） 

●プレディ月二 

（月島第二小学校内） 

●プレディ月三 

（月島第三小学校内） 

●プレディ豊海 

（豊海小学校内） 

●プレディ晴海西 

（晴海西小学校内） 

                  ６校 

一時預かり保育 

５カ所 

●京橋こども園 

１カ所 

●子ども家庭支援センター 

日本橋分室 

●子ども家庭支援センター 

十思分室 

２カ所 

●子ども家庭支援センター

「きらら中央」勝どき分室 

●晴海こども園 

２カ所 

子育て交流サロン 

「あかちゃん天国」 

７カ所 

●築地児童館 

●新川児童館 

               ２カ所 

●堀留町児童館 

●浜町児童館  

               ２カ所 

●子ども家庭支援センター 

「きらら中央」勝どき分室 

●月島児童館 

●晴海児童館  

              ３カ所 

病児・病後児保育 

４カ所 

●聖路加国際病院附属保

育所聖路加ナーサリー 

（病児・病後児） 

               １カ所 

●ニチイキッズさわやか

日本橋浜町保育園 

（病後児） 

               １カ所 

●勝どき小児クリニック

（病後児） 

●ゆめみらい 

（病児・病後児） 

              ２カ所 
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②各事業の概要 

子ども・子育て支援法に規定されている地域子ども・子育て支援事業のうち、現在、中央区内

で実施している事業の概要と事業実績を以下に示します。 

 
１）利用者支援に関する事業（利用者支援） 

●保育所申込み等に関する相談体制 

保育園長経験者等を窓口に配置するほか、日本橋・月島・晴海特別出張所、子ども家庭支援セ

ンター「きらら中央」勝どき分室、中央区保健所、日本橋保健センターにおいて出張相談を実

施し、保育所の申込みや利用に関する相談に対応しています。また、一時預かり保育等相談者

の要望に見合った各種の保育メニューに関する情報提供も行っています。 

●子育て交流サロン「あかちゃん天国」 

親子のふれあいと交流の場を提供するとともに、子育てに関する情報提供や育児相談、助言を

行っています。 

●「妊娠出産に関する相談窓口」 

保健所・保健センターにおいて母子保健コーディネーターを配置し、妊娠期から子育て期にわ

たる様々な相談を行っています。 
（件） 

利用者支援実施状況 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

認可保育所入所申込受付件数 2,870 2,864 2,767 2,935 

保育園入園出張相談での相談件数 469 853 767 800 

「あかちゃん天国」での相談件数 1,357 1,330 976 870 

「妊娠・出産に関する相談窓口」での 4,945 7,310 8,641 8,522 

相談件数 妊婦相談（再掲） 1,280 3,603 4,514 3,261 

 

２）時間外保育事業（延長保育事業） 

認可保育所、認定こども園で通常保育の前後の時間に、時間外保育を実施しており、月極利

用とスポット利用（１日単位）の２種類があります。さらに京橋こども園では、スポットの夜間

保育も実施しています。 

●延長時間：通常保育終了時から１時間 概ね午後６時 30分から午後７時 30分まで 

●保 育 料：月極延長 通常保育料の概ね 10％ 

スポット延長 １回 400円 

●スポット夜間保育 

実施場所：京橋こども園 

利用時間および保育料：午後７時 30分から午後９時まで  １回 1,000 円 

午後７時 30分から午後 10時まで １回 1,400 円 

また、認証保育所では、利用契約により午後７時以降の保育を行っています。 

時間外保育利用定員、利用者数等 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

時間外保育利用定員数（人） 919 980 1,032 1,079 

時間外保育利用者数（人／日） 151 129 87 100 
     

認証保育所 19時以降契約者数（人） 55 76 43 34 
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３）-１ 放課後児童健全育成事業（学童クラブ） 

放課後帰宅しても保護者の就労等により家庭で適切な保護育成を受けられない児童に対して、

遊びや生活の場を提供して、その健全育成を図る事業です。 

中央区では区立児童館８館及び小学校４校で学童クラブ事業を実施しています。 

 

【児童館学童クラブ】 

●対 象：区立小学校に在籍している児童または区内に居住し、区の区域外の小学校に在籍 

している児童 

●実施場所：築地児童館、新川児童館、堀留町児童館、浜町児童館、佃児童館、月島児童館、 

勝どき児童館、晴海児童館 

●利 用 日：月曜日から土曜日。ただし、年末年始および国民の休日等を除く。 

●利用時間：【平日】下校時から午後６時まで 

【土曜日】午前８時 30分から午後５時まで 

【春・夏・冬休み等】午前８時 30 分から午後６時まで（土曜日は午後５時まで） 

●利用時間の延長：保護者の就労など特別な事情がある場合は、土曜日を除き、最長で午後７

時 30分まで利用できます。 

（１回 400 円、月上限額 5,000 円） 

【学校内学童クラブ】 

●対象者：当該小学校に在籍している児童または当該小学校の通学区域に居住する児童 

●実施場所：京橋築地小学校、月島第一小学校、豊海小学校、晴海西小学校 

●利用日：月曜日から土曜日。ただし、年末年始および国民の休日等を除く。 

●利用時間：【平日】当該小学校の放課後から午後６時まで 

【土曜日、春・夏・冬休み等】午前８時 30分から午後６時まで 

●利用時間の延長：保護者の就労など特別な事情がある場合は、土曜日を除き、最長で午後７

時 30分まで利用できます。 

（１回 400 円、月上限額 5,000 円） 
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＜学童クラブ数・利用可能人数等＞                     各年度４月１日時点 

  令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

全体 

児童館学童クラブ数（箇所） 8 8 8 8 8 

学校内学童クラブ数（箇所） ― ― ― ― 4 

民設民営学童クラブ数（箇所） ― ― ― 1 2 

クラブ数 13 13 14 15 27 

利用可能人数 585 720 755 795 1,273 

定員数（人） 510 510 510 550 1,028 

暫定定員数（人） 75 75 105 105 105 

登録定数（人） ― 135 140 140 140 

待機者数（人） 278 205 243 260 229 

京橋地域 

児童館学童クラブ数（箇所） 2 2 2 2 2 

学校内学童クラブ数（箇所） ― ― ― ― 1 

民設民営学童クラブ数（箇所） ― ― ― 0 0 

クラブ数 3 3 3 3 5 

利用可能人数 120 145 150 150 215 

定員数（人） 110 110 110 110 175 

暫定定員数（人） 10 10 10 10 10 

登録定数（人） ― 25 30 30 30 

待機者数（人） 44 43 19 17 45 

日本橋地域 

児童館学童クラブ数（箇所） 2 2 2 2 2 

学校内学童クラブ数（箇所） ― ― ― ― 0 

民設民営学童クラブ数（箇所） ― ― ― 0 0 

クラブ数 2 2 2 2 2 

利用可能人数 85 105 105 105 105 

定員数（人） 80 80 80 80 80 

暫定定員数（人） 5 5 5 5 5 

登録定数（人） ― 20 20 20 20 

待機者数（人） 38 46 64 46 68 

月島地域 

児童館学童クラブ数（箇所） 4 4 4 4 4 

学校内学童クラブ数（箇所） ― ― ― 0 3 

民設民営学童クラブ数（箇所） ― ― ― 1 2 

クラブ数 8 8 9 10 20 

利用可能人数 380 470 500 540 953 

定員数（人） 320 320 320 360 773 

暫定定員数（人） 60 60 90 90 90 

登録定数（人） ― 90 90 90 90 

待機者数（人） 196 116 160 197 116 
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就学児童を対象とした学童クラブの現状としては、待機率は令和６年４月１日現在で 17.6％ 

となっています。 

学童クラブの入所者数と待機者数・待機率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年４月１日の実績値 
※公設学童を希望しても入れていない児童を待機者数としています。 
なお、民間学童に通いながら公設学童（児童館＋学校内）を待機している児童もいますが、 
入所者数に民間学童利用者は含めていません。 

３）-２ 放課後子ども教室（子どもの居場所「プレディ」） 

子どもたちの健全育成を図るため、保護者の就労状況にかかわらず、放課後や土曜日などに

学校施設内で児童が安全に安心して過ごせる「子どもの居場所」を確保するための事業です。 

中央区では区立小学校 17校のうち、13校で「プレディ」を実施しています。 

●対 象：区立小学校に在籍している児童または区内に住所を有する児童 

●実施場所：中央小学校、明石小学校、京橋築地小学校、明正小学校、日本橋小学校、 

有馬小学校、久松小学校、佃島小学校、月島第一小学校、月島第二小学校、 

月島第三小学校、豊海小学校、晴海西小学校 

●利 用 日：月曜日から土曜日。ただし、年末年始および国民の休日等を除く。 

●利用時間：【平日】プレディ設置校の放課後から午後５時まで 

【土曜日、春・夏・冬休み等】午前８時 30分から午後５時まで 

●利用時間の延長：保護者の就労など特別な事情がある場合は最長で午後７時 30分（土曜日 

は午後６時）まで利用できます。（午後６時以降の利用は１回 400 円、月 

上限額 5,000 円） 

実施校数、利用登録者数等 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

実施校数（校） 12 12 12 12 13 

全児童数（人） 7,607 8,126 8,489 8,732 9,262 

利用登録者数（人） 2,983 1,401 1,756 2,724 3,040 

平日：年間参加延べ人数（人） 44,343 93,682 130,565 166,890 ― 

平日：１日平均参加人数（人） 217 464 653 826 ― 
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３）-３ プレディプラス事業 

区立小学校内に学童クラブを設置し、放課後に使用できる教室等を活用しながら、学童クラ

ブ所属児童とプレディ所属児童が一緒に多様な体験・活動を行うことができる事業です。 

●実施場所：京橋築地小学校、月島第一小学校、豊海小学校、晴海西小学校 

４）子育て短期支援事業（子どもショートステイ） 

保護者が疾病等により子どもの養育が困難になった場合、宿泊により短期間預かる事業です。 

中央区では生後 57 日～中学校３年生の子どもを対象に、区が委託する区外２施設（乳児院、

児童養護施設）または区内の協力家庭において実施しています。 

●利用泊数 

施設：原則６泊７日まで 

協力家庭：原則２泊３日まで 

●利用料：１泊２日 6,000 円（以降１日増えるごとに 3,000 円加算） 

（日） 

延べ利用日数 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

乳児院（二葉乳児院） 79 60 59 58 

養護施設（石神井学園） 10 0 16 59 

協力家庭 0 14 3 0 

５）幼稚園預かり保育 

区立幼稚園は、文部科学省が定める幼稚園教育要領に基づき、午後２時までを標準的な教育

時間として運営しています。さらに、子育て支援策の一環として、通院・介護など、在園児の保

護者ニーズに応えるため、区立幼稚園全園および幼保連携型認定こども園で預かり保育を実施

しています。また、区立幼稚園においては、令和７(2025)年度から預かり保育の実施時間を現

行の午後４時 30分から午後６時まで延長します。 

●対 象：区立幼稚園および幼保連携型認定こども園の在園児 

●時 間：区立幼稚園は教育時間終了後、午後４時 30分まで 

（夏季休業日等は午前９時から午後４時 30分まで） 

幼保連携型認定こども園は教育時間終了後、午後６時 30分まで 

（夏季休業日等は午前７時 30分から午後６時 30分まで） 

各年度４月当初の人数（人） 

預かり保育利用定員等 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

登録利用定員 72 72 72 72 

登録利用者数 72 70 70 62 

一時利用定員 
１日あたり30人から登録利用者数を除いた人数 

※３歳児は１日あたり８人から登録利用者数を除いた人数 

（件） 

年間利用実績 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

登録者利用延べ件数 3,909 6,631 7,253 6,368 

一時利用延べ件数 4,580 10,801 11,591 12,116 

年間利用延べ件数 8,489 17,432 18,844 18,484 
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６）-１ 一時預かり保育 

保護者の育児疲れや冠婚葬祭などの理由により一時的に乳幼児（生後 57日～未就学児）を預

かる「一時保育」と、保護者の出産や入院などの緊急の理由により原則 30日を限度に乳幼児を

預かる「緊急保育」の２つの事業を実施しています。また、公私連携認定こども園等において

も、一時預かり保育を実施しています。 

【一時保育】 

●対 象：生後 57日以上の未就学児 

●実施場所：子ども家庭支援センター「きらら中央」勝どき分室、同日本橋分室、同十思分室、 

京橋こども園、晴海こども園等 

●利用時間：午前９時から午後５時まで（１時間単位での利用） 

●利 用 料：１時間 800円（京橋こども園は実施日により割増料金あり） 

【緊急保育】 

●対 象：生後 57日目以上の未就学児 

●実施場所：子ども家庭支援センター「きらら中央」勝どき分室、同日本橋分室、同十思分室、 

京橋こども園 

●利用期間：原則として２日以上 30日以内 

●利 用 料：１日 2,000 円（京橋こども園は実施日により割増料金あり） 

（人） 

延べ利用人数 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

一時保育 12,798 15,330 16,289 15,066 

緊急保育 258 202 230 167 

合計 13,056 15,532 16,519 15,233 

 

６）-２ 子育て短期支援事業（トワイライトステイ） 

保護者が就労等により帰宅が夜間になる場合に、一時的に子どもを預かる事業です。 

●対 象：２歳～小学校６年生（京橋こども園は未就学児まで） 

●実施場所：子ども家庭支援センター「きらら中央」勝どき分室、京橋こども園 

●利用時間：午後５時から午後 10時まで 

●利 用 料：１回 2,000 円 

（人） 

延べ利用人数 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

幼児室（未就学児） 411 402 368 486 

児童室（小学生） 38 73 98 74 

合計 449 475 466 560 
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６）-３ 子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業) 

依頼会員と提供会員による会員組織を設置し、保育所への送迎や一時的な保育など地域にお

いて会員同士が子育てを相互に援助する事業を実施しています。 

●対 象：生後 57日以上小学校６年生以下の子どもを育てている方 

●利用時間：原則として午前７時から午後８時まで 

●利 用 料：１時間 800 円（早朝、夜間および休日等は１時間 1,000 円） 

（人） 

会員数 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

提供会員数 260 275 255 254 

両方会員数 147 123 109 92 

依頼会員数 1,999 1,935 1,740 1,720 

 

（件） 

年間利用実績 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

活動件数 1,800 1,666 1,799 1,779 

 

７）新生児訪問（赤ちゃん訪問） 

生後４カ月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養育環

境等の把握を行う事業です。 

中央区では生後４カ月までの乳児がいる全家庭を対象に、保健師および委託訪問指導員（保

健師、助産師等）により訪問指導を行うとともに、母親のこころの健康状態の把握に努めてい

ます。 

 

訪問実施状況 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

出生数（人） 2,070 2,070 1,902 1,783 

訪問対象者数（人） Ａ 1,721 1,765 1,706 1,761 

訪問件数（件） Ｂ 1,557 1,616 1,650 1,623 

乳児健診等による把握数（人） Ｃ 164 149 56 138 

訪問率 Ｂ／Ａ 90.47% 91.56% 96.72% 92.16% 

把握率 （Ｂ＋Ｃ）／Ａ 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 

※訪問対象者数：出生後、訪問の対象となる時期（３カ月時点）に区民である者。転入・転出等の異動があるため、 

出生数とは乖離がある。 
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８）養育支援訪問事業および要保護児童対策地域協議会その他の者による要保護児童等に対する

支援に資する事業 

養育支援が特に必要な家庭を訪問して、保護者の育児、家事等の養育能力を向上させるため

の支援を行う事業です。 

中央区では保健所等関係機関と連携して養育について支援が特に必要な家庭を把握し、訪問

による支援（養育相談、育児・家事援助）を実施しています。 

また、児童虐待の予防、早期発見や子どもの適切な保護のために、「要保護児童対策地域協議

会」を運営しています。子ども家庭支援センターが調整機関となり、関係機関が円滑に連携で

きるよう情報管理を行うとともに、個別ケース検討会議や実務者会議などを開催しています。 

 

実施状況 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

養育支援訪問 
育児・家事援助（件） 72 15 148 75 

専門的相談支援（件） 1 4 31 5 

要保護児童

対策地域協

議会 

代表者会議・実務者

会議・個別ケース検

討会議開催数（回／

年） 

代表者会議 1回 

実務者会議 4回 

（講演会 1 回含む） 

情報共有会 1回

個別ケース検討会

議 57回 

代表者会議 1回

実務者会議 4回

（講演会 1 回含む）

個別ケース検討会

議 50回 

代表者会議 1回

実務者会議 4回   

（講演会 1 回含む） 

個別ケース検討会

議 53回 

代表者会議 1回

実務者会議 4回

（講演会 1 回含む） 

個別ケース検討会

議 80回 

 

９）地域子育て支援拠点事業 （子育て交流サロン「あかちゃん天国」） 

地域の身近な場所で、子育て中の親子の交流や仲間づくり、育児相談等を行う事業です。 

中央区では子育て交流サロン「あかちゃん天国」として、親子のふれあいと交流の場を提供

するとともに、子育てに関する情報提供や育児相談、助言を行っています。 

●対 象:０歳から３歳になった最初の３月 31日までの間にある乳幼児とその保護者、妊娠 

中の方 

●利用時間：午前９時から午後５時まで 

●利 用 料：無料 

実施状況 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

拠点数（カ所） 7 7 7 7 

乳幼児利用人数（人） Ａ 65,773 64,730 68,178 73,318 

保護者利用人数（人） Ｂ 63,271 64,050 67,620 74,032 

妊娠中の方の利用人数（人） Ｃ 129 16 13 23 

利用人数（人） 計 129,173 128,796 135,811 147,373 

延べ開館日数（日） Ｄ 2,100 2,412 2,409 2,419 

１カ所１日あたり平均利用人数（人） 

（Ａ+Ｂ+Ｃ）／Ｄ 
62 53 56 61 
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10）病児保育事業（病児・病後児保育事業） 

入院加療の必要のない病中または病気回復期の子どもを保護者が家庭で保育できない場合に、

医療機関や保育所等に付設された専用スペース等において、保育士等が一時的に保育する事業

です。 

中央区では区が委託する医療機関または認証保育所の４施設の保育室で預かる事業を実施し

ています。 

●対 象：生後７カ月～小学校３年生 

●利用時間：午前９時から午後５時 30分まで 

●利 用 料：１日 2,000 円 

（人） 

延べ利用人数 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

病児・病後児 
保育室 

京橋地域 
聖路加ナーサリー 

187 326 336 592 

月島地域 
ゆめみらい 

142 318 459 423 

病後児保育室 

日本橋地域 
ニチイキッズさわやか 

日本橋浜町保育園 
50 89 51 304 

月島地域 
勝どき小児クリニック 

129 326 347 318 

 

11）妊婦健康診査 

母子保健法第 13条で、区が必要に応じて妊産婦に対して健康診査を行うことを規定していま

す。 

中央区では母体や胎児の健康を守るために必要な妊婦健康診査を医療機関に委託して実施し

ています。そのうち、妊娠確定後の検査（最大 14回：国基準、多胎児妊婦は最大 19回）・超音

波検査（最大４回：国基準）・子宮頸がん検診の費用の一部等を助成しています。 

（件） 

健康診査実施状況 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

妊娠届出数（母子健康手帳交付件数） 2,301 2,215 2,110 2,117 

妊婦健診 
受診件数 

１回目 2,139 2,062 1,953 1,953 

２～14回目（延べ件数） 20,396 21,033 19,439 19,233 
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12）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

保育所・幼稚園などに通う子どもの保護者が支払う日用品・文房具・教材費・行事への参加

費用などの一部を補助することで、保護者の経済的な負担軽減を図ります。 

（件） 

延べ給付件数 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

区立幼稚園・ 

区外幼稚園等・ 

認定こども園 

（短時間） 

教科書・行事費等 
（給食費以外） 

28 17 4 30 

給食費 
（副食材料費） 

31 32 3 42 

保育所 

認定こども園 

（長時間） 

教科書・行事費等 
（給食費以外） 

37 55 76 81 
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５ 施策の推進に向けた課題 

施策の推進に向けては、こども基本法の基本理念やこども大綱の方針、第二期計画の期間にお

ける取組状況等を踏まえつつ、次の５点の課題に対応していきます。 

 

（１）妊娠期から子育て期まで安心して過ごすための支援 

本区の特徴として、30代、40代の子育て期に核家族で転入する家庭が多く、身近に相談できる

相手がいないなど、子育てに不安を抱える家庭が多い傾向にあります。また、妊娠中から産後ま

での時期は、体調や気持ちの変化から、身体的、精神的に不安定になりがちな時期で、子育てに

不安を感じたり、自信がもてなくなること等による孤立化や、父母のうつ病などの病気発症等の

さまざまなリスクがあり、全ての妊婦・子育て世帯が安心して出産・子育てができる環境の整備

が継続した課題となっています。 

第二期計画の期間では、出産・子育てを行う保護者が、母子保健や育児に関するさまざまな不

安を軽減し、心身ともに健康に子育てしていくため、子ども子育て応援ネットワークを構築し、

妊娠期から出産、子育て期に至るまでのきめ細やかで一貫した支援体制を充実させてきました。

また、令和６（2024）年７月には、子ども家庭支援センター「きらら中央」を中央区保健所等複合

施設４階に移転し、子どもと子育て家庭に対する総合相談機能を強化しています。 

今後は、その体制をさらに充実し、育児に対する困難感や不安感等が高い家庭を早期に把握し、

母子保健分野と子育て支援分野が連携し、妊娠期から子育て期に渡り一貫して身近で相談に応じ、

様々なニーズに即した必要な支援につなぐ伴走型相談支援を充実していく必要があります。 

 

（２）これからの保育所の役割 

本区では待機児童対策のため、認可保育所を中心とした保育所整備を進めて来た結果、令和６

年４月１日現在で認可保育所等（認定こども園・地域型保育事業所含む）が 85カ所となり、入園

のしやすさに地域的な差はあるものの、国の算定基準に基づく保育所待機児童数は令和４年度か

ら連続で０人となっています。そのため、保育所に求められる役割は、待機児童対策に限らず、

多様な保育ニーズへの対応や子育て支援を担う地域の身近な拠点として、新たな段階に来ていま

す。 

また引き続き、保育の質を担保する取組や保育士の確保と定着、育成を促進していくことも重

要です。 

 

（３）子どもの居場所の充実 

第二期計画の期間中に保育所待機児童は解消しましたが、近年の急激な小学校児童数の増加に

伴い、小学生の放課後の居場所となる学童クラブでは定員を超えるニーズが発生しています。こ

のため本区では、民間学童クラブの誘致や令和６（2024）年度からの「プレディプラス」事業の

順次実施などによる対策を進めています。このような取組を着実に推進するとともに、子どもた

ちが有意義な時間を過ごせるよう、地域・事業者と連携しながら放課後の安全・安心な居場所を

確保する必要があります。 
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また、小学生や中学・高校生世代を含む青少年・若者の居場所づくりが求められている中で、

新たに整備された晴海地域交流センター「はるみらい」には、あらゆる世代が楽しめるよう様々

なスタジオを設置し、晴海図書館には Teens&Youth エリアが設けられました。加えて、子どもの

学習・生活支援事業においては、高校生世代までを対象に学習習慣の定着や社会性の育成のほか、

安心できる居場所として実施しています。引き続き、子ども・若者の健全な育成を図るため、自

分の能力を発揮できる機会の創出を含めた、青少年・若者の居場所を確保していく必要がありま

す。 

 

（４）子ども・子育て家庭と地域がつながるための支援 

「子育て支援に関するニーズ調査」の結果では、「近所づきあいがない家庭」、「子どもをみて

くれる人がいない家庭」が増えている一方、地域活動への参加意向のある方は一定数おり、地域

住民に期待する活動では、「子どもにスポーツや勉強を教える活動」、「見守り活動」などがあげ

られています。そのため、子ども・子育て家庭と地域をつないでいくことが課題となっています。 

第二期計画の期間では、妊娠中の方や子育て中の親子が地域の身近な場所で交流したり仲間づ

くりができる子育て交流サロン「あかちゃん天国」や社会福祉協議会による地域で自主的・自発

的にサロン活動を行う団体への支援を実施してきました。また、保育所の施設等を活用し、身近

な地域の方々や、他の保育所・幼稚園・小学校の子どもたちとの交流を行うなど、地域でのつな

がりづくりを進めてきました。引き続き、子育て家庭と地域がつながりを深められる支援を検討

するとともに、保護者同士の交流を促進するための工夫を図ることが必要です。また、身近な距

離にある子ども・子育て支援施設、関係機関同士が連携を図るとともに、地域と連携することも

重要です。 

 

（５）子どもの貧困対策（ひとり親家庭のさらなる支援） 

すべての子どもたちが、生まれ育った環境に関わらず、夢や希望を持つことができる環境を実

現するため、第二期計画の期間では、経済的支援として、実費徴収に係る補足給付の実施や、子

ども医療費助成の高校生世代までの拡充を行いました。また、学習支援として、小学４年生から

高校生世代を対象とした学習支援事業の定員を拡大するとともに、中学３年生及び高校３年生を

対象とした受験生チャレンジ支援貸付事業を実施し、進学や受験の支援を行ってきました。加え

て、ひとり親家庭が精神的・経済的に自立し、安心して子育てができるよう、就労支援や育児支

援、多様な体験機会の確保支援を行ってきました。 

本区では母子世帯・父子世帯数ともに増加傾向にあります。「ひとり親家庭実態調査」の結果

では、「必要な食料、衣料を買えなかった」、「公共料金が支払えなかった」等の経済的な困窮経

験がある方の割合は４割を超えており、「子どもの多様な経験」が金銭的・時間的な制約等で「な

い」方の割合が高くなっていることが分かりました。また、同調査では、ひとり親になった事情

が離婚、未婚等の方で養育費の約束をした方は５割にとどまり、その中でも約束がきちんと守ら

れているのは５割となっており、養育費の確保が十分になされていないことが課題となっていま

す。 

引き続き、関係機関とも連携しながら、支援を必要とする子ども、保護者が必要な支援を十分

に活用できるよう、利用しやすい相談窓口や情報提供の充実、必要な支援を躊躇なく受けられる

仕組みづくりを進める必要があります。 
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第３章 計画の基本的考え方 

１ 計画の基本理念 

 

 

 

 

 

子ども（若者を含む）は未来を担う、かけがえのない存在です。子どもを育てる親、子育て・

教育関連従事者、地域、企業・団体、行政等の誰もが子どもを育み、子どもの成長に喜びや生き

がいを感じ、自らも成長していくことを目指すため、計画の基本理念を定め、中央区らしいこど

もまんなかのまちづくりを進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

  

中央区基本計画２０２３（抜粋） 
 

基本施策１ すべての人々が健康で安心して暮らせるまち 
１－１ ライフステージに応じた健康づくり【健康分野】 

基本施策２ 誰もがいきいきと笑顔で暮らせるまち 
２－１ 子どもが健やかに育つ地域づくり【子育て支援分野】 
２－２ 障害者が地域で自立し、充実した生活を送ることができる環境づくり【障害者福祉分野】 

基本施策３ 互いに尊重しあって心豊かに暮らせるまち 
３－１ 多様性を認め合う社会の構築【共生社会・男女共同参画分野】 
３－２ すべての人の尊厳が守られる社会の推進【権利擁護・生活支援分野】 

基本施策８ 豊かな学びにあふれ健やかな体を育むまち 
８－１ 子どもたちの可能性が開花する教育の推進【学校教育分野】 
８－２ 希望に満ち、次代を担う子どもの育成【家庭教育への支援・青少年健全育成分野】 

８－３ 生涯にわたり学び喜びを分かち合える学習活動の推進【生涯学習分野】 
８－４ スポーツの楽しさが広がる環境づくり【スポーツ分野】 

中央区基本構想 輝く未来へ橋をかける ― 人が集まる粋なまち 
 
１ 「中央区スタイル」を確立し、世界に輝く東京を創造 
２ 歴史と伝統を継承し、多彩な魅力があふれる美しいまちを形成 
３ 誰もがあこがれ、住みたい・働きたい都心の実現 
４ 未来を切り拓く力を育む「創造の場」の構築 
５ 多様な絆が融合した「プロアクティブ・コミュニティ」の確立 
 
１ 一人一人の生き方が大切にされた安心できるまちを目指して 
２ 快適で安全な生活を送るための都市環境が整備されたまちを目指して 
３ 輝く個性とにぎわいが躍動を生み出すまちを目指して 

 

基本的な 

方向性 

施策の 

みちすじ 

中央区保健医療福祉計画２０２０ 
 
みんなが支えあい、自分らしく暮らせるまち・中央区 
 
１ 住み慣れた地域で、健康で安心して暮らせるまちを目指します。 
２ 誰もが生きがいや役割をもって活躍できるまちを目指します。 
３ 地域のつながりを深め、孤立のないまちを目指します。 
４ お互いの違いを認めあい、差別や偏見のないまちを目指します。 
５ 保健医療福祉等必要なサービスが切れ目なく提供されるまちを目指します。 

基本目標 

基本理念 

 
子どもも育む人も誰もが笑顔輝き、 

自分らしく成長できるまち 中央区 
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２ 計画策定の視点 

 

 

 

 

新たな計画策定の視点として、次の３つの視点のもとで、中央区らしい子どもまんなか社会の

実現を目指します。 

 

（１）すべての子どもの健やかな成長とウェルビーイングの向上 

子ども施策の基本は、すべての子どもが、人格と個性を尊重しあい、健やかに成長し、社会と

の関わりを自覚しながら、自分らしく尊厳をもって社会生活を営むことができるよう、その成長

を社会が支えつつ、伴走していくことです。 

そのためには、妊娠前から妊娠・出産、乳幼児期、学童期、思春期、青年期の各段階で、保健

医療、療育、福祉、教育が切れ目なく提供されること、子どもの権利が尊重され、安全で安心し

て過ごせる居場所を持ちながら、社会を生き抜く力を得る機会を通じて、意欲や自己肯定感を高

め、地域社会づくりに参画していくことが重要です。本計画では、すべての子どもの健やかな成

長とウェルビーイングの向上のために、その成長と活動を応援し、意欲や元気で明るく育つ環境

づくりを進めます。 

 

（２）誰一人取り残されることのない、切れ目ない包括的支援 

「誰一人取り残さない」は、「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ（SDGs）」の根底を

流れる基本的な理念の一つです。SDGs は「中央区基本計画 2023」の施策の方向性とも軌を一に

していることから、本計画においても調和を図り、子どもや家庭が抱える多様で複合的な課題に

対し、制度・分野の縦割りや支え手・受け手といった関係を越えた「つながり」を構築し、切れ

目なく包括的に支援していく体制づくりや取組を進めます。 

 

（３）中央区らしい、子どもまんなかまちづくりを進める 

「こどもまんなか社会」の実現に向けては、常に子どもや若者、子育て当事者等の視点に立ち、

子ども・子育て部門とまちづくり部門をはじめとした関係部門とが連携し、安心・快適に日常生

活を送ることができるよう、各種施策を実施し、点検・見直しを進めていく必要があります。 

子どもや若者、子育て当事者等の意見を取り入れながら、子育てにやさしい住まいや保育・

教育施設、歩行空間をはじめ、子どもが安全・快適に遊べる公園や水辺環境、親同士・地域住民

との交流機会を生み出す空間の創出など、子どもと子育て当事者等の生活環境を整備し、生活空

間・交流空間の整備・充実を進めることで、誰もが愛着を持てる、子どもまんなかのまちづくり

を進めていきます。 

  

 

 

「こどもまんなか社会」とは、全てのこども・若者が、生涯にわたる人格形成の基礎を築

き、自立した個人としてひとしく健やかに成長することができ、心身の状況、置かれてい

る環境等にかかわらず、ひとしくその権利の擁護が図られ、身体的・精神的・社会的に将

来にわたって幸せな状態（ウェルビーイング）な生活を送ることができる社会です。 
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３ 計画の方向性 

計画の方向性としては、新たに次の５点を定め、子ども・子育て施策を展開していきます。 

 

方向性１ 子どもの成長と活動を応援します 

子どもが権利の主体として多様な人格・個性として尊重されるとともに、子どもが互いの人権

を尊重し、豊かな心を育んでいけるよう、子どもの権利の啓発による意識の醸成や理解の促進を

図ります。あわせて、相談体制の充実や地域・社会への参加・参画の機会、自己実現の場と体験

機会の提供などの取組を進めることで、子どもの成長と活動を応援していきます。 

【基本施策】  １ 子どもの権利の意識の醸成と理解の促進 

２ 子どもに対する相談体制の充実 

３ 子どもの地域・社会への参加・参画の機会の充実 

４ 教育内容の充実 

５ 自己実現の場と体験機会の提供 

 

方向性２ 子どもが元気に明るく育つ環境をつくります 

妊娠前から妊娠・出産、乳幼児期、学童期、思春期、青年期のすべてのライフステージを通し

て、縦断的に切れ目のない支援ができるよう、母子保健分野と子育て支援分野が連携し、地域で

の多様な子育て支援サービス、相談体制と情報提供のさらなる充実を図るとともに、教育・保育

環境の整備と質の向上と子どもの居場所づくりに取り組みます。 

【基本施策】  １ 子育てに関する相談・情報提供の充実 

２ 妊娠期から出産・子育て期の切れ目ない伴走型支援 

３ 教育・保育環境の整備 

４ 教育・保育の質の向上 

５ 多様な子育て支援サービスの提供 

６ 子どもの居場所づくり 

 

方向性３ 特に配慮を必要とする子どもと家庭を支援します 

子ども・若者が心身ともに健やかに成長できるよう、関係機関が連携し、児童虐待の防止と総

合的な支援、子どもの貧困と格差の解消、ひとり親家庭やヤングケアラー等の配慮が必要な家庭

への支援に取り組み、すべての子ども・若者が幸せな状態で成長できるようにします。 

【基本施策】  １ 育ちに支援を必要とする子どもへの支援 

２ 児童虐待の未然防止と切れ目のない総合的支援 

３ 子どもの貧困の解消に向けた支援 

４ ひとり親家庭の自立支援 

５ ヤングケアラーへの支援 
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方向性４ 若者が成長・活躍できる環境をつくります 

若者が地域のなかで成長・自立し、他者と連携・協働しながら社会を生き抜き、活躍していけ

るよう、地域での交流や活動の中で力を発揮し、ライフデザインを描き、自己決定ができるため

のさまざまな情報提供や環境づくりを進めます。 

あわせて、生きづらさを抱える若者のための相談体制の充実や生活支援、就労支援、雇用など

の経済的基盤の安定のための取組を進めます。 

【基本施策】  １ 若者が地域で力を発揮できる環境づくり 

２ 生きづらさを抱えた若者の支援 

３ 若者がライフデザインを描くための支援 

 

方向性５ 地域・社会全体で子ども・若者を育む力を高めます 

家庭はすべての教育の出発点であり、重要な役割を担っていることから、各家庭の自主性を尊

重しながら、家庭・地域・学校・関係機関が連携し、親が子どもと真剣に向き合い子どもを健や

かに育む「親力」を高めていく必要があります。 

そのため、家庭教育の充実や地域での子ども・子育て支援を通して、地域・社会の連携・協働

による、子どもの育ちや子育てを支援していきます。また、子ども・若者を事故やさまざまな犯

罪から守るための安全対策等を講じ、子ども・若者にやさしいまちづくりを進めます。さらに、

仕事と生活の調和の実現に向け、ワーク・ライフ・バランスに関する取組を継続し、家庭や職場、

地域、社会全体での理解を促進します。 

【基本施策】  １ 地域における子育て支援 

２ 子どもを守る安全なまちづくり 

３ ワーク・ライフ・バランスの推進 
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４ 計画の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【基本理念】        【方向性】         【基本施策】                               【重点事業】 

子
ど
も
も
育
む
人
も
誰
も
が
笑
顔
輝
き
、
自
分
ら
し
く
成
長
で
き
る
ま
ち
中
央
区 

【計画策定 

 の視点】 

す
べ
て
の
子
ど
も
の 

ウ
ェ
ル
ビ
ー
イ
ン
グ
を
向
上
す
る 

誰
一
人
取
り
残
さ
れ
る
こ
と
の
な
い
、

切
れ
目
な
い
包
括
的
支
援 

中
央
区
ら
し
い
、 

子
ど
も
ま
ん
な
か
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
る 

方向性１ 

子どもの 

成長と活動を 

応援します 

１ 子どもの権利の意識の醸成と理解の促進 ◆主権者教育 ◆人権教育 ◆主権者教育 ◆人権教育 

２ 子どもに対する相談体制の充実 ◆子どもと子育て家庭の総合相談 ◆教育相談  ◆子どもと子育て家庭の総合相談 ◆教育相談  

３ 子どもの地域・社会への参加・参画の機会の充実 ◆少年リーダー養成研修会 ◆スポーツ少年団 ◆少年リーダー養成研修会 ◆スポーツ少年団 

４ 教育内容の充実 ◆個性や能力を伸ばす教育の推進 ◆豊かな心、温かな人間関係を育む教育の推進 ◆健康な体づくりの推進 ◆個性や能力を伸ばす教育の推進 ◆豊かな心、温かな人間関係を育む教育の推進 ◆健康な体づくりの推進 

５ 自己実現の場と体験機会の提供 ◆文化のリレーの実施 ◆文化のリレーの実施 

方向性２ 

子どもが元気に 

明るく育つ 

環境をつくります 

１ 子育てに関する相談・情報提供の充実 
◆【地】利用者支援事業 ◆【地】乳児家庭全戸訪問事業（新生児等訪問指導） ◆こども家庭センターの設置 

◆ふくしの総合相談窓口 

◆【地】利用者支援事業 ◆【地】乳児家庭全戸訪問事業（新生児等訪問指導） ◆ふくしの総合相談窓口 

２ 妊娠期から出産・子育て期の切れ目ない伴走型支援 
◆【地】出産・子育て応援事業 ◆バースデーサポート ◆【地】妊婦健康診査 ◆子ども子育て応援ネットワーク 

◆【地】産後ケア事業 

◆【地】出産・子育て応援事業 ◆バースデーサポート ◆【地】妊婦健康診査 ◆子ども子育て応援ネットワーク 

◆【地】産後ケア事業 

３ 教育・保育環境の整備 ◆保育環境の整備 ◆【地】幼稚園預かり保育 ◆【地】保育環境の整備 ◆【地】幼稚園預かり保育 

４ 教育・保育の質の向上 ◆保育園巡回支援・指導検査 ◆保育士への支援 ◆保幼小の連携 ◆保育園巡回支援・指導検査 ◆保育士への支援 ◆保幼小の連携 

５ 多様な子育て支援サービスの提供 

◆【地】時間外保育事業（延長保育事業） ◆【地】子育て交流サロン「あかちゃん天国」  

◆【地】一時預かり保育、【地】トワイライトステイ、【地】ファミリー・サポート・センター事業  

◆【地】病児・病後児保育事業 ◆【地】子どもショートステイ 

◆【地】時間外保育事業（延長保育事業） ◆【地】子育て交流サロン「あかちゃん天国」  

◆【地】一時預かり保育、【地】トワイライトステイ、【地】ファミリー・サポート・センター事業  

◆【地】病児・病後児保育事業 ◆【地】子どもショートステイ 

６ 子どもの居場所づくり ◆【地】子どもの居場所づくり ◆校庭を活用した自転車およびキャッチボール空間の確保 ◆【地】子どもの居場所づくり ◆校庭を活用した自転車およびキャッチボール空間の確保 

方向性３ 

特に配慮を 

必要とする 

子どもと家庭を 

支援します 

１ 育ちに支援を必要とする子どもへの支援 ◆育ちのサポートシステム ◆障害児支援事業 ◆特別支援教育の充実 ◆適応教室「わくわく 21」 ◆育ちのサポートシステム ◆障害児支援事業 ◆特別支援教育の充実 ◆適応教室「わくわく 21」 

２ 児童虐待の未然防止と切れ目のない総合的支援 ◆【地】養育支援訪問事業 ◆【地】中央区要保護児童対策地域協議会・児童虐待情報専用電話「子どもほっとライン」 ◆【地】養育支援訪問事業 ◆【地】中央区要保護児童対策地域協議会・児童虐待情報専用電話「子どもほっとライン」 

３ 子どもの貧困の解消に向けた支援 ◆子どもの学習・生活支援事業 ◆ひとり親家庭休養ホーム事業 ◆【地】実費徴収に係る補足給付を行う事業 ◆子どもの学習・生活支援事業 ◆ひとり親家庭休養ホーム事業 ◆【地】実費徴収に係る補足給付を行う事業 

４ ひとり親家庭の自立支援 ◆ひとり親家庭相談及び女性相談 ◆子どもの学習・生活支援事業【再掲】 ◆養育費確保支援事業 ◆ひとり親家庭相談及び女性相談 ◆子どもの学習・生活支援事業【再掲】 ◆養育費確保支援事業 

５ ヤングケアラーへの支援 ◆子どもと子育て家庭の総合相談【再掲】 ◆ふくしの総合相談窓口【再掲】 ◆子どもと子育て家庭の総合相談【再掲】 ◆ふくしの総合相談窓口【再掲】 

方向性４ 

若者が成長・活躍 

できる環境を 

つくります 

１ 若者が地域で力を発揮できる環境づくり ◆青年リーダーの育成 ◆青年リーダーの育成 

２ 生きづらさを抱えた若者の支援 ◆うつ病、自殺予防に関する啓発・周知 ◆ゲートキーパーの養成 ◆ふくしの総合相談窓口【再掲】 ◆SNS 相談 ◆うつ病、自殺予防に関する啓発・周知 ◆ゲートキーパーの養成 ◆ふくしの総合相談窓口【再掲】 ◆SNS 相談 

３ 若者がライフデザインを描くための支援 ◆キャリア教育 ◆青年リーダーの育成【再掲】 ◆スポーツ指導者養成セミナー  ◆キャリア教育 ◆青年リーダーの育成【再掲】 ◆スポーツ指導者養成セミナー  

方向性５ 

地域・社会全体で 

子ども・若者を 

育む力を高めます 

１ 地域における子育て支援 ◆地域家庭教育推進協議会の活動支援 ◆地域活動拠点 ◆地域家庭教育推進協議会の活動支援 ◆地域活動拠点 

２ 子どもを守る安全なまちづくり ◆通学路等の安全確保 ◆情報モラル教育の推進 ◆若年者への消費者教育及び情報提供 ◆通学路等の安全確保 ◆情報モラル教育の推進 ◆若年者への消費者教育及び情報提供 

３ ワーク・ライフ・バランスの推進 ◆ワーク・ライフ・バランス推進企業の認定 ◆ワーク・ライフ・バランス推進企業の認定 

 

※【地】は地域子ども・子育て支援事業 
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第４章 方向性ごとの取組内容 
 

「第４章 方向性ごとの取組内容」を読むにあたっての留意事項 
 

第４章では、前章で示した５つの「方向性」に対する「基本施策」ごとの取組内容等を記載し

ています。 

本計画では、目標達成に向けた進捗状況を測るため、５つの「方向性」に対し、それぞれ【目

標達成の目安となる指標(KPI)】を設定し、指標の現状値と目標値を示しています。 
  

 

【目標達成の目安となる指標(KPI)】記載例 

指標 現状値 目標値 

自分のことが好きだと思う子どもの

割合（※１） 

【子どもへのアンケート】 

小学生：63.9％ 

中学生：58.2％ 

高校生世代：62.9％ 

（令和６（2024）年度） 

小学生：70.0％以上 

中学生：70.0％以上 

高校生世代：70.0％以上 

（令和 10（2028）年度） 

   
次に「方向性」を実現するための合計 22 の「基本施策」では、それぞれ【現況と課題】を整

理し、【取組の方向性】を掲げ、その方向性の実現に向けて実施する事業を【重点事業・主な事

業等】として示しています。 

【重点事業】については、下記記載例のように、事業ごとに「最終年度（令和 11 年度）目標」

を設定して、その達成状況を点検していきます。また、それぞれの「基本施策」に関連する事業

を【主な事業等】として掲載しています。 

【重点事業】や【主な事業等】を推進していくことで、基本施策ごとの【取組の方向性】の実

現、さらに「方向性」ごとの【目標達成の目安となる指標(KPI)】の目標値の達成を目指します。 
 

 

【重点事業・主な事業等】記載例 
 

重点事業 

事業名 事業内容 

主権者教育 
よりよい社会の実現に向け、国家・社会の形成に主体的に参画しようとする力

を育成する教育を推進しています。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

指導室 

・主体的に考え、行動するための取組

の推進 

・小学校社会科および中学校社会科公

民的分野における主権者教育の実施 

・中学校における生徒会役員選挙の実施 

・中学校における職場体験学習の実施 

・子どもたちが政治や行政の仕組みを

学び、主体的に考え、行動するための

取組を通して、社会参画への意識を高

める取組を充実させます。 

 

主な事業等 

事業名 事業内容 担当課 

人権教育推進委員会 

「人権教育推進委員会 」を設置し、学校・幼稚園・地域の実態

に即して人権教育推進上の課題を議論するとともに、教育内

容・方法の充実を図るための研究・協議を行っています。 

指導室 

指標の現状値 

 

指標の目標値 

事業ごとの 
目標 
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      子どもの成長と活動を応援します 
 

子どもが権利の主体として多様な人格・個性として尊重されるとともに、子どもが互いの人権

を尊重し、豊かな心を育んでいけるよう、子どもの権利の啓発による意識の醸成や理解の促進を

図ります。あわせて、相談体制の充実や地域・社会への参加・参画の機会、自己実現の場と体験

機会の提供などの取組を進めることで、子どもの成長と活動を応援していきます。 

【目標達成の目安となる指標(KPI)】 

指標 現状値 目標値 

自分のことが好きだと思う子どもの

割合（※１） 

【子どもへのアンケート】 

小学生：63.9％ 

中学生：58.2％ 

高校生世代：62.9％ 

（令和６（2024）年度） 

小学生：70.0％以上 

中学生：70.0％以上 

高校生世代：70.0％以上 

（令和 10（2028）年度） 

子どもの権利を知らない子どもの割合 

【子どもへのアンケート】 

小学生：15.1％ 

中学生：35.1％ 

高校生世代：26.5％ 

（令和６（2024）年度） 

小学生：12.0％以下 

中学生：12.0％以下 

高校生世代：12.0％以下 

（令和 10（2028）年度） 

困っていることや悩んでいることが

あるときに話を聞いてくれる人がい

る子どもの割合（※２） 

【子どもへのアンケート】 

小学生：78.9％ 

中学生：76.9％ 

高校生世代：75.5％ 

（令和６（2024）年度） 

小学生：87.0％以上 

中学生：85.0％以上 

高校生世代：83.0％以上 

（令和 10（2028）年度） 

地域のお祭りやイベントなどに行く

のが好きな子どもの割合 

【子どもへのアンケート】 

小学生：58.5％ 

中学生：59.0％ 

高校生世代：59.7％ 

（令和６（2024）年度） 

小学生：64.0％以上 

中学生：65.0％以上 

高校生世代：66.0％以上 

（令和 10（2028）年度） 

※１ こども大綱上の数値目標：「「今の自分が好きだ」と思うこども・若者の割合（自己肯定感の高さ）」 

＜目標値:70％＞ 

※２ こども大綱上の数値目標：「「どこかに助けてくれる人がいる」と思うこども・若者の割合」 

＜目標値:97.1％＞ 

【基本施策】 

1 子どもの権利の意識の醸成と理解の促進 

2 子どもに対する相談体制の充実 

3 子どもの地域・社会への参加・参画の機会の充実 

4 教育内容の充実 

5 自己実現の場と体験機会の提供 

 

 方向性１ 
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方向性１ 基本施策１ 子どもの権利の意識の醸成と理解の促進 

【現況と課題】 

「こども大綱」では、『常にこどもや若者の最善の利益を第一に考え、こども・若者・子育て

支援に関する取組・政策を我が国社会の真ん中に据えています。また、こどもや若者を権利の主

体として認識し、こどもや若者の視点で、こどもや若者を取り巻くあらゆる環境を視野に入れな

がら、こどもや若者の権利を保障し、誰一人取り残さず、健やかな成長を社会全体で後押しする

ことにより、「こどもまんなか社会」を実現していくことが重要です。 

子ども自らが権利の主体としての認識を高めていくためには、まず自分自身が大切な存在で

あると実感できるような自尊心と自己肯定感を育成するとともに、他者も大切な存在であるこ

とを理解し、共感力を高め、慈愛の精神を育むことが大切です。こうしたことから、本区では、

小学校、中学校において、偏見や差別をなくし、人権尊重の精神を培い、子どもたちが互いの多

様性を認め合う教育を推進しています。 

また、「子どもへのアンケート」の結果では、子どもの権利について《知っている》（「学校

の授業で知った」、「家族や友達から知った」、「テレビやインターネットで知った」の合計）

の割合は、小学生が 84.3%（その他を含む）、中学生が 58.2%、高校生世代調査では 70.9%とな

っています。また、子どもの権利として大切だと思うことは、小学生、中学生、高校生世代とも

に④「安心して生きること」が最も多くなっています（Ｐ21・22 参照）。 

本区の実情に即した、子どもまんなかのまちづくりを進めるためには、子どもや若者が権利の

主体として認識され、権利を保障される必要があり、福祉部門をはじめ教育委員会や学校のほか、

家庭や PTA など、地域社会全体で子どもの権利に対する理解を深めていく必要があります。 

 

【取組の方向性】 

●子どもが権利の主体として多様な人格・個性として尊重され、自己肯定感が高まるよう、主

権者教育や人権教育等を通じて、「子どもの権利」に対する意識の醸成を図ります。 

●「子どもの権利」が保障され、子どもたちが地域で安心して自分らしく過ごせるよう、子ど

もの育ちにかかわる地域社会全体に対し、さまざまな機会を捉えて人権に関する普及・啓発

を行い、子どもの権利の理解の促進を図ります。 
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【重点事業・主な事業等】 

重点事業 

事業名 事業内容 

主権者教育 
よりよい社会の実現に向け、国家・社会の形成に主体的に参画しようとする力を

育成する教育を推進しています。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

指導室 

・発達段階に応じて、子ども自らが主体

的に考え、行動するための取組を推進 

・小学校社会科および中学校社会科公

民的分野における主権者教育の実施 

・中学校における生徒会役員選挙の実施 

・中学校における職場体験学習の実施 

子どもたちが社会の中で自立し、他者

と連携・協働しながら地域の課題解決

を主体的に担う社会の一員となれるよ

う主権者教育を推進します。 

 

事業名 事業内容 

人権教育 
人権教育全体計画および年間指導計画に基づき、差別や偏見をなくし、人権尊重

の精神を培い、子どもたちがお互いの多様性を認め合う教育を推進しています。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

指導室 

・教育活動全体を通じた人権教育の推進 

・人権教育巡回研修会の実施 

・人権教育推進委員会の設置 

 

・保護者、地域等と連携した人権教育を

充実させます。 

・人権教育講座を開設し、教員の人権感

覚を磨くとともに、都の人権教育プログ

ラムを基に適宜、人権教育全体計画およ

び年間計画を見直します。 

・人権教育推進委員会の研究を踏まえ、

子どもたち、教職員の人権意識の向上を

図ります。 

 

 

主な事業等 

事業名 事業内容 担当課 

人権教育推進委員会 

「人権教育推進委員会 」を設置し、学校・幼稚園・地域の実態に

即して人権教育推進上の課題を議論するとともに、教育内容・方

法の充実を図るための研究・協議を行っています。 

指導室 

区内保育施設職員

向けの研修等の実

施 

巡回指導や指導検査を通じて、子どもの人権擁護や虐待防止の取

組を確認するとともに、不適切保育の防止に向けて、「子どもの

人権を守る保育」等をテーマとした園長向け研修を実施していま

す。 

保育課 

人権に関する周知・

啓発 

人権に対する理解の普及を図るため、区広報紙による周知や、人

権擁護委員などによる街頭啓発を実施しています。 
広報課 
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「子どもの権利条約」とは 

「子どもの権利条約」は、子どもの基本的人権を国際的に保障するために、平成元(1989)

年に定められた条約です。18 歳未満の児童（子ども）を、権利をもつ主体として位置づけ、

おとなと同様、ひとりの人間としての人権を認めています。同時に、成長する過程におけ

る子どもならではの権利も定めています。「子どもの権利条約」では、子どもの権利を尊

重し、実践していく上で大切な「４つの原則」を示しています。また、同条約の 18条では、

子どもを育てる責任は、まずその親（保護者）にあり、国はその手助けをするとしていま

す。「こども基本法」は、これらの精神にのっとり、こども施策の基本理念のほか、こど

も大綱の策定やこども等の意見の反映などについて定めています。 

【子どもの権利条約の「４つの原則」（出典:公益財団法人日本ユニセフ協会）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コラム 

差別の禁止（差別のないこと） 

すべての子どもは、子ども自身や親の人種や国籍、性、意見、障
がい、経済状況などどんな理由でも差別されず、すべての権利
が保障されます。 

 

 

子どもの最善の利益（子どもにとって最もよいこと） 

子どもに関することが決められ、行われる時は、「その子どもに
とって最もよいことは何か」を第一に考えます。 

生命、生存及び発達に対する権利（命を守られ成長できること） 

すべての子どもの命が守られ、もって生まれた能力を十分に伸
ばして成長できるよう、医療、教育、生活への支援などを受け
ることが保障されます。 

子どもの意見の尊重（子どもが意味のある参加ができること） 
子どもは自分に関係のある事柄について自由に意見を表すこ
とができ、おとなはその意見を子どもの発達に応じて十分に考
慮します。 
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方向性１ 基本施策２ 子どもに対する相談体制の充実 

【現況と課題】 

本区では、子どもからの相談を受ける場として、子ども家庭支援センターにおける子どもと子

育て家庭の総合相談、教育センターによる教育相談を設けています。 

また、各幼稚園・小学校に対しては、スクールカウンセラーを定期的に派遣するほか、各中学

校には心の教室相談員を配置し、児童・生徒が悩み等を気軽に相談できる環境を整えるとともに、

スクールカウンセラーによる全員面接を行うなど、ＳＯＳの出し方や相談方法に関する教育の

充実を図っています。スクールカウンセラーの需要が高い中学校については、派遣回数を増やす

などの対応をしています。 

教育委員会に対する学校からの報告では、いじめ防止に向けた取組については、いじめ問題対

策委員会等で対策を検討しております。近年、SNS 等を介したいじめが増えている状況ですこう

したことから、いじめは人間の尊厳を傷つける重大な人権侵害であり、決して許されないとの認

識に立って行動できる力を身に付ける教育を推進することが重要です。 

「子どもへのアンケート」の結果では、困っていることや悩んでいることがあるときに話を聞

いてくれる人の有無について、「いない」と回答する人が数％であるがおり、「誰にも話さない、

話したくない」は、小学生、中学生、高校生世代いずれも１割以上となっています（Ｐ24 参照）。

あわせて、困っていることや悩みごとがあるときに話を聞いてくれる人が「いる」と回答した人

に、それは誰なのかたずねたところ、いずれの対象でも②「お母さん」が最も高く、⑥「友達」

が続いています。また、⑦「学校の先生」もいずれの対象でも３割を超えており、小学生、中学

生では、⑧「学校のスクールカウンセラー」も１割を超えています（Ｐ25 参照）。 

加えて、いじめられたことがあると回答した割合は小学生で 17.4％、中学生で 18.0％、高校

生世代で 11.3％となっています（Ｐ26・27 参照）。 

このことから、話を聞いてくれる人がいない人、誰にも話さない、話したくない人が、家庭、

学校以外の身近な場で気軽に相談できる環境づくりが必要となっています。また、子どもにかか

わる多様な施設・機関、地域関係者が連携し、地域における子どもへの見守りを一層推進してい

く必要があります。 

【取組の方向性】 

●すべての子どもが身近な場所で気軽に相談できるよう、相談しやすい環境の整備と一層の

周知に取り組みます。 

●子どもにかかわる多様な施設・機関、地域関係者が連携し、地域における子どもへの見守り

を一層推進します。 
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【重点事業・主な事業等】 
重点事業 

事業名 事業内容 

子どもと子育て家

庭の総合相談 

子ども家庭支援センター「きらら中央」において、保健･心理･福祉などの

相談員による「子どもと子育て家庭の総合相談」を実施し、個別に適切な支

援を行います。 

また、悩みや問題をより身近なところで相談できるように、地域の児童館

等への巡回相談を実施しています。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

子ども家庭支援センター 

＜新規相談件数＞  

虐待など養護相談：781 件  

育児など育成相談：192 件  

その他：38 件  

合計：1,011 件  

＜児童館等巡回相談＞  

児童館等：９カ所  

巡回相談延べ：107 回  

相談件数：215 件  

子どもと子育て家庭を支援するため、

子ども家庭支援センターが中心となり

関係機関との連携を図りながら迅速な

支援を実施していきます。  

 

事業名 事業内容 

教育相談 

「教育センター」において、専任教育相談員（臨床心理士）による、不登校や

発達の課題等の教育全般に関する相談を実施します。 

このほか、小学校、幼稚園等へ専任教育相談員をスクールカウンセラーとして

派遣し、教育全般に関する相談を行います。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

教育センター 

【教育相談】 

＜来所相談＞  

ケース件数：344 件 

延べ件数：3,264 件 

＜電話相談＞ 

相談件数：76 件 

幼児・児童・生徒を取り巻くさまざまな

問題が見られることから、引き続き子

どもに寄り添う体制を構築します。 

 

主な事業等 

事業名 事業内容 担当課 

子ども相談フォーム 

よりきめ細かく小・中学生の悩みや不安を相談につなげられるよ

う、Web フォームを活用した「中央区子ども相談フォーム」を運

用しています。   

指導室 

スクールカウンセ

ラーの派遣 

不登校、いじめ、その他児童・生徒の問題行動等の改善に資す

るため、全小学校及び全中学校に、臨床心理士等の資格を持つス

クールカウンセラーを週１回配置しています。 

また、小学校第５学年及び中学校第１学年の全児童・生徒に対

して面接を行っています。 

教育センター 

心の教室相談員 
生徒の悩みを聴き、友達関係などの相談に乗る「心の教室相談

員」を区独自に全中学校に週２、３回配置しています。 
教育センター 

メンタルサポーター

派遣 

不登校またはその傾向にある児童・生徒のほか、心理的な問題

を抱え何らかのケアが必要と認められる児童・生徒に対して、メ

ンタルサポーターを派遣しています。 

教育センター 
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子どもの相談先 ～ひとりで悩まないで～ 

本区には、子どもの相談先として次の場所があります。また、東京都でも相談窓口を設

けています。自分のことや家族、友達のことなど、困ったとき、話を聞いてほしいときは、

ひとりで悩まず、次の相談先に連絡してください。 

子どもと子育て家庭の

総合相談 

（中央区立子ども家庭支援センター） 

連絡先:03-3534-2255 ※オンライン相談も可能（要予約） 

月～日曜日、午前９時～午後５時（祝日・年末年始を除く） 

【URL】https://logoform.jp/form/CxKB/364806 

電話相談 

（中央区立教育センター） 

連絡先:03-3545-9203 

（月～土曜日、午前９時～午後５時） 

【URL】https://www.city.chuo.lg.jp/a0051/kosodate/sodan/kyoikusodan.html 

子ども相談フォーム 

（指導室） 

Web フォームによる発信 

学習者用タブレットのデスクトップフォルダ「★中央区より★」 

の「中央区子ども相談フォーム」からアクセスできます。 

「ブーケ 21」SNS 相談

『ココロ晴れる家』 

リモート相談員によるチャット相談 

月～土曜日、午後７時～午後９時（年末年始除く） 

【URL】https://hareruya.sodan.chat/ 

東京都こども・子育てお

悩み相談室 

子供と子育て世代が、潜在的に抱えている悩みの解決に役立 

つサイトを公開しています。また、サイト内から各相談窓口 

へアクセスすることも可能です。 

【URL】https://kodomo-smile.metro.tokyo.lg.jp/st/soudan/index.html 

事業名 事業内容 担当課 

スクールソーシャ

ルワーカーの派遣 

不登校、虐待、いじめなど、生活指導上の課題に対応するため、

社会福祉士の資格を有し、専門的な知識や技術を用いて問題を抱

える児童・生徒や家庭を支援するスクールソーシャルワーカーを

全小中学校に派遣しています。 

学校および関係機関との積極的な連携により、いじめや不登校

などの問題の早期発見を図るとともに、保護者や教員への支援・

情報提供を行っています。 

教育センター 

いじめ問題への取組 

「中央区いじめ防止基本方針」に基づき、教育委員会および各

学校は、未然防止・早期発見・早期対応など具体的な取組を実施

するとともに、「中央区いじめ問題対策連絡協議会」を設置し、

教育委員会や学校、地域、関係機関が連携し、いじめを生まない

学校づくりに取り組んでいます。 

また、こうした取組状況を検証するとともに、いじめの防止な

どのための対策を実効的に行うため、学識経験者や弁護士などの

専門家による「中央区いじめ問題対策委員会」を設置しています。 

教育センター 

相談カードの配布  

ヤングケアラーなど家庭のことで悩んでいる児童・生徒が関係機

関に相談できるよう、小学３年生から中学３年生までの児童にわ

かりやすい相談カードを作成し、配布しています。  

子ども家庭 

支援センター 

SNS 相談 
年齢・性別を問わず誰でも気軽に相談できるよう、SNS を活用し

たチャット相談を令和６年度から実施しています。 
総務課 

コラム 

https://logoform.jp/form/CxKB/364806
https://www.city.chuo.lg.jp/a0051/kosodate/sodan/kyoikusodan.html
https://hareruya.sodan.chat/
https://kodomo-smile.metro.tokyo.lg.jp/st/soudan/index.html
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方向性１ 基本施策３ 子どもの地域・社会への参加・参画の機会の充実 

【現況と課題】 

本区では、青少年が将来、地域活動に参加し、活躍するためのきっかけづくりとなるよう、野

外活動やレクリエーション等の集団行動を通して、自主性や社会性を身に付けるための研修会

等を実施しています。また、異なる年齢・地域の子どもが互いに触れ合い、知り合うことができ

るよう、スポーツ少年団の活動など、さまざまな文化・スポーツ活動などに共に参加できる場を

提供しています。 

「子どもへのアンケート」の結果では、地域のお祭りやイベントなどに行くのが好きな子ども

の割合は、小学生、中学生、高校生世代いずれも６割弱となっています。 

地域のお祭りやイベントなどに行くのが好きだ（盆踊り、ハロウィンなど）（全体） 

【子どもへのアンケート（再掲）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、「子育て支援に関するニーズ調査」の結果では、地域の行事や組織への参加状況・参

加意向をみると、参加している割合は地域伝統行事等（祭り等）で４～５割台、町会・自治会

主催の子ども向けイベントで２～３割台となっており、参加意向はあるものの参加していない

方が多くいることもわかります。 

地域の行事や組織への参加状況・参加意向（全体） 

【子育て支援に関するニーズ調査・就学前児童保護者】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

参加している

28.1 

5.8 

46.5 

3.9 

0.7 

参加していないが、

今後参加したい

51.6 

35.3 

38.3 

49.0 

38.6 

参加していなく、

今後も参加しない

18.9 

57.3 

14.0 

45.5 

58.9 

無回答

1.3 

1.6 

1.2 

1.6 

1.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(N=2,384)

① 町会・自治会主催の子ども向けイベント

（バスハイク、クリスマス会、お餅つき等）

② 地域で活動するサークル

（子育てサークル等）

③ 地域伝統行事（祭り等）

④ 地域のスポーツ少年団

⑤ 社会奉仕活動団体

（ボーイスカウト等）

とても

そう思う

37.0

33.6

27.2

そう思う

21.5

25.4

32.5

どちらとも

いえない

15.0

22.4

21.9

あまりそう

思わない

12.6

8.2

7.9

そう思わない

12.6

8.2

8.6

無回答

1.2

2.2

2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

小学生調査(N=413)

中学生調査(N=134)

高校生世代調査(N=151)

※資料:令和６年度（仮称）中央区こども計画策定に向けた子どもへのアンケート調査結果 

 

※資料:令和５年度子育て支援に関するニーズ調査結果（就学前児童保護者対象調査より） 
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地域の行事や組織への参加状況・参加意向（全体） 

【子育て支援に関するニーズ調査・小学校児童保護者】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子どもがさまざまな地域活動や社会活動に興味を持ち、参加・参画することで、自主性や社

会性を身に付けるとともに、仲間づくりのきっかけ等につながるよう、引き続き情報発信して

いくことが重要です。 

 

【取組の方向性】 

●引き続き、研修会等の地域・社会活動への参加・参画のきっかけとなる機会を提供すととも

に、区ホームページや SNS 等のさまざまな手段や機会を捉えて、子どもや保護者への情報発

信を行います。 

 

【重点事業・主な事業等】 

重点事業 

事業名 事業内容 

少年リーダー養成

研修会 

小・中学生が将来、地域活動に参加して活躍するためのきっかけづくりとして、

青少年委員が中心となり、野外活動、レクリエーション、集団生活などを行う研

修会を実施しています。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

文化・生涯学習課 

＜少年リーダーの養成＞ 

少年リーダー養成研修会参加者：60 人 

（定員 96 人） 

定員の９割を超える参加者数を目指し

ます。また、将来に渡り活動できる場と

機会の拡大を図るために組織された少

年リーダー養成研修会 OBOG への加入

を促していきます。 

  

参加している

38.8 

3.2 

52.4 

18.6 

4.1 

参加していないが、

今後参加したい

32.6 

17.8 

30.1 

24.2 

20.9 

参加していなく、

今後も参加しない

27.7 

77.4 

16.7 

56.1 

73.5 

無回答

0.8 

1.5 

0.8 

1.1 

1.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(N=2,130)

① 町会・自治会主催の子ども向けイベント

（バスハイク、クリスマス会、お餅つき等）

② 地域で活動するサークル

（子育てサークル等）

③ 地域伝統行事（祭り等）

④ 地域のスポーツ少年団

⑤ 社会奉仕活動団体

（ボーイスカウト等）

※資料:令和５年度子育て支援に関するニーズ調査結果（小学校児童保護者対象調査より） 
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事業名 事業内容 

スポーツ少年団 

「スポーツによる青少年の健全育成」の理想を実現するため、「一人でも多くの

青少年にスポーツの歓びを！」「スポーツを通じて青少年のからだとこころを育

てる組織を地域社会の中に」との理念のもとに、特定のスポーツ種目に係る活動

を行うほか、野外活動や文化・学習活動等にも取り組み、さまざまな交流体験活

動を行っています。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

スポーツ協会 

（スポーツ課） 

・種目：野球、剣道、バドミントン、      

卓球、空手道など  

・登録団 ：21 団 

・登録団員：996 人  

・指導者 ：266 人 

・登録団 ：23 団 

・登録団員：1,095 人  

・指導者 ：292 人 

スポーツ少年団事業を継続的に開催し、リ

ーダー育成に力を入れ、若手指導者の担い

手に繋げるとともに、登録団数・団員数を増

加させ、より一層各種目の活動を充実させ

るよう取り組みます。 

 

主な事業等 

事業名 事業内容 担当課 

少年・少女スポーツ

教室 

小学生を対象（一部、中学生以上および保護者も対象）にスポー

ツ教室を開催し、野球やサッカー、水泳などスポーツの基礎的な

知識を学び、技術を習得してもらうことで、児童の健康の維持・

増進や体力の向上を目指します。 

スポーツ課 

地域スポーツクラブ 

スポーツ基本法や国のスポーツ基本計画により設立・育成が推奨

されているスポーツクラブです。世代を超えた地域の新しいコミ

ュニティの核として、地域の皆さんが主体となって運営し、身近

な施設で子どもから大人まで誰もが気軽にスポーツやレクリエ

ーションのほか、文化活動等も楽しむことができます。 

スポーツ課 

地域における子ど

もが参加・参画でき

るイベントの実施 

＜子どもフェスティバル＞ 

区内の子どもたちが一堂に集い、さまざまな児童文化活動やレクリ

エーションなどに参加することで、異なる年齢の子どもたちや他の

地域の子どもたちと触れ合い、互いに知り合う機会を提供していま

す。 

＜大江戸まつり盆おどり大会＞ 

区民のふるさと意識の高揚と地域の活性化を図るため、江戸のまち

にゆかりの深い盆踊りを中心とした中央区大江戸まつり盆おどり大

会を、町会など区内各団体の参加と協力を得て実施しています。 

＜晴海まつり＞ 

区民などがつながり、交流を深め、さらなるコミュニティの醸成を

図るため、晴海地域交流センター「はるみらい」を中心に、連合町

会・自治会、青少年対策地区委員会など地域の方々のご協力による

縁日コーナーやステージイベントといった、さまざまな世代が楽し

めるイベントを実施しています。 

＜雪まつり＞ 

自然の雪と接する機会の少ない区民が参加できる冬のイベントとし

て、本区の友好都市である山形県東根市から雪の提供を受け、町会、

青少年対策地区委員会、PTA など地域の多くの方の協力を得て隔年

で実施しています。 

文化・生涯学習課 

地域振興課 
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事業名 事業内容 担当課 

保育所における子

育て支援や社会参

加の場の提供 

在園児のご家庭だけでなく、未就園児のご家庭が園の様子、関わ

り方を見て日々の育児の参考にしてもらう場を提供しています。 

また、小・中・高校生などが育児体験などが育児や保育の仕事を

経験できる場として充実させていきます。 

保育課 

夏休み福祉・ボラン

ティア体験 

「イナっこ教室」 

区内在住・在勤・在学の小学生以上を対象に、福祉やボランティ

ア活動への理解と関心を高めることを目的として、夏休み福祉・

ボランティア体験講座を実施しています。 

社会福祉協議会 

 

 

少年リーダー養成研修会 

小・中学生が将来、地域のさまざまな活動に参加して活躍するためのきっかけづくりと

して、さまざまなプログラムに取り組み、集団生活のルールや地域のリーダーに必要な知

識を学ぶための研修会を行っています。 

令和６年度は、小学５年生から中学生までを対象として、事前研修（２日間）・千葉県

柏市にある柏学園での３泊４日の宿泊研修・事後研修（１日間）の７日間という日程で実

施し、８７名の研修生が参加しました。 

今年度は「集団生活の中で成長する」を活動テーマとして、研修生は男女別に６つずつ

の班に分かれ、大学生・高校生スタッフと寝起きをともにし、各班で共同生活を行うほか、

男女一緒のペア班を組んで活動し、カレー作り、スポーツ大会、カーニバルや研修のまと

めなど、さまざまなプログラムに取り組みました。 

実施にあたっては、青少年委員を中心に、大学生・高校生スタッフなど、５０名以上の

体制で研修生を指導・支援しております。 

  

コラム 

【事前研修の様子】 【宿泊研修の様子①（カレー作り）】 

】 

【宿泊研修の様子②（スポーツ大会）】

 

 

【事後研修の様子】 

・今回初めての研修で人の意見を聞いていたが、来年は積極的に意見を発信していきたい

です。（小５） 

・研修期間中は、何をすれば役に立てるかを考えて行動しました。今回学んだことを日常

生活で活かし、学校で活躍していきたいです。（中１） 

・今年はリーダーとして班員全員をまとめることが出来ました。来年は高校生スタッフと

して頑張っていきたいです。（中３） 

参加者の声 
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方向性１ 基本施策４ 教育内容の充実 

【現況と課題】 

平成 29（2017）年に、約 10 年ぶりに改訂された学習指導要領では、2030 年の社会と子どもた

ちの未来を見据えて「生きる力」の育成と、社会の変化を柔軟に受け止め、社会との連携・協働

によりその実現を図っていく「社会に開かれた教育課程」の具体的な方策が示されました。また、

「主体的・対話的で深い学び」の実現についても言及されており、子どもたちに求められる資質・

能力を育むために必要な「学びの在り方」を絶え間なく考え、授業の工夫・改善を重ねていくこ

とも求められています。 

また、国が示している GIGA スクール構想が第２期となり、児童・生徒が日常的に学習用タブ

レットを活用する環境が実現しました。こうした中、多くの情報や ICT 機器を適切に利活用でき

るように、ICT 教育を通じて自分で考え、判断できる力を育むデジタルシチズンシップ教育を推

進しています。 

それらを踏まえ、本区では、教育目標に掲げる、次代を担う子どもたちの「生きる力」の育成

に向けて、「知（確かな学力）」、「徳（豊かな心）」、「体（健やかな体）」のバランスがと

れた施策を展開していきます。 

【取組の方向性】 

●次代を担う子どもたちが「知（確かな学力）」、「徳（豊かな心）」、「体（健やかな体）」

からなる「生きる力」を身に付けるための教育内容の充実を図ります。 

【重点事業・主な事業等】 

重点事業 

事業名 事業内容 

個性や能力を伸ば

す教育の推進 

子どもたちの学びを充実させるため、ＩＣＴを活用し、一人一人の学習状況に

応じた個別最適な学びと集団で学び合う協働的な学びにより、主体的・対話的で

深い学びを実施しています。 

また、算数・数学における習熟度別指導を実施するとともに科学的思考力を高

める理科教育の充実を図っています。さらに、小・中学校９年間を通した英語教

育などを通して国際理解教育を推進しています。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

指導室 

・学びの充実を図る学習力サポートテス

トの実施と結果分析に基づく授業改善 

・パイロット校における理数教育の推

進および他校への還元と、小学校への

理科支援員の配置 

・パイロット校における英語教育を含

む国際教育の推進および他校への還元

と、小・中学校における ALT の配置等

による英語教育の充実 

・各種学力テスト等を活用した授業改

善を継続していきます。 

・パイロット校における取組を生かし

て理科教育・英語教育を充実させてい

きます。 
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事業名 事業内容 

豊かな心、温かな人

間関係を育む教育

の推進 

すべての教育活動を通して、自分や他者を大切にする人権尊重の理念や、社会の

ルールを守る規範意識を醸成させる取組を実施します。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

指導室 

・教育活動全体を通じた人権教育の推進 

・人権教育巡回研修会の実施 

・人権教育推進委員会の設置 

・教育活動全体を通じた道徳教育の推進 

・道徳授業地区公開講座の実施 

・保護者、地域等と連携した人権教育・

道徳教育を充実させます。 

・人権教育講座を開設し、教員の人権感

覚を磨くとともに、都の人権教育プロ

グラムを基に適宜、人権教育全体計画

および年間計画を見直します。 

・人権教育推進委員会の研究を踏まえ、

子どもたち、教職員の人権意識の向上

を図ります。 

 

事業名 事業内容 

健康な体づくりの

推進 

子どもたちが健康について正しい知識をもち、家庭と連携し、規則正しい生活

習慣を身に付けられるよう、主体的に健康づくりを行う態度を養います。 

また、医療関係などの関係機関と連携を図るとともに、外部講師を活用した健

康教育を推進します。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

指導室 

・食育に関する授業の実施 

・保護者等と連携した生活習慣の見直し 

・体力調査の実施と結果分析に基づく

体育科の授業改善 

・全幼稚園の運動遊び推進園の指定や

小・中学校におけるマイスクールスポ

ーツの取組等による健康教育の推進 

・薬物乱用防止教室の実施 

・給食の時間等を活用した食育を実施

するとともに保護者等と連携した取組

を推進します。 

・保護者や関係機関と連携し、生活習慣

の見直しや健康教育の推進を図ります。 

・体力調査等を活用した体育科の授業

改善を継続していきます。 

・運動遊び推進園やマイスクールスポ

ーツの取組を充実させます。 

 

 

主な事業等 

事業名 事業内容 担当課 

学校図書館指導員 

児童・生徒の読書活動を推進し、学校図書館を活用した学習活動

の充実を図るため、学校図書館指導員を全小中学校に年間 350 時

間配置しています。 

教育センター 

学校・園と保護者間

の連絡ツールの運用 

＜tetoru（学校・保護者間連絡アプリ）の運用＞ 

欠席連絡や、学校から保護者へ緊急時の連絡などを行うことがで

きる学校・保護者間連携アプリを導入しています。 

＜ルクミー（園務支援システム）の運用＞ 

保育の質の向上や家庭との連携強化、保護者の利便性向上などを

図るため、アプリによる欠席連絡、園からのお知らせの配信など

を行う園務支援システムを導入しています。 

学務課 
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方向性１ 基本施策５ 自己実現の場と体験機会の提供 

【現況と課題】 

本区は高度に都市化された周囲の状況にあることに加え、情報化の進展、意識の変化などによ

り、外遊びの機会や自然等と触れ合う機会が少なくなっています。このような中、本区では、子

どもが豊かな人間性や想像力、感性を育み、健全に成長できるよう、文化や芸術等に触れるイベ

ントなどの多様な取組を実施しています。 

「子どもへのアンケート」の結果では、「ふだんの活動で学校以外の勉強をしている時間」が

１日２時間以上とする子どもの割合は、小学生で４割台、中学生で１割台後半、高校生世代で２

割台後半となっています。また、テレビ・インターネットを毎日２時間以上見る子どもの割合は、

小学生で３割弱、中学生で４割台後半、高校生世代で６割台となっています（Ｐ17・18 参照）。 

また、放課後の過ごし方では、小学生の８割以上が塾や習い事に週に１日以上通っており、中

学生の６割弱、高校生世代の４割台後半が学校（部活動や委員会活動等）に週３日以上と回答し

ています。そして、小学生では困りごと・悩みごとでも「受験・進学先、勉強」を挙げる人が多

くなっています（Ｐ23参照）。 

放課後の過ごし方『塾（予備校）や習い事』（全体）【子どもへのアンケート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放課後の過ごし方『学校（部活動や委員会活動等）』（全体）【子どもへのアンケート】 

※小学生は『学校（クラブ・委員会活動、プレディ、学校内学童クラブなど）』 

 

 

 

 

 

  

週に５日

（毎日）

16.9

3.7

4.0

週に３～４日

42.1

10.4

15.9

週に１～２日

24.7

26.9

25.8

たまに

行くことがある

3.6

5.2

4.6

そこではまったく

すごさない

11.1

41.8

40.4

無回答

1.5

11.9

9.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

小学生調査(N=413)

中学生調査(N=134)

高校生世代調査(N=151)

週に５日

（毎日）

10.2

24.6

26.5

週に３～４日

3.4

35.1

21.2

週に１～２日

6.5

17.2

19.2

たまに

行くことがある

21.8

6.7

8.6

そこではまったく

すごさない

55.0

9.0

16.6

無回答

3.1

7.5

7.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

小学生調査(N=413)

中学生調査(N=134)

高校生世代調査(N=151)

※資料:令和６年度（仮称）中央区こども計画策定に向けた子どもへのアンケート調査結果 

 

※資料:令和６年度（仮称）中央区こども計画策定に向けた子どもへのアンケート調査結果 
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近年、子どもを取り巻く社会環境の変化は著しく、「子どもへのアンケート」結果からも、放

課後の過ごし方として、小学生の多くが勉強に時間を割いていること、中学生・高校生世代の多

くが、部活動・委員会活動やテレビ・インターネットに時間を割いていることが分かります。 

多様な遊びや体験活動は、子どもの健やかな成長の原点です。例えば、子どもが遊びに没頭し、

身体の諸感覚を使い、自らの遊びを充実、発展させていくことは、言語や数量等の感覚などの認

知的スキルや、創造力や好奇心、自尊心、想像力や思いやり、やり抜く力、折り合いをつける力

を育むことに加え、多様な動きを身に付け、健康を維持することにつながります。引き続き、子

どもたちの遊びや体験の場を充実させ、豊かな人間性や自立心を育むことが重要です。 

 

【取組の方向性】 

●子どもたちが、豊かな人間性や自立心を育むため、引き続き、体験活動や文化活動などの自

己実現の場と体験機会を提供していきます。 

 

【重点事業・主な事業等】 

重点事業 

事業名 事業内容 

文化のリレーの実施 

茶道や手話などのさまざまな文化活動を行っている社会教育関係登録団体のボ

ランティア活動により、子どもたちへ文化的・趣味的活動の機会を提供するとと

もに、世代間の交流を活発にするため、各社会教育会館やプレディなどで実施し

ています。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

文化・生涯学習課 

・築地社会教育会館    ２回開催 

（親子蕎麦打ち一日体験教室） 

・日本橋社会教育会館   １回開催 

（夏休み！親子で楽しく健康体操！） 

・月島社会教育会館    １回開催 

（ウクレレで歌おう！こどものうた） 

・プレディ（実施校 12 校）a14 回開催 

（バルーンアートなど） 

延べ実施回数：18 回 

延べ参加者数：413 人 

・社会教育会館       ４回開催 

・プレディ（実施校 13 校） 22 回開催 

 延べ実施回数：26 回 

延べ参加者数：550 人 
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主な事業等 

事業名 事業内容 担当課 

教育活動等を通じ

た体験活動の実施 

＜集団宿泊体験＞ 

豊かな自然を生かした体験活動や共同生活などを通じて、他者を

思いやる豊かな心情を育むとともに、児童・生徒一人一人の主体

的な学習を推進しています。 

＜能楽・歌舞伎鑑賞教室＞ 

日本の伝統文化に触れ合う機会を設けるため、小学校第６学年を

対象に能楽鑑賞教室を、中学校第３学年を対象に歌舞伎鑑賞教室

を実施しています。 

＜キャリア教育＞ 

キャリア教育の意義と必要性を正しく認識するとともに、学校全

体で取り組む推進体制を築くことができるよう、さまざまな職層

研修において子どもの実態や発達に応じた指導内容・方法につい

て改善をしながら推進を図ります。 

＜ボランティア活動＞ 

地域清掃や高齢者施設訪問、スポーツイベントの運営補助などの

ボランティア活動を通じて、 さまざまな人々との連携・協働や

コミュニケーションを体験することにより、子どもたちの社会貢

献意識を育成するとともに、地域や社会の一員としての自覚を促

します。 

＜中学生職場体験＞ 

全中学校で職場体験学習を実施し、生徒一人一人の望ましい勤労

観・職業観の育成を図ります。 

＜中学生海外体験学習＞ 

国際感覚豊かな視野の広い中学生の育成を図るため、区立中学校生

徒を姉妹都市のサザランド市へ派遣し、体験入学やホームステイな

どの積極的な交流活動を通して、外国の理解に努めています。 

＜小学校科学教室＞ 

小学校第５学年の児童を対象に、１年間にわたって総合的に理科

の実験や観察の基礎技術を養うことを目的とした指導を行って

います。 

＜発明くふう展＞ 

創意工夫することの楽しさと科学技術などへの関心を高めるた

めに、小中学校の児童・生徒から、発明や工夫をした作品を募集

し、公開展示を行っています。 

学務課 

指導室 

教育センター 

雪まつり【再掲】 

自然の雪と接する機会の少ない区民が参加できる冬のイベント

として、本区の友好都市である山形県東根市から雪の提供を受

け、町会、青少年対策地区委員会、PTA など地域の多くの方の協

力を得て隔年で実施しています。 

地域振興課 

中央区・東根市児童

交歓会 

友好都市である山形県東根市との交流事業の一つとして、中央区

の児童が風土や文化を異にする東根市との交流により互いの理

解・友情を深め、豊かな心を育むための一助となるように、平成

元年から児童が隔年で双方の都市を訪問する「中央区・東根市児

童交歓会」を実施しています。 

地域振興課 
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子どもが元気に明るく育つ環境をつくります 
 

妊娠前から妊娠・出産、乳幼児期、学童期、思春期、青年期のすべてのライフステージを通し

て、縦断的に切れ目のない支援ができるよう、母子保健分野と子育て支援分野が連携し、地域で

の多様な子育て支援サービス、相談体制と情報提供のさらなる充実を図るとともに、教育・保育

環境の整備と質の向上、子どもの居場所づくりに取り組みます。 

 

【目標達成の目安となる指標（KPI）】 

指標 現状値 目標値 

子育てが楽しいと答える保護者の割合 

【子育て支援に関するニーズ調査】 

就学前保護者：94.3％ 

小学校保護者：92.8％ 

（令和５（2023）年度） 

就学前保護者：97.0％以上 

小学校保護者：96.0％以上

（令和 10(2028）年度） 

中央区が子育てしやすいまちだと思

う保護者の割合 

【子育て支援に関するニーズ調査】 

就学前保護者：79.5％ 

小学校保護者：83.1％ 

（令和５（2023）年度） 

就学前保護者：87.0％以上 

小学校保護者：87.0％以上

（令和 10(2028）年度） 

「子育てガイドブック」を知ってい

る保護者の割合 

【子育て支援に関するニーズ調査】 

就学前保護者：59.3％ 

小学校保護者：50.6％ 

（令和５（2023）年度） 

就学前保護者：71.0％以上 

小学校保護者：61.0％以上 

（令和 10(2028）年度） 

保育所待機児童 
０人 

（令和６（2024）年４月 1 日） 

０人 

（令和 11（2029）年４月 1 日） 

学童クラブ待機者数 
229 人 

（令和６（2024）年４月 1 日） 

０人 

（令和 11（2029）年４月 1 日） 

 

【基本施策】 

1 子育てに関する相談・情報提供の充実 

2 妊娠期から出産・子育て期の切れ目ない伴走型支援 

3 教育・保育環境の整備 

4 教育・保育の質の向上 

5 多様な子育て支援サービスの提供 

6 子どもの居場所づくり 

  

 方向性２ 
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方向性２ 基本施策１ 子育てに関する相談・情報提供の充実 

【現況と課題】 

本区の特徴として、30 代、40 代の子育て期に核家族で転入する家庭が多く、「子育て支援に

関するニーズ調査」の結果では、「近所づきあいがない」、「子どもをみてくれる人がいない」

と答える家庭が増えるなど、子育てに不安を抱える家庭が多い傾向にあります。このため、妊娠

期から子育て期にわたる母子保健や育児に関するさまざまな悩み等に円滑に対応するための相

談支援体制を強化するなど、保護者の不安が軽減され、安心して子育てができる環境の充実が求

められています。 

「子育て支援に関するニーズ調査」において、子育てに関して気軽に相談できる人や場所につ

いて質問したところ、就学前・小学生児童保護者ともに「配偶者」、「祖父母・兄弟等の親族」、

「友人や知人」が上位３位であり、次いで「保育所・幼稚園等の園長、保育士、担任」、「他の

保護者」、「職場の人」等となっています。一方、「相談相手がいない」と答える人も少数なが

らいることがわかります。 

あわせて、同調査で子育て情報の入手先について質問したところ、就学前・小学生児童保護者

ともに「インターネット」、「友人や知人」が上位となっており、欲しい情報は、「子ども向け

イベント情報」の割合が高くなっています（Ｐ40・41 参照）。 

子育てに関して気軽に相談できる人や場所（全体）：複数回答【子育て支援に関するニーズ調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※資料:令和５年度子育て支援に関するニーズ調査結果 
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本区では、区の広報紙やホームページ、SNS 等を活用し、地域や子育てに関するさまざまな情

報を発信していますが、必要な情報が入手できるよう、引き続きさまざまな機会を捉えて周知し

ていくことが重要です。 

また、子育てに関して気軽に相談できる身近な場所として、子育て交流サロン「あかちゃん天

国」での専門スタッフによる子育てに関する情報提供や相談、在宅で子育てを行う家庭に対し、

区立保育所の園庭開放時の子育て相談等を行っています。 

さらに、令和６（2024）年７月には、子ども家庭支援センター「きらら中央」を中央区保健所

等複合施設４階に移転し、教育委員会と連携することで、子どもと子育て家庭に対する総合相談

機能を強化しています。 

加えて、相談者の属性や世代を問わず、福祉に関する困りごとを抱えた方の相談をいったん受

け止め、関係機関と連携しながら、適切な支援につなぐ、「ふくしの総合相談窓口」を令和６

（2024）年４月に開設しました。子ども家庭支援センターを含めた各分野の相談支援機関等で受

けた複合的な相談を世帯全体の課題として受け止め、多機関が連携して支援を行うことができ

る体制を強化しています。 

子育て家庭の孤立化を防ぐためにも、いつでも身近な場所で相談できる体制を確立し、関係機

関の連携の一層の強化を図ることが重要です。さらに、保護者同士が気軽に集まり、交流し、支

援者につながることができる場の拡充が必要です。 

 

【取組の方向性】 

●子育て家庭が、地域や子育ての必要な情報を入手できるよう、引き続きさまざまな機会を捉

えて周知を図ります。 

●子育て家庭がいつでも気軽に身近な場所で相談できる体制を確立し、相談者の適切な支援

に向け、関係機関の連携の一層の強化を図ります。 

【重点事業・主な事業等】 

重点事業 

事業名 事業内容 

利用者支援事業 

地域子ども・子育て支援事業 

子どもやその保護者、妊娠している方が、保育・教育施設や地域の子育て支援

事業等を円滑に利用できるよう、身近な場所で情報提供・相談を行うとともに、

関係機関との連絡調整等を図ります。 

また、保健所・保健センターと子ども家庭支援センターが連携し、地域のすべ

ての妊産婦と子育て家庭に対し妊娠期から子育て期にわたるさまざまな相談と

切れ目のない支援を行います。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

保育課 

放課後対策課 

子ども家庭支援センター 

健康推進課 

保健センター 

＜保育所申込等に関する相談体制＞ 

・区役所：1 カ所 

・その他（出張相談）：特別出張所・ 

保健所・保健センター・子ども家庭

支援センター 

・認可保育所入所申込受付：2,935 件 

・保育園入園出張相談での相談：800 件 

＜保育所申込等に関する相談体制＞ 

引き続き、保育園長経験者等を窓口に配

置するほか、出張相談を実施し、保育所の

申込みや利用に関する様々な相談にきめ

細やかに対応していくとともに、適切な

情報を提供できるよう、情報収集や各部

署との連携を図っていきます。 
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重点事業 

事業名 事業内容 

＜地域子育て支援拠点事業（子育て交流サ

ロン「あかちゃん天国」）での相談＞ 

870 件 実施箇所：７カ所 

＜子どもと子育て家庭の総合相談【再掲】＞ 

 ・新規相談件数 

虐待など養護相談：781 件  

育児など育成相談：192 件  

その他：38 件  

合計：1,011 件  

・児童館等巡回相談＞ 

児童館等：９カ所  

巡回相談延べ：107 回  

相談件数：215 件 

＜「妊娠・出産に関する相談窓口」での相談＞

8,522 件 

（再掲）妊婦相談：3,261 件 

＜地域子育て支援拠点事業（子育て交流サ

ロン「あかちゃん天国」）での相談＞ 

実施箇所:７カ所 

＜妊娠期から子育て期までの切れ目ない相談体制＞ 

実施箇所:５カ所 

 

事業名 事業内容 

乳児家庭全戸訪問事業

（新生児等訪問指導） 

地域子ども・子育て支援事業 

生後 28 日以内の新生児および４カ月までの乳児を対象に、保健師および委託訪

問指導員（保健師、助産師等）が訪問し、乳児の体重測定や健康状態の確認、育

児相談を行うとともに、母親のこころの健康状態の把握に努めます。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

健康推進課 

出生数：1,783 人 

訪問率：92.16％ 

把握率：100％ 

出生数(0 歳児人口推計):2,069 人 

生後 28日未満の新生児および4か月ま

での乳児を対象に実施します。 

 

事業名 事業内容 

こども家庭センター

の設置 

令和６年７月に子ども家庭支援センターが中央区保健所等複合施設に移転し、母

子保健と児童福祉のより一層の連携基盤の強化が図られたことから、「こども家

庭センター」機能を備えた相談支援体制を整備します。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

子育て支援課 

放課後対策課 

子ども家庭支援センター

健康推進課 

保健センター 

令和７年４月設置予定 

 

 

 

母子保健と児童福祉が一体となって、

妊娠期から子育て期にわたる包括的な

相談支援を行い、誰もが安心して妊娠・

出産・子育てのできる環境を整えてい

きます。 
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事業名 事業内容 

ふくしの総合相談

窓口 

年齢や障害の有無、属性などを問わず、福祉に関する困りごとを抱えた方の相談

をいったん受け止め、関係機関と連携しながら適切な支援につなげるとともに、

課題解決に向けた継続的な支援を行っています。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

社会福祉協議会 

（地域福祉課） 

令和６年度新規事業 令和６年度に中央区役所本庁舎地下１

階に開設したほか、令和７、８年度に月

島地域・日本橋地域に開設し、区民の方

が気軽に相談できる窓口として、福祉

に関する困りごとを抱えた方が適切な

支援につながるよう取り組みます。 

 
  

主な事業等 

事業名 内容 担当課 

子育てガイドブック 
妊娠から出産、育児までの各種手続きやサービス、施設の案内な

どを掲載したガイドブックを配布しています。 
子育て支援課 

子育て応援サイト

「こどもすくすく

ナビ」 

「妊娠・出産したとき」、「子どもを保育園に預けたいとき」、「子

育てについて相談したいとき」など、妊娠・出産・子育てに関する便

利な情報を分かりやすくまとめたサイトを運営しています。 

子育て支援課 

保育所での地域交

流事業 

保育所の施設等を利用し、身近な地域の方々や、他の保育所・

幼稚園・小学校の子どもたちとの交流の場を設けることで、子ど

もの成長・発達を促す環境づくりを進めています。 

また、地域の子育て家庭に対し育児不安の軽減や孤立防止につ

ながるよう、各保育所において、在園児とともに園行事などの保

育所での生活を体験するイベントや離乳食講座、出産前後の親の

育児相談等も実施しています。 

保育課 

子育て支援講座の

開催 

子育て中の親の親力向上と親同士の仲間づくりの機会になる

講座の開催により、地域の子育てを支援します。 

特に、「子どもに伝わるほめ方・しかり方」など、子育て中の

保護者がすぐに実践できる講座を開催します。 

子ども家庭 

支援センター 

ちゅうおう子育て

ナビアプリ 

予防接種の種類や接種回数が多く、接種スケジュールの管理が大

変な乳幼児の保護者の方向けに、感染症の流行情報や母子事業情

報など区のお知らせを提供するサービスです。 

健康推進課 

あのねママメール、

あのねパパメール 

妊婦から３歳までのお子さんをお持ちのママ・パパに対して、妊

娠週数や乳児の月齢に応じたママのからだのこと、あかちゃんの

成長の様子、子育てアドバイス、区の母子事業情報などを配信し

ています。 

健康推進課 

ママのこころの相談 
産後うつ等、産後のこころの問題を早期に発見し、早期に支援す

るため、精神科専門医や保健師による精神保健相談を行います。 
健康推進課 

地域福祉コーディ

ネーター事業 

社会的孤立の解消に向けた地域づくり、複合的な生活課題を抱え

た世帯に対する居住地域での支援などを行っています。 

社会福祉協議会

（地域福祉課） 

ブーケ 21 女性相談 
女性のさまざまな悩みの相談に応じるために、男女平等センター

「ブーケ 21」で専門のカウンセラーにより実施しています。 
総務課 
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事業名 内容 担当課 

男性電話相談 
多岐にわたる悩みを抱える男性を支援するため、男性のための電

話相談を実施しています。 
総務課 

SNS 相談 【再掲】 
年齢・性別を問わず誰でも気軽に相談できるよう、SNS を活用し

たチャット相談を令和６年度から実施しています。 
総務課 

 

 

子育てに関する情報の発信 

１ 中央区公式ホームページ、ＳＮＳ 

中央区の公式ホームページや SNS を通じて、子ども・子育て支援に関する情報や地    

域のイベントの情報等を発信しています。ぜひチェックしてみてください。 

 

 

 

２ 子育てガイドブック 

妊娠から出産、育児までの各種手続きやサービス、施設の案内など、 

本区の子育て支援に関する情報をまとめた冊子です。 

【URL】https://www.city.chuo.lg.jp/a0020/kosodate/kosodate/shien/sasshi/kosodateguidebook.html  

 

 

 

 

 

 

 

３ 子育て応援サイト「こどもすくすくナビ」 

妊娠・出産・子育てに関する行政サービスや情報に

ついてカテゴリー別にまとめられたポータルサイト

です。 

 

４ ちゅうおう子育てナビアプリ 

産前産後のご家族が安心して過ごせるよう、お腹の赤ちゃんの成長の様子や産後の子育   

てアドバイス、予防接種スケジュールの自動案内、区内の予防接種実施医療機関、感染症

等の流行情報、乳幼児の健康診査などタイムリーな情報をプッシュ式でお届けしています。 
 

【Web 版 URL】https://chuo.city-hc.jp/ 

【アプリ版】iPhone の場合は Apple store、Android の場合は 

Google Play にて「ちゅうおう子育てナビアプリ」と検索してください。 

コラム 

【掲載内容】 

〇妊娠したら 〇子育て情報のページ 

〇赤ちゃんが生まれたら 〇保育園・幼稚園 

〇健康に育つために 〇就学・子どもの居場所づくり 

〇子育て支援サービス 〇ひとりで悩まないで 

〇障害のある 〇いざというときに備えて 

子ども・家庭への支援 〇地域情報ガイド 

〇ひとり親家庭の 〇お医者さん情報 

子育て支援サービス 〇ぴったりサービスオンライン申請 

【URL】https://chuo-city.mamafre.jp/ 

https://www.city.chuo.lg.jp/a0020/kosodate/kosodate/shien/sasshi/kosodateguidebook.html
https://chuo.city-hc.jp/
https://chuo-city.mamafre.jp/
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方向性２ 基本施策２ 妊娠期から出産・子育て期の切れ目ない伴走型支援 

【現況と課題】 

本区では、出産・育児を行う保護者が、母子保健や育児に関するさまざまな不安を軽減し、心

身ともに健康に子育てしていくため、妊娠期（母子保育教育（プレママ、パパママ教室）など）

から出産（産後ケア事業など）、子育て期（予防接種助成など）に至るまでのきめ細やかで一貫

した支援体制を充実させています。また、妊娠・出産・子育てに関する各種健診・相談等を通じ

て妊産婦や乳幼児の実情を把握し、支援が必要と判断した妊産婦については、母子保健分野と子

育て支援分野が連携し、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を行う「子ども子育て応

援ネットワーク」を構築しています。 

しかしながら、「子育て支援に関するニーズ調査」の結果では、妊娠時に身近な人で気にかけ

てくれた、支えてくれたと感じる人が「誰もいなかった」と回答する人、また、出産直後に子ど

もの子育てや家事を助けてくれたと感じる人が「誰もいなかった」と回答する人が数％ですがい

ることが分かります。 

妊娠時に身近な人で気にかけてくれた、支えてくれたと感じる人（全体）：複数回答 

【子育て支援に関するニーズ調査・就学前児童保護者調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出産直後に子どもの子育てや家事を助けてくれたと感じる人（全体）：複数回答 

【子育て支援に関するニーズ調査・就学前児童保護者調査】 
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（概ね30分以内で行き来できる範囲）

遠居の父母

父母以外の親族

育児支援ヘルパー、ベビーシッター

友人・知人

近所の人

その他

誰もいなかった

無回答
全体(N=2,384)

（%）

81.4

2.6

26.1

41.3

11.1

6.7

15.1

1.8

3.6

3.3

1.2

0 20 40 60 80 100

配偶者・パートナー

同居の父母

里帰り出産をした際の父母・近居父母

（概ね30分以内で行き来できる範囲）

遠居の父母

父母以外の親族

育児支援ヘルパー、ベビーシッター

友人・知人

近所の人

その他

誰もいなかった

無回答
全体(N=2,384)

（%）

※資料:令和５年度子育て支援に関するニーズ調査結果（就学前児童保護者対象調査より） 

 

※資料:令和５年度子育て支援に関するニーズ調査結果（就学前児童保護者対象調査より） 
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また、産後の母親の身体面、精神面の体調、産後の育児に関して困ったことやつらかったこと

への質問の回答から、妊娠中から産後までの時期は、体調や気持ちの変化から、身体的、精神的

に不安定になりがちな時期で、子育てに不安を感じたり、自信がもてなくなることが多いことが

分かります。 

産後の母親の身体面、精神面の体調（全体）：複数回答【経年比較】 

【子育て支援に関するニーズ調査・就学前児童保護者調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産後の育児に関して困ったことやつらかったこと（全体）：複数回答【経年比較】 

【子育て支援に関するニーズ調査・就学前児童保護者調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

33.8

65.1

56.5

23.0

22.8

29.9

17.6

5.8

11.4

4.2

1.2

0 20 40 60 80

体調は良かった

睡眠が十分に取れなかった

体の疲れが取れなかった

乳房の状態が良くなかった

意味もなく涙が出てきた

気分が落ち込んだ

産後の回復が悪かった

自身が病気をしてしまった

育児を投げ出したくなった

その他

無回答

全体(N=2,384)

（%）

38.6

4.0

38.6

40.4

18.9

29.8

18.7

18.7

9.9

30.5

7.0

8.6

1.4

0 10 20 30 40 50

授乳のこと

沐浴のこと

夜泣きのこと

育児に慣れないこと

上の子どものこと

家事のこと

家事・育児の協力者がいないこと

自分の体調が悪く自分の思うような育児ができなかったこと

経済的負担

新型コロナウイルス感染症への感染に気を付けること

その他

特になかった

無回答

全体(N=2,384)

（%）

※資料:令和５年度子育て支援に関するニーズ調査結果（就学前児童保護者対象調査より） 

※資料:令和５年度子育て支援に関するニーズ調査結果（就学前児童保護者対象調査より） 
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このことから、さまざまな困難が予想される妊婦及び家庭に対し、母子保健分野と子育て支援

分野が連携し、妊娠期から子育て期に渡り一貫して身近で相談に応じ、様々なニーズに即した必

要な支援につなぐ伴走型相談支援を充実していく必要があります。 

また、若い世代の男女が将来、より健康的になり、より健全な妊娠・出産のチャンスを増やし、

次世代の子どもたちをより健康にするために、女性とカップルに将来の妊娠のための健康管理

を促す取組を推進していくことも重要です。 

【取組の方向性】 

●引き続き、妊娠・出産・子育てに関する各種健診・相談等を通じて妊産婦や乳幼児の実情を

把握できるよう、妊娠期から子育て期に渡り一貫して身近で相談に応じ、必要な支援につな

ぐ伴走型相談支援を実施していきます。 

●令和元年度に整備した「子ども子育て応援ネットワーク」を基盤に、さまざまな困難が予想

される妊婦及び家庭に対し、切れ目のない相談支援を行います。 

●性や妊娠に関する正しい知識を身に付け、妊娠を希望する人が安心して妊娠・出産できる環

境づくりに取り組みます。 

【重点事業・主な事業等】 

重点事業 

事業名 事業内容 

出産・子育て応援事業 

地域子ども・子育て支援事業 

妊娠期から出産· 子育てまで一貫して相談に応じ、ニーズに即した必要な支援につな

ぐ伴走型相談支援を充実するとともに経済的支援を一体的に実施しています。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

健康推進課 

＜伴走型相談支援＞ 

妊娠届出、妊娠８カ月、新生児訪問時の面

談等により、一貫した相談支援を実施 

＜経済的支援＞ 

専用 Web サイトで利用可能なギフトカ

ード（Web カタログギフト）を支給 

・出産応援ギフト 

 妊娠届出時の面談を受けた妊婦 

 （５万円相当） 

・子育て応援ギフト 

 新生児訪問時に面談を受けた世帯 

 （新生児１人につき 10 万円相当） 

引き続き、身近な伴走型相談支援と経済

的支援を実施することにより、全ての家

庭が安心して出産・子育てができるよ

う、子育て支援に取り組みます。 

 

事業名 事業内容 

バースデーサポート 
２歳を迎える子どもがいる世帯にギフトカードを支給するとともに、必要な子育

て支援の情報提供や状況把握などを実施しています。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

健康推進課 

子育て支援のニーズを把握するための

アンケートに回答された世帯に、家事・

育児パッケージを配布 

第１子   １万円相当  559 人 

第２子   ２万円相当  303 人 

第３子以降 ３万円相当   54 人 

引き続き、効果的な情報提供や情報把

握を行い、切れ目のない支援を提供し

ていきます。 
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事業名 事業内容 

妊婦健康診査 

地域子ども・子育て支援事業 

母体や胎児の健康を守るために妊婦健康診査を医療機関に委託して実施してい

ます。そのうち、妊娠確定後の検査（最大 14 回、多胎児の場合は最大 19 回）、

超音波検査（最大 4 回）及び子宮頸がん検査の費用の一部助成を行っています。 

また、里帰り出産をするためなど、都外の医療機関などで受診した妊婦健康診査

費用の一部を助成しています。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

健康推進課 

＜妊婦検診受診者数＞ 

・１回目（実人数）：1,953 人 

・２～14 回目（延人数）：19,233 人 

・超音波検査（延人数）：5,434 人 

・子宮頸がん検査（実人数）：1,830 人 

国が示す妊婦健診の実施基準を踏ま

え、検査項目に検討を加えながら、妊婦

健康診査を実施します。 

 

事業名 事業内容 

子ども子育て応

援ネットワーク 

保健所・保健センターと子ども家庭支援センター（児童館）において、支援が必

要な妊産婦・乳幼児について情報を共有し、支援方針を協議していきます。妊娠

期から子育て期にわたる切れ目のない支援を強化し、産後うつや育児不安の解

消、児童虐待予防など、母子保健分野と子育て支援分野の両面から子育て家庭を

支えていきます。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

健康推進課 

保健センター 

子ども家庭支援センター 

放課後対策課  

・支援連絡会議開催回数：６回 

・協議件数：６件 

【内訳】  

支援プラン作成件数：６件 

子ども子育て応援ネットワークを基盤

に「こども家庭センター」機能を備えた

相談支援体制を整備し、両分野の連携・

協働を深化します。 

 

事業名 事業内容 

産後ケア事業 

地域子ども・子育て支援事業 

産後ケアを必要とする全ての母親とその子に対し、母親の育児に対する負担感の

軽減を図るため、宿泊型、日帰り型での産後ケアを実施しています。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

健康推進課  

年間利用実績 

利用者：369 組（宿泊型） 
年間利用見込 

・宿 泊 型:3,130 人日 

・日帰り型:4,221 人日 
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主な事業等 

事業名 内容 担当課 

母子健康教育 

（プレママ教室・ 

パパママ教室） 

プレママ教室、働く女性のためのプレママ教室、パパママ教室な

ど、出産準備のための講座を実施することにより、妊婦の健康や

妊娠中の不安解消、子育てに関する知識の普及や仲間づくりな

ど、保護者の子育てする力の向上に取り組んでいます。 

健康推進課 

保健センター 

乳幼児健康診査 

乳幼児の心身の成長過程において、特に重要な時期に健康診査を

実施し、乳幼児の成長、発達の状態を判断し、健全な育成が図ら

れるよう指導するほか、健康上問題のある場合は早期に治療を受

けるよう指導を行っています。 

健康推進課 

保健センター 

乳幼児健康相談 

就学前の乳幼児を対象として、子どもの成長・発達・育児の不安

や子育てに関する相談に、医師・保健師・管理栄養士・臨床心理

士などが応じています。 

健康推進課 

保健センター 

食育の推進 

＜保育施設での取組＞ 

望ましい食生活の基礎をつくるため、クッキング保育・食に関

する話・セレクト給食などの取組を年齢に応じて行い、園児の食

への興味・関心を高めます。 

また、保護者が食への理解を深められるよう、食育講習会・食

事相談や栄養だより・給食レシピ動画など食育情報を通じて家庭

における食育を推進します。 

＜保健所・保健センターでの取組＞ 

食と健康に関する情報を幅広く発信するために、区のホームペ

ージ「食育ガイド」やデジタル技術等を活用しながら、食育のス

タートにあたる胎児期からライフコースアプローチの視点を踏

まえた食育を推進します。食に関する体験や料理づくりの活動を

通じ健康で自立した食生活が実践できるよう「食べる力」を育ん

でいきます。 

また、食育の原点となる共食の重要性の理解促進に取り組んで

いきます。 

＜学校での取組＞ 

大学講師やプロの料理人等「食」の専門家を招き、子どもたち

が食に関する正しい知識等を学べるように、食育の授業を実施し

ます。 

また、児童・生徒が日常生活における食事のほか、伝統的な食

文化や食料の生産、流通、消費についても正しい理解を深めると

ともに、望ましい食習慣を身に付けることができるように、日々

の学校給食を通して食育を推進します。さらに、親子（食育）ク

ッキングを実施し、親子で食事を作る楽しさを伝えるとともに、

家庭における食育も推進します。 

子育て支援課

健康推進課 

学務課 

指導室 

予防接種 

感染症による患者の発生とまん延を予防するため、予防接種法

に基づく定期予防接種および予防接種法に基づかない任意予防

接種を実施しています。 

また、保護者の負担軽減と接種忘れを防止するため、「ちゅう

おう子育てナビアプリ」で予防接種スケジュールの自動生成と接

種時期の勧奨を行うサービス「かんたん予防接種スケジュール」

を提供しています。 

健康推進課 
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事業名 内容 担当課 

子どもの事故予防 

乳幼児健康診査などを活用し、発達段階に応じた事故予防の

普及啓発を図っています。 

また、子どもの事故が多く発生する０～３歳児の保護者へは、

乳幼児健康診査時に事故経験の有無等を個別に聞き取り、適切な

助言・指導を行っています。 

健康推進課 

保健センター 

ツインズクラブ 

双子・三つ子を妊娠、子育てされている家庭ならではの妊娠・出

産・育児の楽しみ、不安や悩みなど、同じ仲間同士でお話ができ

る交流会を実施しています。 

月島保健センター 

晴海保健センター 

コミュニティバス

（江戸バス）無料乗

車券の交付 

妊婦の通院、乳幼児健診、日常生活や親子で外出する際などに使

用していただくため、区内に在住の妊婦及び対象乳幼児（２歳到

達月の末日まで）を養育している方へコミュニティバス（江戸バ

ス）の無料乗車券を交付しています。 

健康推進課、

交通課 

特定不妊治療費 

（先進医療）助成 

保険適用された特定不妊治療（体外受精および顕微授精）と併せ

て行った先進医療費について、経済的負担の軽減を図るために費

用の一部を助成しています。 

健康推進課 

誕生記念植樹 
新生児誕生のお祝いと緑化意識の高揚のため、公園などに記念植

樹を実施しています。 
水とみどりの課 

育児中の保護者社会

参加応援事業「ほっと

一息私の時間」 

育児に多くの時間を費やしている保護者に対し、男女平等センタ

ーにおいて、社会参加の機会と交流の場を提供しています。 
総務課 

 

 

プレコンセプションケア 

コンセプション（Conception）は受胎、つまりおなかの中に新しい命をさずかることを

いいます。そして、プレコンセプションケア（Preconception care）とは、将来の妊娠を

考えながら女性やカップルが自分たちの生活や健康に向き合うことです。 

早い段階から正しい知識を得て健康的な生活を送ることで、将来の健やかな妊娠や出産

につながり、未来の子どもの健康の可能性を広げます。今は妊娠や結婚を考えていない人

も、プレコンセプションケアを実施することで健康になり、より充実した人生を送ること

につながります。 

 

 

※具体的なアクションにつながるための参考となる情報を集

めた「プレコンノート」及び「プレコンノート」ウェブサイ

トを国立成育医療研究センターが公開しています。ぜひご覧

ください。 

 

 

出典：国立研究開発法人国立成育医療研究センターＨＰ 

【URL】https://www.ncchd.go.jp/hospital/about/section/preconception/preconnote/ 

 

コラム 

https://www.ncchd.go.jp/hospital/about/section/preconception/preconnote/
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方向性２ 基本施策３ 教育・保育環境の整備 

【現況と課題】 

本区の乳幼児人口（０～５歳）は、令和２(2020)年から減少傾向にありましたが、令和５(2023)

年以降再び増加しています（Ｐ11 参照）。また、保育ニーズ率は、１・２歳、３～５歳では上昇

傾向で、０歳においても令和４(2022)年度から令和５(2023)年度にかけて若干低下しましたが、

令和６(2024)年度に再び上昇に転じています。 

本区では、令和２(2020)年から令和６(2024)年までの５年間で認可保育所を新たに 22 園開設

するなど 1,200 人以上の保育定員の拡大を図っており、保育所待機児童数も令和４年以降ゼロ

となっています。 

 

保育ニーズ率の推移 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

０歳 24.0％ 24.3％ 19.8％ 19.4％ 22.7％ 

１・２歳 54.8％ 57.3％ 58.1％ 59.1％ 64.5％ 

３～５歳 52.1％ 54.1％ 57.0％ 58.2％ 59.2％ 

計 48.1％ 50.2％ 50.9％ 51.9％ 54.9％ 

※資料：中央区資料 

 

「子育て支援に関するニーズ調査」の結果では、就学前児童保護者のフルタイム共働きの家庭

の割合は前回より高くなっている（平成 30 年:54.5％、令和５年:63.5％）とともに、定期的に

利用したい施設・事業では、保育所（区立・私立認可保育所、認証保育所、小規模保育事業所）・

保育事業（居宅訪問型保育事業、企業主導型保育事業）・保育施設（事業所内保育施設、認可外

保育施設）、認定こども園（長時間）、ベビーシッターを希望する割合が、０歳で５割台、１・

２歳で８割、３～５歳で６割台後半となっており、実際の保育ニーズ率を大きく上回っています。

そのため、今後も地域ごとの乳幼児人口、保育ニーズの変化を注視しながら、きめ細かに対応し

ていくことが必要です。 

また、区立幼稚園の利用者数は減少傾向にありますが、「子育て支援に関するニーズ調査」の

結果では、定期的に利用したい施設・事業では、３～５歳で幼稚園、認定こども園（短時間）等

を希望する割合が３割前後となっています。教育環境のさらなる充実を図るため、区立幼稚園で

は、令和６（2024）年４月から新たに弁当給食と全園での預かり保育を実施しております。今後

も幼稚園の利用ニーズを踏まえながら、子どもと保護者から支持されるよう、魅力ある園づくり

を進めていく必要があります。 
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定期的に利用したい施設・事業（０～５歳の各歳別）（全体）【子育て支援に関するニーズ調査】 

＜該当の年齢以下で回答があった人＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※資料:令和５年度子育て支援に関するニーズ調査結果（就学前児童保護者対象調査より） 

 

加えて、本区の小学生人口は増加傾向にあるため、区内の住宅開発動向のほか、教育施設の需

要・老朽化への対応や地域の状況を踏まえながら、適切な時期に学校施設を整備・改修していく

必要があります。 

 

【取組の方向性】 

●地域ごとの乳幼児人口、保育ニーズの変化を注視しながら、保育所等の整備計画を随時検討

し、今後も保育所待機児童数ゼロの継続を目指します。 

● 区立幼稚園の利用ニーズを踏まえ、教育環境のさらなる充実を図るとともに、魅力ある園づ

くりを進めていきます。 

●今後の児童・生徒数増加に対応するため、引き続き、学校施設の計画的な整備・改修を行い

ます。 

 

  

(%)

区
立
幼
稚
園
（

通
常
の
教
育
時
間
の
利
用
）

区
立
幼
稚
園
（

通
常
の
教
育
時
間
の
利
用
 
＋
 
日
常
的

な
預
か
り
保
育
）

私
立
幼
稚
園
、

中
央
区
立
以
外
の
公
立
幼
稚
園
（

通
常
の

教
育
時
間
の
利
用
）

私
立
幼
稚
園
、

中
央
区
立
以
外
の
公
立
幼
稚
園
（

通
常
の

教
育
時
間
の
利
用
 
＋
 
日
常
的
な
預
か
り
保
育
）

区
立
認
可
保
育
所

私
立
認
可
保
育
所

認
定
こ
ど
も
園
（

短
時
間
保
育
）

認
定
こ
ど
も
園
（

長
時
間
保
育
）

認
証
保
育
所

事
業
所
内
保
育
施
設
（

区
で
認
可
さ
れ
て
い
る
も
の
）

小
規
模
保
育
事
業
所

居
宅
訪
問
型
保
育
事
業
（

障
害
児
向
け
）

居
宅
訪
問
型
保
育
事
業
（

待
機
児
童
向
け
）

認
可
外
保
育
施
設

企
業
主
導
型
保
育
事
業

ベ
ビ
ー

シ
ッ

タ
ー

保
護
者
が
子
ど
も
を
見
ら
れ
る
た
め
、

利
用
を
希
望
し
な

い 就
労
は
し
て
い
る
が
、

在
宅
勤
務
や
子
連
れ
出
勤
を
し
て

い
る
た
め
、

教
育
・
保
育
事
業
の
利
用
を
希
望
し
な
い

そ
の
他

０歳の４月１日 (n=   65) 0.0 0.0 0.0 0.0 27.7 9.2 1.5 1.5 3.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.5 12.3 41.5 1.5 0.0

１歳の４月１日 (n=  413) 1.0 1.2 0.5 0.0 33.4 22.8 1.2 10.9 2.9 0.2 0.2 0.0 0.2 1.0 1.5 7.5 14.0 1.0 0.5

２歳の４月１日 (n=  776) 1.8 1.8 1.2 1.0 35.2 23.7 0.9 11.0 3.7 0.4 0.5 0.0 0.1 3.7 1.3 4.0 8.1 0.9 0.6

３歳の４月１日 (n=1,200) 8.9 11.3 2.8 3.9 25.9 24.0 1.4 11.5 1.9 0.3 0.2 0.1 0.0 3.7 0.3 1.2 1.3 0.3 1.3

４歳の４月１日 (n=1,531) 9.2 12.6 2.9 4.1 24.6 23.3 1.4 12.6 1.9 0.1 0.1 0.1 0.0 4.0 0.4 1.4 0.3 0.0 1.2

５歳の４月１日 (n=1,826) 9.4 13.2 2.9 3.6 24.5 23.3 1.5 11.7 1.9 0.2 0.1 0.1 0.1 4.2 0.4 1.4 0.2 0.2 1.3
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【重点事業・主な事業等】 

重点事業 

事業名 事業内容 

保育環境の整備 

＜保育施設の整備＞ 

乳児人口の増加や共働き世帯の増加等により、保育所の需要が増加しているた

め、民間企業（株式会社）等の多様な主体に対する私立認可保育所等の開設支援

により、保育施設の整備を進め、待機児童を抑制するよう努めています。 

＜保育施設の整備、施設整備以外の保育事業等＞ 

平成 29 年度から、集団保育が難しい医療的ケアが必要な子どもに対し、乳幼

児の居宅において保育者による１対１の保育を行う居宅訪問型保育事業（障害児

向け）を行っています。 

また、令和元年度から、認可保育園に入れなかった方を対象に居宅に訪問して

１対１で保育を行う居宅訪問型保育事業（待機児童向け）を導入し、施設整備以

外の保育事業により、保育定員の拡大を図っていきます。 

＜育児休業後の保育施設の確保＞ 

０歳児の子どもの保護者が、保育所等への入所時期を考慮して、育児休業の取

得をためらったり、取得中の育児休業を途中で切り上げたりする状況があること

を踏まえ、育児休業満了時（原則１歳到達時）から円滑に保育施設を利用できる

ような環境を整えていく必要があります。  

認証保育所については、主に０～２歳児に対する保育ニーズに応える施設とい

う本来の役割を踏まえ、令和６年度から０～２歳児クラスに在籍する児童の保育

料補助を見直し、認可保育所の受け皿として強化を図っています。 

認可保育所において、定員に余裕のあるクラスの枠を活用し、１年間又は地域

によっては最大２年間限定で、１歳児又は２歳児の保育を実施します。（期間限

定型保育事業） 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

保育課 

＜保育施設の整備＞ 

・保育所等定員数（Ｒ６.４.１現在） 

０歳：518 人 

 １～２歳：2,596 人  

３～５歳：3,877 人 

※認可保育所・認定こども園・認証保 

育所・地域型保育事業の合計 

＜保育施設の整備、施設整備以外の保育事業等＞ 

・居宅訪問型保育事業（Ｒ６.４.１現在） 

  障害者向け：３人 

  待機児童向け：30人 

・認証保育所保育料補助等  

保育料補助件数：延べ 3,213 件 

 

 

 

 

 

＜保育施設の整備＞ 

・保育所等定員数 

０歳：554 人 

 １～２歳：2,792 人  

３～５歳：4,298 人 

※認可保育所・認定こども園・認証保 

育所・地域型保育事業の合計 

＜保育施設の整備、施設整備以外の保育事業等＞ 

・居宅訪問型保育事業 

ニーズに応じて実施 

 

・認証保育所保育料補助等 

０～２歳児 

 補助額：令和６年度から実施してい 

る認可保育所保育料との差額相当額 

全額補助（上限月額６万４千円）を継 

続 

 ３～５歳児 

 令和９年度から区独自補助を終了 

※国による無償化分（上限月額３万

７千円）は継続 
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重点事業 

事業名 事業内容 

＜育児休業後の保育施設の確保＞ 

・１歳児から定員設定の保育施設数： 

31 園（認定こども園を含む) 

・期間限定型保育事業（４，５歳児クラ 

スの空きを利用し１歳児の保育を実施） 

実施認可保育所：６園 

１歳児定員：30 人 

（Ｒ６.４.１現在） 

＜育児休業後の保育施設の確保＞ 

・引き続き、１歳児からの定員設定と

する保育施設整備に取り組みます。 

・認可保育所において、定員に余裕の

あるクラスの枠を活用し、１、２歳

児の保育を実施します。 

 
 

事業名 事業内容 

幼稚園預かり保育 

地域子ども・子育て支援事業 

幼稚園教育時間の終了後、引き続き保育を希望する保護者のニーズに応えるた

め、区立幼稚園及び幼保連携型認定こども園において預かり保育を実施していま

す。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

学務課 

実施園数：４園 

利用定員：135 人／1 日 

年間利用件数：18,484 件 

※利用定員、利用件数ともに登録利用  

と一時利用の合計 

実施園数:15 園 

利用定員:529 人／１日 

年間利用件数見込：16,559 件 

年間受入件数:127,725 件 

 

主な事業等 

事業名 事業内容 担当課 

「赤ちゃん・ふらっと」

設置の推進 

まちづくり基本条例で定める地域特性に応じた計画の反映事項

である「赤ちゃん・ふらっと事業」に関する協議に対応します。  

子ども家庭 

支援センター 

幼稚園弁当給食の

提供 

区立幼稚園全園で、希望者に対して無償で弁当給食を提供してい

ます。 
学務課 

通園バスの運行 
久松幼稚園の常盤園舎への移転に伴い、通園バスを運行しています。 

運行開始：令和６年９月 
学務課 

日本橋中学校の改築 

日本橋地域における生徒数の増加に対応するため、現在地におい

て日本橋中学校を改築します。 

新校舎開設予定：令和 11 年度 

学校施設課 

晴海西小学校第二

校舎の整備 

晴海地区における児童数の増加に対応するため、晴海四丁目に晴

海西小学校の第二校舎を整備します。 

開設予定：令和 11 年度 

学校施設課 
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幼稚園の預かり保育の拡充・弁当給食の提供 

令和６（2024）年４月から、区立幼稚園における教育環境のさらなる充実を図るため、

子育ての支援策の充実として区立幼稚園全園で弁当給食（無料）及び預かり保育を実施し

ています。 

提供される弁当「にこにこ給食」 は、栄養バランスが整えられており、様々な食材に

触れる機会となっています。保護者からは、「朝の時間を、子どもとゆっくり 

過ごせるようになった」、「今まで食べられなかった食材が食べられるようになった」な

どの声をいただいています。 

預かり保育では子どもの心身の負担に配慮した生活を大切にし、一人一人が自分のペー

スでゆったりと過ご せる場を提供しています。 

  

コラム 
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方向性２ 基本施策４ 教育・保育の質の向上 

【現況と課題】 

本区では、教育・保育の質の向上を図るため、区立幼稚園に対する幼児教育担当専門幹及び保

育所等に対する園長経験者等による定期的な巡回指導を実施しています。 

また、幼稚園教諭に対しては、職層研修やメンタティーチャーによるフォローアップを行うこ

とで、教育レベルの底上げを図っています。 

保育士に対しては、研修等で保育士同士が交流する場の提供や巡回相談等を通じたフォロー

アップ、宿舎借上支援や資格取得支援などを通じて保育士の確保と定着に努めています。加えて、

保育士の業務負担の軽減に向け、ICT 活用の推進に取り組んでいます。 

保育士による巡回指導等実績の推移（認可保育所及び地域型保育事業等） 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

私立認可保育所 449 回 252 回 483 回 596 回 583 回 

家庭的保育事業 19 回 5 回 － － － 

小規模・事業所内保育所 27 回 12 回 12 回 14 回 18 回 

認証保育所 113 回 37 回 75 回 117 回 96 回 

幼保連携型認定こども園 - - - 3 回 3 回 

区立・公設民営保育所 134 回 34 回 40 回 47 回 58 回 

認可外保育施設（委託） － － 114 回 145 回 151 回 

※資料：中央区資料 

「子育て支援に関するニーズ調査」の結果では、施設・事業を選ぶ上で、「教員・保育士の質

が高い」ことや、「幼児期に必要な教育が適正に行われている」ことを重視している状況がみら

れることから、より一層、教育・保育の質の確保・向上に努めていく必要があります。 

施設・事業を選ぶうえで重視する条件（全体）：複数回答（３つまで） 

【子育て支援に関するニーズ調査・就学前児童保護者】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

47.3

27.8

52.4

24.6

28.6

14.7

9.9

0.7

6.0

51.9

1.4

11.6

0 20 40 60 80

幼児期に必要な教育が適正に行われている

教育・保育の特色や方針が希望に合う

教員・保育士の質が高い

施設や設備が充実している

保育時間が利用希望に合う

認可されている施設である

利用料が適切である

親が運営・行事に関わる機会が多い

親が運営・行事に関わる機会が少ない（親の負担が軽い）

自宅からの距離が近いなど立地条件が良い

その他

無回答 全体(N=2,384)

（%）

※資料:令和５年度子育て支援に関するニーズ調査結果（就学前児童保護者対象調査より） 
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さらに、本区では、保育所と幼稚園において保育・教育内容を共有するとともに、「保幼小の

接続期カリキュラム」を作成し、小学校教育との接続をより円滑にできるよう取り組んでおり、

私立・公立を問わず区内の保育所と幼稚園、小学校が連携していることが、本区の保幼小連携の

特長と言えます。幼児期における教育は、幼児の主体的な活動としての遊びを通して、「生きる

力」の基礎を育み、小学校以降の教育の充実につながっていきます。 

引き続き、保幼小の連携を図り、子どもたちがどのような環境でも、のびのびと自分を発揮で

きるよう取り組んでいくことが重要です。 

また、国際化が進展する中で、本区では外国人の子ども（０～14 歳）の人口は増加傾向にあ

り、令和２年４月１日の 842 人から令和６年４月１日には 1,150 人となっています。外国人児

童・生徒が安心して学ぶことができるよう支援していくことも重要です。 

 

【取組の方向性】 

●教育・保育の質の向上を図るため、区立幼稚園及び保育所等に対する巡回指導を一層充実し

ていきます。 

●研修等で保育士同士が交流する場の提供や巡回相談等を通じたフォローアップ、宿舎借上

支援や資格取得支援などを通じて、保育士の確保と定着を図るととともに、保育士の負担軽

減に向け、ICT の活用を推進するなど、一層働きやすい環境づくりを進めます。 

●「保・幼から小」、「小から中」への円滑な接続を図り、就学前教育から義務教育にいたる

学びの連続性を確保するため、教員・保育士等の交流・連携を推進します。 

【重点事業・主な事業等】 

重点事業 

事業名 事業内容 

保育園巡回支援・ 

指導検査 

私立保育所等に対し、保育士等による定期的な巡回支援を行うとともに、子ども・

子育て支援法に基づいた指導検査を実施し、保育の安全性の確保と質の向上に取

り組みます。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

保育課 

学務課 

（１）巡回支援  

・私立認可保育所（62園）：583回  

・小規模・事業所内保育所（２園）：18回  

・認証保育所（12園）：96回  

・区立・公設民営保育所（16園）：58回 

・幼保連携型認定こども園（１園）：３回 

・認可外保育施設(32施設）：151回 

・都認可外巡回指導同行（42施設）：10回 

・都認証巡回指導同行（12施設）：４回 

（２）指導検査  

・私立認可保育所（62園）：57回 

※都との合同検査２回  

・小規模・事業所内保育所（２園）：２回 

・認証保育所（12園）：5回  

・区立・公設民営保育所（16園）：５回 

定期的な巡回をすることにより、保

育内容や安全性の確認をするととも

に、質の確保・向上に取り組みます。 

 また、認可外保育施設の巡回支援に

も取り組み、中央区全体の保育水準の

向上を図ります。 
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事業名 事業内容 

保育士への支援 

保育士等の処遇の改善やキャリアアップに向けた取組に要する費用、保育士等職

員の宿舎として民間賃貸物件を借り上げた場合の費用や開設時ＩＣＴ導入に要

した費用を補助するとともに、各園の課題に合わせた研修等を行うことにより、

保育士確保の支援や保育内容の充実を図り、保育の質の確保・向上を推進してい

きます。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度） 

子育て支援課 

保育課 

学務課 

・キャリアアップ補助金：77 園 

・保育士等職員宿舎借上支援事業補助

金(公設民営園を含む）：78 園 

・保育士資格取得支援事業補助金：３園 

・ICT 推進事業補助金：３園 

・実務研修 （区立・私立認可保育所等の

保育士、看護師、調理員対象）：15 回 

・私立園歳児別研修：２回 

引き続き、保育士確保に対応した事

業を実施します。 

 また、保育士一人ひとりの意欲を高

め、専門性の向上につながる研修を継

続して行います。 

 

事業名 事業内容 

保幼小の連携 

幼稚園教員や保育士の指導力を向上させるとともに、保・幼・小の連携強化の

充実を図ることで、その成果を保育所・幼稚園・小学校での保育や教育に展開し

ていきます。 

こうした取組を通じて、「保・幼から小」「小から中」への円滑な接続を図り、

就学前教育から義務教育にいたる学びの連続性を確保します。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

子育て支援課 

保育課 

指導室 

保幼小における合同連絡会・連携の実施 

連絡会：２回 

連携日：22 回 

 

保幼小連携推進委員会の実施：６回 

保幼小連携推進委員会作成の指導資料

等を活用し、幼児期から小学校入学後

の接続期における段階的指導を充実さ

せるとともに、幼児教育から小学校教

育９年間の学びの連続性を担保しま

す。 

 

  

・都検査立会い 認可保育所：０回  

・都検査立会い 認証保育所：０回  

・都検査立会い 認可外保育所：６回 

・幼保連携型認定こども園（１園）：１回 

※都との合同検査１回 
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主な事業等 

事業名 内容 担当課 

保育体制強化事業 
多様なサポート人材を保育に係る周辺業務に活用し、保育士の負

担軽減を図る保育事業者に対し、経費の一部を補助しています。 
保育課 

すくわくプログラム 

幼稚園における教育環境のさらなる充実を図るため、令和７年

度から幼稚園および幼保連携型認定こども園全園で「すくわくプ

ログラム」を試行的に実施します。 

※すくわくプログラム…主体的・協働的な探究活動を通じ、子ども

の豊かな心の育ちを支援する取り組みです。 

学務課 

学校評価 

学校運営の改善と発展を図るため、全小中学校および幼稚園に

おいて、「教職員による自己評価」と「自己評価の結果を踏まえ

た保護者や地域住民等の学校関係者による外部評価」を実施し、

結果を公表します。 

また、４年に一度の周期で学校運営に専門的な識見のある第三

者を加えた外部評価を実施します。 

指導室 

外国人児童・生徒へ

の支援 

外国人児童・生徒が、言葉や生活習慣の違いを克服し、速やかに

日本の学校教育に適応できるよう、状況に応じて 60 時間を限度

に日本語の語学指導員を配置しています。 

教育センター 

教育・保育における

安全対策 

幼稚園や保育所、地域型保育事業等を利用する児童の安全を確保

するため、事故発生防止の措置や事故発生時の対応、再発防止の

取組を促進していきます。 

子育て支援課 

保育課 

学務課 

指導室 

バスさんぽ 
私立認可保育所等の園児がのびのびと外遊びができるよう、近隣

の比較的広い公園等までのバス送迎を実施しています。 
保育課 

遊びや活動の場の

確保 

私立認可保育所等に対し、区立保育所のプール・園庭の開放およ

び区内の運動場等を開放し、交流による集団遊びの経験を広げ、

子どもの成長・発達を促す環境づくりを進めていきます。 

子育て支援課 

保育課 

スポーツ課 
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保育の質の向上に向けた取組み（巡回指導・支援、研修） 

 

保育所は、生涯にわたる人間形成にとって極めて重要な乳幼児期の子どもの福祉を積極 

的に増進することに最もふさわしい生活の場であることが求められる児童福祉施設です。 

保育士等には、日々の生活や遊びの中で、子どもが安心感と信頼感を持って活動できるよう、 

一人一人の子どもの思いや願いを受け止めるとともに、子どもの主体的な活動を重視し、計 

画的に環境を構成することや応答的に関わることが求められます。 

本区では、保育の質の向上に向けて、認可保育所等に対し、保育士等が保育・衛生・安全 

  の視点から定期的に巡回し、相談に応じたり、指導および助言を行っています。認可外保育 

施設については、令和３年度より委託による巡回を行っています。 

また、保育に関する専門知識を身に付け、技能の向上を図るため、さまざまな研修を実施 

しています。 

【保育士の研修（令和５年度実績）】 

■区立・私立認可保育所等向け実務研修（区実施） 

 保育士向け：「乳幼児の事故防止、保育における安全対策や緊急時の対応について」 

「子どもらしさを大切にする保育」ほか 参加人数 385 人 

看護師向け：「子どもの歯と口のケガ（未就学児）」「医療的ケア児受入に係る研修」  

参加人数 72 人 

調理員向け：「調理業務の責任と役割について」「調理技術のスキルアップ」ほか  

参加人数 487 人 

■私立認可保育所向け研修（区実施） 

「就学前教育と小学校教育との接続」 

  参加人数 56人 

「乳児期の主体性を育む保育とは」     

  参加人数 43人 

■認証・認可外保育所向け研修（都または都外郭団体実施） 

認証保育所施設長研修・中堅保育士研修  

参加人数４人 

認可外保育施設職員テーマ別研修 

■私立認可・認証保育所向け研修（都または都外郭団体実施） 

「就学前教育カンファレンス」「幼稚園教育研究協議会」ほか 

 参加人数 10名 

■私立認可・認証保育所向け研修（こども家庭庁実施） 

「保育実践充実推進のための中央セミナー」 

 参加人数３人 

コラム 
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方向性２ 基本施策５ 多様な子育て支援サービスの提供 

【現況と課題】 

本区では、保護者の負担を軽減し、安心して子育てできる環境の確保のため、一時預かり保育

や病児・病後児保育などの子育て支援サービスを提供するほか、ファミリー・サポート・センタ

ー事業による地域における子育ての相互援助活動等を推進しています。 

また、地域の身近な場所で子育て中の親子の交流や仲間づくりの場を提供するとともに、保育

士等の専門スタッフが子育てに関するさまざまな情報提供や育児に必要な助言を行う子育て交

流サロン「あかちゃん天国」を区内７カ所で展開しています。さらに、休日や年末年始、夜間の

就業など、保護者の就労形態が多様化していることから、延長保育やトワイライトステイ（夜間

保育）、区立幼稚園では、幼稚園教育時間終了後や夏休みなどの長期休業期間中に園児をお預か

りする預かり保育事業を全園で実施しています。 

令和３年度からは、東京都の制度を活用したベビーシッター利用支援事業（一時預かり利用支

援）を実施し、居宅型保育サービスの選択肢を増やしました。 

「子育て支援に関するニーズ調査」の結果では、一時預かりの利用希望は７割弱、病児・病後

児保育の利用希望（親が仕事を休んで子どもを看た人）は５割と高くなっており、自由回答では

「予約が取りにくい」、「手続きを簡素化してほしい」等の意見が多くみられました。   

こうした意見も踏まえ、令和６（2024）年度より、一時預かり保育及びトワイライトステイで

オンライン予約システムを導入しましたが、引き続き、利用者の利便性向上に向けた検討が必要

となっています。 

また、ファミリー・サポート・センター事業については、提供会員数は横ばいの状況にあり、

提供会員の確保に努めていく必要があります。 

 

一時的な預かり事業の利用希望（全体） 

【子育て支援に関するニーズ調査・就学前児童保護者】 

 

 

 

 

 

 

 

  

利用したい

69.1 

利用する必要はない

29.8 

無回答

1.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(N=2,384)

※資料:令和５年度子育て支援に関するニーズ調査結果（就学前児童保護者対象調査より） 
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区の病児・病後児保育の利用希望（全体）【子育て支援に関するニーズ調査・就学前児童保護者】 

＜この１年間に子どもの病気やケガの経験があった人で、父親や母親が仕事を休んで子どもを看た人＞ 

 

 

 

 

 

 

※資料:令和５年度子育て支援に関するニーズ調査結果（就学前児童保護者対象調査より） 

【取組の方向性】 

●働き方、生活スタイル、家族形態の多様化に伴う子育て支援ニーズの変化に柔軟に対応でき

るよう、利用者目線に立ち、利便性の向上を図るとともに、きめ細かな子育て支援サービス

の提供に努めます。 

●時間外保育（延長保育事業）や幼稚園預かり保育を全園で実施するなど、多様な保育ニーズ

に対応します。 

●ファミリー・サポート・センター事業については、潜在会員(登録はしているが活動してい

ない会員)の活用や提供会員確保に向け啓発や情報発信を強化し、マッチングしやすい素地

を整えることで、地域で子育てを支え合う活動を支援していきます。 

 

【重点事業・主な事業等】 

重点事業 

事業名 事業内容 

時間外保育事業 

（延長保育事業） 

地域子ども・子育て支援事業 

認可保育所、認定こども園で通常保育の前後の時間に、時間外保育を実施してお

り、月極利用とスポット利用（１日単位）の２種類があります。さらに京橋こど

も園では、スポットの夜間保育も実施しています。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

子育て支援課 

保育課 

学務課 

・延長保育利用定員：1,079 人 

・区立スポット固定枠定員：48 人 

・認証保育所 19 時以降契約者：34 人 

延長保育利用定員見込:1,236 人 

区立スポット固定枠定員:48 人 

認証保育所枠:34 人 

 

  

できれば利用したいと思った

51.5 

利用したいとは思わなかった

47.7 

無回答

0.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1,292)
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事業名 事業内容 

子育て交流サロン

「あかちゃん天国」 

地域子ども・子育て支援事業 

地域の身近な場所で、子育て中の親子の交流や仲間づくり、育児相談等を行

う事業です。中央区では、親子のふれあいと交流の場を提供するとともに、

保育士等の専門スタッフが子育てに関する情報提供や育児相談、助言を行っ

ています。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

放課後対策課 
拠点数：７カ所 

延べ利用人数実績：乳幼児 147,373人 

拠点数:７カ所 

延べ利用人数見込：乳幼児 167,327人 

 

事業名 事業内容 

一時預かり保育、 

トワイライトステイ、 

ファミリー・サポート・

センター事業 

＜一時預かり保育事業（一時保育・緊急保育）＞地域子ども・子育て支援事業 

保護者の育児疲れや冠婚葬祭等の理由により家庭での保育が一時的に困

難となった場合に、日中、保育所その他の場所において一時的に子どもを預

かる事業です。 

中央区では保護者の育児疲れや冠婚葬祭等の理由により一時的に子ども

を預かる一時保育と、保護者の入院等の緊急の理由により家庭での保育が一

時的に困難になった場合に子どもを預かる緊急保育を実施しています。ま

た、公私連携認定こども園等においても、一時預かり保育を実施しています。 

＜トワイライトステイ＞地域子ども・子育て支援事業 

保護者が就労等により帰宅が夜間になる場合に、一時的に子どもを預かる

事業です。 

＜ファミリー・サポート・センター事業＞地域子ども・子育て支援事業 

依頼会員と提供会員による会員組織を設置し、保育所への送迎や一時的な

保育など地域において会員同士が子育てを相互に援助する事業を実施して

います。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

子ども家庭支援センター 

＜一時預かり保育＞  

一時預かり保育（８施設）  

延べ利用人数：15,233人  

＜トワイライトステイ＞  

トワイライトステイ（２施設）  

延べ利用人数：560人  

（内訳） 

幼児室（未就学児）： 486人  

児童室（小学生） ：  74人  

＜ファミリー・サポートセンター事業＞  

提供会員数：254人  

両方会員数：92人  

活動件数：1,779件  

※活動件数は就学前・就学後児童

の合算  
 

＜一時預かり保育＞  

一時預かり保育:(９施設) 

延べ利用人数見込：17,253 人 

延べ利用人数(受入最大枠)：57,662 人 

＜トワイライトステイ＞   

トワイライトステイ（２施設） 

延べ利用人数見込み：611 人 

延べ利用人数(受入最大枠):10,350 人 

 

＜ファミリー・サポートセンター事業＞ 

引き続き、地域における育児の相互

援助活動を推進し、子育て家庭の多

様なニーズへの対応を図ります。 
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事業名 事業内容 

病児・病後児保育事業 

地域子ども・子育て支援事業 

入院加療の必要のない病中または病気回復期の子どもを保護者が家庭で保

育できない場合に、医療機関や保育所等に付設された専用スペース等におい

て、保育士等が一時的に保育する事業です。 

中央区では区が委託する医療機関または認証保育所の４施設の保育室で

預かる事業を実施しています。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

子ども家庭支援センター 
病児・病後児保育（４施設）  

延べ利用人数：1,637 人  

病児･病後児保育(４施設) 

延べ利用人数見込:2,583 人 

 

事業名 事業内容 

子どもショートステイ 

地域子ども・子育て支援事業 

保護者が疾病等により子どもの養育が困難になった場合、宿泊により短期

間預かる事業です。 

中央区では生後 57 日～中学校３年生の子どもを対象に、区が委託する区

外２施設（乳児院、児童養護施設）または区内の協力家庭において実施して

います。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

子ども家庭支援センター 

＜定員数（人）＞ 

養護施設：１人 

乳児院：１人 

協力家庭：４人 

＜延べ利用宿泊日数（総日数：日)＞ 

 （内訳）養護施設 59 日 

     乳児院  58 日 

     協力家庭 ０日 

＜定員数（人）＞ 

 養護施設:１人 

 乳児院:１人 

 協力家庭:５人 

＜年間利用定員延べ日数＞ 

 ・延べ利用人数見込：117 人 

・受入最大枠：2,555 人日 

 

主な事業等 

事業名 内容 担当課 

こども誰でも通園

制度（乳児等通園支

援事業）の実施検討 

保護者の就労要件を問わずに、０歳６カ月から３歳未満の子ども

を、月一定時間まで時間単位で保育園等を利用できる新たな通園

制度「こども誰でも通園制度」の実施を検討します。 

※国では、令和 8(2026)年度から全国で実施予定 

保育課 

保育所における子

育て支援や社会参

加の場の提供【再掲】 

在園児のご家庭だけでなく、未就園児のご家庭が園の様子、関わ

り方を見て日々の育児の参考にしてもらう場を提供しています。 

また、小・中・高校生などが育児体験などが育児や保育の仕事を

経験できる場として充実させていきます。 

保育課 

乳幼児クラブ 

児童館において、０歳児から２歳児までの子どもを持つ親子を対

象に、さまざまな遊びや季節感を取り入れた行事を通して、親子

の絆や地域の親同士・子ども同士の交流を深め、子育てを支援す

る「乳幼児クラブ」を実施しています。 

放課後対策課 

遊び場「すきっぷ」 
「あかちゃん天国」を卒業した３～５歳児のための遊び場事業を

実施しています。 
子ども家庭支援センター 

ベビーシッター利用

支援事業 

（一時預かり利用支援） 

日常生活上の突発的な事情等により、一時的にベビーシッターに

よる保育を必要とする保護者や、ベビーシッターを活用した共同

保育を必要とする保護者に対し、利用料の一部を補助します。令

和６（2024）年７月から補助上限の引き上げや緊急対応枠を創設

し、子育て家庭におけるセーフティネットを強化しています。 

子ども家庭支援センター 
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事業名 内容 担当課 

緊急一時保育援助

事業 

保護者の入院等の理由により、家庭での保育が一時的に困難にな

った場合に、区と契約した事業者から保育員（ベビーシッター）

を派遣します。 

子ども家庭支援センター 

育児支援ヘルパー

派遣事業 

妊娠中または出産後６カ月に達するまでの育児や家事支援を必

要としている家庭に、区と契約した事業者から育児支援ヘルパー

を派遣し、妊産婦の家事・育児負担を軽減します。 

子ども家庭支援センター 

幼稚園預かり保育

【再掲】 

地域子ども・子育て支援事業 

幼稚園教育時間の終了後、引き続き保育を希望する保護者のニー

ズに応えるため、区立幼稚園全園において預かり保育を実施して

います。 

学務課 

多様な集団活動等

利用支援事業 

小学校就学前の幼児を対象とした多様な集団活動について、当該

集団活動を利用する保護者の経済的負担を軽減する観点から、そ

の利用料の一部を補助しています。 

学務課 

 

 

ファミリー・サポート・センター 

子育ての援助が必要な方と子育ての援助ができる方がそれぞれ会員になり、お互いに助

け合いながら地域で子育てをする相互援助活動で、人と人をつなぎ、子どもを笑顔にする

仕組みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ファミリー・サポート・センターでは、子育てサポーター（提供会員）を募集しています。 

  🌸送迎活動のみ、短時間の預かりのみでもＯＫです！ 

    例えば 「保育園、幼稚園、学童クラブの送り迎え」、「保育施設の時間外や学校の放課後の 

お子さんの預かり」、「習い事の送迎」 

  年に３回、提供会員の登録会を開催しております。詳細は社会福祉協議会在宅福祉サービス部 

（℡:３２０６－０１２０）にお問合せください。 

  

コラム 
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方向性２ 基本施策６ 子どもの居場所づくり 

【現況と課題】 

本区の小学生人口（６～11 歳）は、平成 31（2019）年の 7,802 人から令和６（2024）年まで

の５年間で約 30％増加し、令和６(2024)年４月１日時点で、10,261 人となっています（Ｐ11参

照）。人口の増加に伴い、学童クラブでは定員を超える利用希望により待機児童が発生するとと

もに、そのニーズは多様化しています。 

そのため、本区では、区立小学校内への学童クラブの開設や民間学童クラブの誘致などによる

対策を進めており、学童クラブの利用可能人数は令和２（2020）年度の 585 人から令和６（2024）

年度には 1,273 人と４年間で２倍以上に拡充しています。しかしながら、待機児童数は横ばいで

あり、令和６（2024）年度は 229 人となっています(Ｐ51・52 参照）。 

令和６(2024)年度から実施している「プレディプラス」事業では、区立小学校内に学童クラブ

を設置し、学童クラブ所属児童とプレディ所属児童が一緒に過ごし、全ての児童が放課後を安全

に安心して過ごし、多様な体験・活動を行う環境を整えています。子どもにとって、学校は学び

の場としてだけでなく、学童クラブの活動の場としても、安全に安心して過ごし、他者との関わ

りを育てる大切な居場所のひとつです。そのため、こうした取組を進め、学童クラブの待機児童

を解消し、放課後に安心して過ごせる場所を確保することが必要です。 

「子育て支援に関するニーズ調査」の結果では、フルタイム共働き家庭の割合は、小学生児童

保護者（平成 30 年:39.4％、令和５年:45.2％）、将来の学童クラブ利用者になる、就学前児童

保護者（平成 30年:54.5％、令和５年:63.5％）とも前回より高い数字となっています。 

また、同調査結果では、子どもが放課後過ごす場所として重視していることは、「子どもが安

全・安心に過ごせること」が最も高く、「家や学校に近いこと」、「希望する時間に利用できる

こと」が続いています。 

子どもが放課後過ごす場所として重視していること：複数回答（３つまで） 

【子育て支援に関するニーズ調査・小学校児童保護者】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

91.3

16.9

39.7

25.3

12.5

1.6

2.7

1.0

2.7

24.5

18.3

3.7

1.7

14.8

2.1

41.9

1.5

2.9

0 20 40 60 80 100

子どもが安全・安心に過ごせること

充実した施設・設備があること

希望する時間に利用できること

スタッフ（職員等）が充実していること

子どもの遊び支援など日常活動が充実していること

異年齢（乳幼児から大人までとの）による活動が充実していること

行事や地域交流活動が充実していること

運営に関する子どもの参画がなされること

障害児等、配慮を要する子どもへの配慮がされていること

勉強ができる環境があること

屋外で遊べる環境があること

大勢で過ごせる環境があること

少人数で家庭的な雰囲気で過ごせる環境があること

落ち着いてリラックスできる環境があること

保護者と一緒に過ごせること

家や学校に近いこと

その他

無回答

全体(N=2,130)

（%）

※資料:令和５年度子育て支援に関するニーズ調査結果（小学校児童保護者対象調査より） 



                                                       

- 112 - 

加えて、「子どもへのアンケート」の結果では、ほっとできる居場所について、いずれの調査

でも「自分の家」が最も多くなっていますが、「ほっとできる居場所はない」と回答する人も少

ないながらいることが分かります。自由回答では、「遊べる場所」、「体を動かせる場所」、「勉

強・学習ができる場所」など、居場所に対する意見が多く寄せられました。公開空地や公園での

遊び場が少ない本区において、子どもがのびのびと体を動かすことができる場所や遊び場等の子

どもの居場所を確保するため、学校や地域・事業者等と連携しながら取り組む必要があります。 

ほっとできる居場所（全体）【子どもへのアンケート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組の方向性】 

●プレディプラス事業等の推進により、学童クラブ待機児童の解消を目指します。 

●学童クラブとプレディが、子どもの安全・安心な居場所として、それぞれの特色を活かしな

がら受入態勢の充実を図るほか、多様なニーズに応えられるよう、さらなる事業の連携に努

めます。 

●学校や地域・事業者等と連携し、子どもが体を動かせる場所や遊び場等、子どもが安全に安

心して過ごしながら他者との関わりを育むことのできる子どもの居場所の確保に努めます。 

77.5

3.1

3.1

2.4

0.7

2.9

0.5

1.9

2.7

0.7

2.7

1.7

0.0

88.1

3.0

0.7

0.0

0.0

2.2

0.0

0.0

0.0

1.5

2.2

1.5

0.7

90.1

0.0

0.7

2.0

0.0

1.3

0.0

0.0

0.7

1.3

2.6

1.3

0.0

0 20 40 60 80 100

①自分の家

②友達の家

③祖父母や親せきの家

④塾（予備校）や習い事

⑤児童館

小学生：児童館（学童クラブ）

⑥学校（部活動・委員会活動等）

小学生：学校（クラブ・委員会活動、プレディ、

学校内学童クラブなど）

⑦地域のスポーツクラブ・サークル活動など

⑧公園

⑨図書館

⑩お店（ファーストフード店、ファミリーレストラン、

カラオケ、ゲームセンターなど）

⑪その他

⑫ほっとできる居場所はない

無回答

小学生調査 (N=413)

中学生調査 (N=134)

高校生世代調査(N=151)

（%）

※資料:令和６年度（仮称）中央区こども計画策定に向けた子どもへのアンケート調査結果 
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【重点事業・主な事業等】 

重点事業 

事業名 事業内容 

子どもの居場所づくり 

＜学童クラブ（放課後児童健全育成事業）＞地域子ども・子育て支援事業  

放課後帰宅しても保護者の就労等により家庭で適切な保護育成を受けられな

い児童に対して、遊びや生活の場を提供して、その健全育成を図る事業です。 

中央区では区立児童館８館及び一部の小学校内で学童クラブ事業を実施してい

ます。 

＜子どもの居場所「プレディ」（放課後子ども教室）＞地域子ども・子育て支援事業  

子どもたちの健全育成を図るため、保護者の就労状況にかかわらず、放課後や

土曜日などに学校施設内で児童が安全に安心して過ごせる「子どもの居場所」を

確保するための事業です。 

中央区では区立小学校 17 校のうち、13 校で「プレディ」を実施しています。 

＜プレディプラス事業＞ 

区立小学校内に学童クラブを設置し、放課後に使用できる教室等を活用しなが

ら、学童クラブ所属児童とプレディ所属児童が一緒に多様な体験・活動を行うこ

とができる事業です。 

＜民間学童クラブの誘致＞ 

学童クラブの待機児童数の増加等を踏まえ、民設民営の学童クラブを区内に誘

致するため、開設および運営に要する経費の一部を補助しています。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

放課後対策課 

＜学童クラブ（放課後児童健全育成事業）＞ 

クラブ数：27 クラブ 

定員数：1,028 人 

暫定定員数：105 人 

登録定数：140 人 

入所者数：1,075 人 

（R6.4.1 時点） 

＜子どもの居場所「プレディ」（放課後子

ども教室）＞ 

実施校数：13 校 

利用登録者数：3,040 人 

（R6.4.1 時点） 

＜民間学童クラブの誘致＞ 

クラブ数：１ 

＜学童クラブ（放課後児童健全育成事業）＞ 

クラブ数:33 クラブ 

定員数:1,290 人 

暫定定員数:105 人 

登録定数:140 人 

 

＜子どもの居場所「プレディ」（放課後子

ども教室）＞ 

実施校数:13 校 

利用登録者数：4,134 人 

 

＜民間学童クラブの誘致＞ 

クラブ数：８ 

 

事業名 事業内容 

校庭を活用した自転

車およびキャッチボ

ール空間の確保 

公開空地や公園での遊び場が少ない本区において、児童や保護者が自転車やキャ

ッチボールを安全安心に練習できる場所を提供するため、区立小学校の校庭を活

用します。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

学校施設課 
令和６年度新規事業 

 

引き続き、関係機関と連携し、安全な遊

び場の充実に努めます。 
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主な事業等 

事業名 事業内容 担当課 

子どもの学習・生活

支援事業 

生活保護受給世帯および児童扶養手当受給世帯ならびに就学

援助受給世帯の小学生、中学生、高校生世代を対象に、学習習慣

を定着させ、家庭での生活・育成環境の改善を継続的に行えるよ

う、学習・生活支援事業を実施しています。 

小学生・中学生に対しては少人数制指導の学習会を実施し、高

校生世代に対しては、開室時間内に自由に勉強・相談ができる学

習スペースを提供しています。 

地域福祉課・

子育て支援課 

児童館の運営 

＜児童館＞ 

区内の 18 歳までの児童に健全な遊び場を提供し、健康の増進

と豊かな情操を育てることを目的として、区内８カ所に児童館を

設置しています。  

児童を対象としたさまざまな行事を実施するほか、「あかちゃ

ん天国」、乳幼児クラブ、学童クラブなどの事業を行うとともに、

保護者の子育てに関する相談や児童からの相談を受けています。 

＜児童館でのボランティア活動の推進＞ 

児童館の行事などを、子どもの健全育成活動を行う青少年対策地

区委員会や民生・児童委員など各地域の方の協力により実施して

います。また、「あかちゃん天国」で小学生等が乳幼児のお世話

をするキッズボランティアを実施するなど、ボランティア活動を

推進します。 

放課後対策課 

公園・児童遊園の整備 
老朽化が進んだ公園等については、地域の特性やニーズ、自然環

境等に配慮しながら改修整備を行います。 
水とみどりの課 

桜川公園における

Park-PFI 

（公募設置管理制度） 

Park-PFI 制度を活用し、子どもの遊び場・子育て支援の場の充実

等に向けて、民間事業者の提案により、魅力的な公園へと再整備

を行います。 

水とみどりの課 

校庭（遊び場）開放 

学校休業日（原則、日曜日および休日）に、PTA などの協力を得

て、小学校の校庭を子どもの安全な遊び場として開放しています。 

また、月島第一小学校において、「校庭を活用した安心できる子

どもの遊び場づくり・体力づくり」を行っています。 

学校施設課 
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小学生の放課後の子どもの居場所（学童クラブ、子どもの居場所「プレディ」） 

学齢期の放課後等の過ごし方が多様化する中、本区では「学童クラブ」と「プレディ」

それぞれの機能や特色を活かしながら、連携を図り、子どもの放課後の居場所づくりを推

進しています。 

１ 学童クラブ（放課後児童健全育成事業） 

児童福祉法の規定に基づき、放課後帰宅しても保護者の就労等により家庭で適切な保

護育成を受けられない児童に対して、遊びや生活の場を提供し、その健全育成を図る事

業です。 

（１）児童館学童クラブ 

区立小学校に在籍している児童又は区内に居住し、区の区域外の小学校に在籍して

いる児童を対象とした学童クラブで、区立児童館８館で実施しています。 

（２）学校内学童クラブ 

区立小学校内に学童クラブを設置し、当該小学校に在籍している児童又は当該小学

校の通学区域に居住する児童を対象としています。令和８年度までに 13の区立小学校

に設置する予定です。 

（３）民設民営学童クラブ 

児童福祉法に基づく放課後児童健全育成事業を実施する民間事業者が、独自のノウ

ハウを活用した保育を行って運営する学童クラブです。 

 

２ 子どもの居場所「プレディ」（放課後子ども教室） 

子どもの健全育成を図るため、保護者の就労状況にかかわらず、放課後や土曜日など

に児童が小学校の施設内で安全に安心して過ごせるよう居場所（遊び場）を提供する事

業です。 

（「プレディ」は、子どもたちがいきいきと遊び（Ｐｌａｙ）、学習（Ｓｔｕｄｙ）する

ことができることを願って中央区が創った愛称です。） 

すべての子どもを対象に、自由に利用できる「参加型｣で、「地域ぐるみで子育てを！」

という趣旨のもと、地域の方々の協力を得て、子どもたちと共に勉強やスポーツ・文化活

動、地域住民との交流活動等の取組を推進しています。 

 

コラム 

≪プレディプラス事業≫ 

区立小学校内に学童クラブを設置し、放課後に使用できる教室等を活用しながら、 

学童クラブ所属児童とプレディ所属児童が一緒に多様な体験・活動を行うことが 

できる事業です。 
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子ども・若者が心身ともに健やかに成長できるよう、関係機関が連携し、児童虐待の防止と総

合的な支援、子どもの貧困と格差の解消、ひとり親家庭やヤングケアラー等の配慮が必要な家庭

への支援に取り組み、すべての子ども・若者が幸せな状態で成長できるようにします。 

【目標達成の目安となる指標(KPI)】 

指標 現状値 目標値 

困っていることや悩んでいることが

あるときに話を聞いてくれる人がい

る子どもの割合【再掲】（※２） 

【子どもへのアンケート】 

小学生：78.9％ 

中学生：76.9％ 

高校生世代：75.5％ 

（令和６（2024）年度） 

小学生：87.0％以上 

中学生：85.0％以上 

高校生世代：83.0％以上 

（令和 10（2028）年度） 

経済的な理由による困窮経験があっ

たひとり親家庭の割合 

【ひとり親家庭実態調査】 

ひとり親家庭：44.6％ 

（令和５（2023）年度） 

ひとり親家庭：40.0％以下 

（令和 10(2028）年度） 

養育費について何らかの取り決めを

したひとり親家庭の割合 

【ひとり親家庭実態調査】 

ひとり親家庭：58.7％ 

（令和５（2023）年度） 

ひとり親家庭：65.0％以上 

（令和 10(2028）年度） 

中央区に「ずっと住み続けたい」と

思うひとり親家庭の割合 

【ひとり親家庭実態調査】 

ひとり親家庭：62.2％ 

（令和５（2023）年度） 

ひとり親家庭：68.0％以上 

（令和 10(2028）年度） 

ヤングケアラーを知らない子どもの

割合 

【子どもへのアンケート】 

小学生：38.5％ 

中学生：26.1％ 

高校生世代：16.6％ 

（令和６（2024）年度） 

小学生：31.0％以下 

中学生：20.9％以下 

高校生世代：13.0％以下 

（令和 10(2028）年度） 

※２ こども大綱上の数値目標：「どこかに助けてくれる人がいる」と思うこども・若者の割合」 

＜目標値:97.1％＞ 

 

【基本施策】 

1 育ちに支援を必要とする子どもへの支援 

2 児童虐待の未然防止と切れ目のない総合的支援 

3 子どもの貧困の解消に向けた支援 

4 ひとり親家庭の自立支援 

5 ヤングケアラーへの支援 

  

 方向性３ 
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方向性３ 基本施策１ 育ちに支援を必要とする子どもへの支援 

【現況と課題】 

本区では、「子ども発達支援センター ゆりのき」が中心となって、子どもの発達や育ちに関

する総合的な相談を受け、適切な療育につなげるとともに、保健・福祉・教育コーディネーター

の連絡調整により、「育ちに支援を必要とする子ども」の支援情報を蓄積した「育ちのサポート

カルテ」を活用しながら、保健・福祉・教育等の関係機関と連携して、「育ちに支援を必要とす

る子ども」が地域で安心して学び成長していけるようライフステージに応じた切れ目のない一

貫した支援を行う「育ちのサポートシステム」を推進しています。 

また、保健所・保健センターが実施する乳幼児健診に「子ども発達支援センター ゆりのき」

の職員を派遣する「ゆりのき連携発達相談」や、相談員による区内の保育所、認定こども園等へ

の巡回相談などを通じ、支援の必要な子どもの早期発見・早期療育を推進しています。 

区立小学校・中学校では、全校に特別支援教室を設置し、発達障害等のある児童・生徒の学習

上または生活上の困難さに応じた指導・支援を行い、学習能力や集団適応能力の伸長を図ってい

ます。さらに、教育センターの適応教室「わくわく 21」では、不登校であっても学力を維持でき

るよう、通室コースのほか、インターネット等を活用して自宅でも学習できる環境を整備すると

ともに、本人や保護者の希望に応じて個別学習支援を実施するなど、個に応じた指導を行ってい

ます。 

本区の子どもの人口が増加傾向にある中で、18 歳未満の障害者手帳交付者数も増加が見られ、

「子ども発達支援センター ゆりのき」が実施するこどもの発達相談の件数も増加傾向にありま

す。また、特別支援教室の入室者も増加傾向にあります。 

 

18歳未満の障害者手帳交付者数の推移 
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こどもの発達相談件数・実人数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特別支援学校・特別支援学級等の児童・生徒の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

※各年５月１日現在  

「子育て支援に関するニーズ調査」の結果では、子育てに関してほしい情報について、「子ど

もの発達や育児、しつけについて」が、就学前児童保護者で４割、小学校児童保護者で２割強と

なっており、保護者の関心が高い事項となっています（Ｐ41 参照）。 

引き続き、「子ども発達支援センター ゆりのき」を中心に、関係機関の連携を強化しながら、

「育ちのサポートシステム」を推進することが重要です。また、育ちを支えるサービス等の充実、

重症心身障害児、医療的ケア児への支援体制についても強化する必要があります。  
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【取組の方向性】 

●地域の療育拠点である「子ども発達支援センター ゆりのき」が中心となって、育ちに支援

を必要とする子どもを適切な療育につなげるとともに、関係機関と協力しながら早期発見・

早期療育に取り組みます。また、「育ちのサポートカルテ」を活用するなど、保健・福祉・

教育等の子どもに関わる関係機関が連携し、切れ目のない一貫した支援を提供する「育ちの

サポートシステム」を推進します。 

●育ちに支援が必要な子どもや障害のある児童が、健やかに成長し、家族とともに安心して暮

らせるよう、こどもの発達相談をはじめ、児童発達支援や放課後等デイサービスなど通所支

援等、育ちを支えるサービス等を充実します。 

●個に応じた指導を充実させるために、特別支援教育や不登校対応の専門家や関係機関と連 

携し、個別指導計画や個別の教育支援計画等に基づく学習指導を充実させます。 

 

【重点事業・主な事業等】 

重点事業 

事業名 事業内容 

育ちのサポートシステム 

育ちに支援を必要とする子ども」に対して、必要な支援につなげ適切な療育を行

うとともに、ライフステージに応じた切れ目のない一貫した支援を行うための

「育ちのサポートシステム」を推進しています。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

子ども発達支援センター 

・コーディネーター業務：延べ 1,900 件 

・育ちのサポートカルテ運用件数： 

186 件 

・ゆりのき連携発達相談： 

相談 27 件、紹介 22 件 

・保育園巡回相談：延べ 737 人 

・発達障害支援講演会：1 回 

引き続き、育ちのサポートシステムを

推進し、「育ちに支援を必要とする子ど

も」に対し、切れ目のない一貫した支援

を行います。 

 

事業名 事業内容 

障害児支援事業 

子ども発達支援センターを地域の中心施設とし、児童発達支援、放課

後等デイサービス、保育所等訪問支援などの障害児通所支援の充実を図

りながら、質の高い専門的な支援を行います。 

また、重症心身障害児や医療的ケア児が身近な地域で必要な支援を受

けられるよう、関係機関が連携した地域支援体制を構築するため、医療

的ケア児コーディネーターを活用しながら、自立支援協議会「医療的ケ

ア児等支援連携部会」で協議を進めます。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

子ども発達支援センター 

障害者福祉課 

＜子ども発達支援センターの実績＞ 

・児童発達支援：延べ 871 件 

・放課後等デイサービス：延べ 2,858 件 

・保育所等訪問支援：延べ 118 回 

・医療的ケア児等支援連携部会：2 回開催 

・医療的ケア児コーディネーターの配置 

引き続き、子ども発達支援センターを

中心に、障害児支援事業を実施します。 
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事業名 事業内容 

特別支援教育の充実 

障害のある子どもたちが自立し、社会参加するために必要な力を培い、一人一

人の可能性を最大限に伸ばし、生活や学習上の困難を改善・克服するための適切

な指導と必要な支援を行う教育環境づくりを進めます。 

また、個々の能力を伸長できるよう「育ちのサポートカルテ」を活用して、当

該児童・生徒の育ちの特性の理解や、保健・医療・福祉等の関係機関との緊密な

連携のもと、就学相談をはじめ、就学前の幼児期から義務教育９年間まで切れ目

のない支援を推進していきます。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

教育センター 

就学相談状況： 

小学校 126 件、中学校 21 件 

 就学相談については、幼稚園・保育所、

小学校等の関係機関と連携し、幼児・児童

の状況を適切に把握するとともに、一人

一人に合った適切な学習環境に繋げてい

きます。 

 また、就学後は、障害特性に応じた「多

様な学びの場」が提供できるよう基礎的

な環境整備を進めるとともに、ユニバー

サルデザインの考え方に基づいた指導を

取り入れ、支援の輪を広げていきます。 

 

事業名 事業内容 

適応教室「わくわく 21」 

不登校などの児童・生徒に充実した社会生活を営もうとする意欲や態度の育成

を図るため、不登校対策に関する中核的機能（スクーリング・サポート・センタ

ー「SSC」）として、教育センター内に適応教室を設置しています。 

適応教室では、個に応じた自習学習を中心とした学習活動や体験活動の支援を

行っており、学習用タブレットを活用した学習支援やオンラインによる朝の会な

ど、通室しなくても適応教室に参加できるように実施しています。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

教育センター 

・登録児童・生徒数 51 人 

（小学校：15 人、中学校：36 人） 

 

適応教室が児童・生徒が安心する居場

所となるよう、引き続き不登校や不登

校傾向のある児童・生徒に対する支援

を行っていきます。 

 

主な事業等 

事業名 事業内容 担当課 

こどもの発達相談 

０歳から高校生まで（新規相談は、原則として就学前まで）の子

どもの発達に関するさまざまな相談を受け、必要な検査・評価を

行い、子どもの発達状況に応じて、心理面接、個別療育（理学療

法、作業療法、言語療法）、集団療育または児童精神科などの専

門相談を活用し、適切な支援・療育を行います。 

子ども発達支援センター 
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方向性３ 基本施策２ 児童虐待の未然防止と切れ目のない総合的支援 

【現況と課題】 

子育て世帯に対する包括的な支援のための体制を強化し、児童の権利の擁護が図られた児童

福祉施策を推進するため、市区町村におけるこども家庭センターの設置の努力義務化や子育て

家庭への支援の充実、一時保護施設の環境改善及び児童相談所の支援の強化を図ること等が示

されました。 

本区では、子ども家庭支援センター「きらら中央」を中心に、虐待リスクのある家庭の相談・

支援など、児童虐待防止に取り組んでいます。その中で子ども家庭支援センター「きらら中央」

は、令和６（2024）年７月に中央区保健所等複合施設４階に移転し、子どもと子育て家庭に対す

る総合相談機能を強化しています。また、児童虐待の早期発見や要保護児童等に対する支援とし

て、同センターを調整機関とする「中央区要保護児童対策地域協議会」を設置しています。虐待

通告があった際には、48 時間以内に子どもの安全を確認するなど速やかに対応しています。 

今後も児童虐待の早期発見・早期対応のため、児童相談センターをはじめとする関係機関や子

どもの所属する園・校、民生児童委員などとの緊密な連携のもと、要保護児童等に対し、迅速で

きめ細かな支援を行っていく必要があります。また、児童虐待防止キャンペーンなど普及・啓発

に取り組み、児童虐待防止に向けた地域社会の意識づくりも大切です。加えて、児童相談センタ

ーと人材育成を共同推進し、子ども家庭支援センターの要保護児童等への対応力を強化してい

くことも求められています。 

【取組の方向性】 

●要保護児童等に対し、迅速できめ細かな支援を行うため、子ども家庭支援センターの体制を

強化するとともに、関係機関とのネットワーク強化を図るほか、児童虐待防止に向けた普

及・啓発を積極的に実施します。また、児童相談所への研修派遣などを通じ、引き続き人材

の育成に取り組みます。 

●母子保健と児童福祉の垣根を越えた相談支援体制の整備によって、妊娠期から子育て期に

わたる切れ目のない包括的な相談支援を行うことで、児童虐待の未然防止と早期発見に繋

げます。 
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＜児童虐待対応の流れ＞ 

地域の方や関係機関から、相談や通告、通報を受けると、警察署は児童相談センターに通告し、

子ども家庭支援センターや児童相談センターでは緊急受理会議にて対応方針を検討・協議し、子

どもを取り巻く状況について慎重に調査を行うとともに、48 時間以内に子どもの安全を確認し

ます。子ども・家庭の状況に応じて、子ども家庭支援センターが情報を管理し、関係機関と連携

して虐待の改善や深刻化防止に向けて継続支援をしたり、緊急保護が必要な場合は、児童相談セ

ンターや警察と連携して対応したりします。 

また、一時保護や施設入所から家庭復帰する児童についても児童相談センターと連携を図り、

区内関係機関と協力しながら虐待の再発防止に努めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【重点事業・主な事業等】 

重点事業 

事業名 事業内容 

養育支援訪問事業 

地域子ども・子育て支援事業 

虐待の未然防止に向けた取組として、保健所・保健センター等と連携し、特

定妊婦や子育てに強い不安を抱える家庭、虐待のおそれやリスクを抱えて特

に支援が必要な家庭に対して訪問により指導や助言を行う「養育支援訪問事

業｣を実施します。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

子ども家庭支援センター 

養育支援訪問事業  

支援家庭数：４家庭  

訪 問 回 数：75回 

（当日キャンセル除く）  

養育支援が特に必要であると判断さ

れる家庭に対し、相談支援・子育て世

帯訪問支援事業を活用することで、

虐待予防と適切な養育環境の確保を

図ります。 

非該当 

地域支援（子ども家庭支援センター） 
 
◎個別ケース検討会議 

◎所属園・校など関係機関との連携 

◎さまざまな区のサービス（養育支援訪問事

業等）の提供、調整 

◎進行管理会議 

児童相談センター 
 
◎児童の安全確認と調査 

◎児童福祉司指導 

◎一時保護 

◎施設入所、里親委託 

◎家族再統合プログラム 

専門性や権限が必要 

地域の支援が必要 

警察へ通報 

夜間、土・日・祝 緊急時 

虐待の発見（疑いを含む） 

子ども家庭支援センターへ通告 

（子どもほっとライン） 

児童の安全確認（48時間以内）と調査 

該当 

送致 

「１８９※」へ電話 

※児童相談所虐待対応ダイヤル 



                                          第４章 方向性ごとの取組内容＜方向性３＞                                                                                  

- 123 - 

 

事業名 事業内容 

中央区要保護児童

対策地域協議会・ 

児童虐待情報専用

電話「子どもほっ

とライン」 

地域子ども・子育て支援事業 

要保護児童などの早期発見と迅速かつ的確な対応および継続的な支援を

行うため平成 19年 12月１日から中央区要保護児童対策地域協議会を設置し

ています。子ども家庭支援センターが地域における支援の中核として調整機

関となり、関係機関が円滑に連携できるよう情報管理を行うとともに実務者

会議や個別ケース検討会などを開催しています。 

さらに児童虐待についての情報を集約するため、児童虐待情報専用電話

（子どもほっとライン）を設置しています。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

子ども家庭支援センター 

・要保護児童対策地域協議会 

代表者会議：1 回  

実務者会議：4 回  

個別ケース検討会議：80 回 

・子どもほっとライン：10 件 

児童相談センターや区内関係機関と連

携を図りながら、要保護児童等の早期

発見、適時適切な保護や支援を行い児

童虐待や非行を防止します。  

 

 

  

主な事業等 

事業名 事業内容 担当課 

子どもと子育て家庭

の総合相談【再掲】 

子ども家庭支援センター「きらら中央」において、保健･心理･

福祉などの相談員による「子どもと子育て家庭の総合相談」を実

施し、個別に適切な支援を行います。 

また、悩みや問題をより身近なところで相談できるように、地

域の児童館等への巡回相談を実施しています。 

子ども家庭支援センター 

児童虐待防止啓発

用リーフレット等

の配布 

国が推進している体罰によらない育児の啓発資材（リーフレッ

ト）を、園児から中学校児童までの全保護者に配布しています。  

また、児童虐待防止キャンペーンなどの機会を捉えて、児童虐

待防止に関する普及や啓発を図るためのリーフレットを作成し、

区民の方々へ配布しています。 

子ども家庭支援センター 

相談カードの作成・

配布【再掲】 

ヤングケラーなど家庭のことで悩んでいる児童・生徒が関係機関

に相談できるよう相談カードを作成し、小学３年生から中学３年

生までの児童・生徒に配布しています。 

子ども家庭支援センター 

都区児童相談共同

運営モデル事業 

本区と台東区と東京都の共同モデル事業（台東区の子ども家庭支

援センターに児童相談センターのサテライトオフィスを設置）を

活用し、児童相談センターと子ども家庭支援センターのさらなる

連携強化と区職員の人材育成に努めています。 

子ども家庭支援センター 

スクールソーシャ

ルワーカーの派遣

【再掲】 

不登校、虐待、いじめなど、生活指導上の課題に対応するため、

社会福祉士の資格を有し、専門的な知識や技術を用いて問題を抱

える児童・生徒や家庭を支援するスクールソーシャルワーカーを

全小中学校に派遣しています。学校および関係機関との積極的な

連携により、いじめや不登校などの問題の早期発見を図るととも

に、保護者や教員への支援・情報提供を行っています。 

教育センター 
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方向性３ 基本施策３ 子どもの貧困の解消に向けた支援 

【現況と課題】 

令和６（2024）年６月に改正された、「こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律」

では、法律名に「こどもの貧困の解消」が明記され、「貧困により、こどもが適切な養育・教育・

医療を受けられないこと、多様な体験の機会を得られないこと」など、貧困によって生じる具体

的な課題が明示され、貧困による体験の格差是正を図ることが盛り込まれています。 

本区では、すべての子どもたちが、生まれ育った環境に関わらず、夢や希望を持つことができ

る社会を実現するため、「子どもの貧困の解消」に向けた取組を進めており、経済的支援におい

ては、高校生世代までの保険診療自己負担分の医療費を助成しています。また、学習支援として、

小学４年生から高校生世代を対象とした学習支援の場の提供や、中学３年生及び高校３年生を

対象とした受験生チャレンジ支援貸付事業を実施しています。 

子どもの貧困は、経済的な困窮にとどまらず、学習面や生活面、心理面などさまざまな面にお

いて、子どものその後の人生に影響を及ぼすと考えられています。 

本区の児童扶養手当受給者世帯数および就学認定者数は減少傾向にありますが（Ｐ14・125 参

照）、「子育て支援に関するニーズ調査」の結果では、「必要な食料、衣料を買えなかった」、

「公共料金が支払えなかった」等の経済的な理由による困窮経験がある方の割合は、就学前児童

保護者と小学生児童保護者の６％程度と比較して、ひとり親家庭では 44.6％と高くなっていま

す（Ｐ34参照）。 

また、貧困には「体験の貧困」があります。「ひとり親家庭実態調査」の結果によると、子ど

もの多様な経験の状況は、就学前児童保護者、小学生児童保護者と比較して、ひとり親家庭で《な

い》の割合が高くなっています。特に『旅行（国内・海外）に行く』では、「金銭的な理由で《な

い》」の割合が高く、『海水浴に行く』『キャンプやバーベキューに行く』では、「時間の制約

で《ない》」の割合が高くなっています（Ｐ34・35 参照）。 

令和２（2022）年に文部科学省が実施した、「令和２年度青少年の体験活動に関する調査」で

は、小学生の頃に体験活動（自然体験、社会体験、文化的体験）や読書、お手伝いを多くしてい

た子どもは、その後、高校生の時に自尊感情や外向性（自分のことを活発だと思う）、精神的な

回復力（新しいことに興味を持つ、自分の感情を調整する、将来に対して前向きなど）といった

項目の得点が高くなる傾向が見られたという研究結果が報告されており、「体験の貧困」の是正

に向け、体験機会の充実が必要とされています。 
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就学援助認定者数（要・準要保護認定者数）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                中央区資料 

こうしたさまざまな側面の貧困をなくし、子どもが夢や希望を持ちながら、健やかに育ち、生

き抜く力を身につけることができるよう、総合的な取組の推進が課題となっています。 

そのためには、子どもの貧困の背景には、個々の家庭の経済的困窮に加えて、親の離婚や死別、

外国籍であること、不登校など複合的な要因があることを広く共有し、家庭のみの責任とはせず、

子どもの現在と将来が生まれ育った環境によって左右されることのないよう、地域社会が一体

となって貧困の解消と貧困の連鎖を断ち切るための生活支援、経済的支援、学習支援等とあわせ、

場づくりや、保護者の就労支援など多面的な支援を進めていくことが必要です。 

【取組の方向性】 

●貧困の状況にある家庭が抱えるさまざまな課題や個別のニーズを踏まえ、貧困の解消と貧

困の連鎖を断ち切るための生活支援、経済的支援、学習支援等とあわせ、体験・交流の場づ

くりや、保護者の就労支援など多面的な支援を進めていきます。 

 

【重点事業・主な事業等】 

重点事業 

事業名 事業内容 

子どもの学習・生活

支援事業【再掲】 

生活保護受給世帯および児童扶養手当受給世帯ならびに就学援助受給世帯の

小学生、中学生、高校生世代を対象に、学習習慣を定着させ、家庭での生活・育

成環境の改善を継続的に行えるよう、学習・生活支援事業を実施しています。 

小学生・中学生に対しては少人数制指導の学習会を実施し、高校生世代に対し

ては、開室時間内に自由に勉強・相談ができる学習スペースを提供しています。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

地域福祉課 

子育て支援課 

＜学習会＞ 

・小学４～６年生 参加延べ人数 870 人 

・中学生 参加延べ人数 1,272 人 

＜居場所型学習スペース＞ 

・高校生世代 参加延べ人数 710 人 

引き続き、子どもが安心して学習でき

る居場所として、学習習慣の定着や、学

習意欲と自尊心の向上につながるよう

取り組みます。 
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事業名 事業内容 

ひとり親家庭休養

ホーム事業 

ひとり親家庭の休養とレクリエーションのため、区民施設の伊豆高原荘および

区民健康村「ヴィラ本栖」の他、民間の宿泊施設を指定し、年度内１泊の宿泊費

を補助しています。 

また、日帰り施設として東京ディズニーランド、東京ディズニーシー、東京ド

ームシティ、サンリオ・ピューロランド、東京サマーランド、キッザニア東京を

指定し、年度内１回の補助を行っています。 

令和６年度から、観劇やスポーツ観戦に係る興行入場券の購入費用を補助して

います。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

子育て支援課 
利用率：30.1％ 

（利用世帯数：248 世帯） 
利用率：40.0％ 

 

事業名 事業内容 

実費徴収に係る補

足給付を行う事業 

地域子ども・子育て支援事業 

保育所・幼稚園などに通う子どもの保護者が支払う日用品・文房具・教材費・行

事への参加費用などの一部を補助することで、保護者の経済的な負担軽減を図り

ます。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

保育課 

学務課 

区立幼稚園、区外幼稚園等、 

認定こども園（短時間） 72 件 

保育所、認定こども園（長時間）37 件 

引き続き、保護者の経済的な負担軽減

を図っていきます。 

 

 

主な事業等 

事業名 事業内容 担当課 

中央区要保護児童

対策地域協議会 

【再掲】 

地域子ども・子育て支援事業 

要保護児童などの早期発見と迅速かつ的確な対応および継続的

な支援を行うため平成 19 年 12 月１日から中央区要保護児童対

策地域協議会を設置しています。子ども家庭支援センターが地域

における支援の中核として調整機関となり、関係機関が円滑に連

携できるよう情報管理を行うとともに実務者会議や個別ケース

検討会などを開催しています。 

子ども家庭支援センター 

子どもと子育て家庭

の総合相談【再掲】 

子ども家庭支援センター「きらら中央」において、保健・心理・

福祉などの相談員による「子どもと子育て家庭の総合相談」を実

施し、個別に適切な支援を行います。 

また、悩みや問題をより身近なところで相談できるように、地

域の児童館等への巡回相談を実施しています。 

子ども家庭支援センター 

養育支援訪問事業 

虐待の未然防止に向けた取組として、保健所・保健センター等と

連携し、特定妊婦や子育てに強い不安を抱える家庭、虐待のおそ

れやリスクを抱えて特に支援が必要な家庭に対して訪問により

指導や助言を行う「養育支援訪問事業｣を実施します。 

子ども家庭支援センター 

受験生チャレンジ

支援貸付事業 

一定所得以下の世帯の子どもの進学を支援するため、中学３年生

および高校３年生の学習塾などの受講費用ならびに高校・大学な

どの受験料の貸し付けを無利子で行っています。貸付金は、高校・

大学などへ入学した場合、返済が免除されます。 

社会福祉協議会 

（地域福祉課） 
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事業名 事業内容 担当課 

ふくしの総合相談

窓口【再掲】 

年齢や障害の有無、属性などを問わず、福祉に関する困りごとを

抱えた方の相談をいったん受け止め、関係機関と連携しながら適

切な支援につなげるとともに、課題解決に向けた継続的な支援を

行っています。 

社会福祉協議会 

（地域福祉課） 

地域福祉コーディネ

ーター事業【再掲】 

社会的孤立の解消に向けた地域づくり、複合的な生活課題を抱え

た世帯に対する居住地域での支援などを行っています。 

社会福祉協議会 

（地域福祉課） 

みんなの食堂等支

援事業 

無料又は低額での食事提供等を通じて、子どもや高齢者等の孤食

防止、地域住民の多世代交流を図ることを目的とした「みんなの

食堂等」の活動に対し、運営に必要な費用の一部を補助する等の

支援を行います。 

社会福祉協議会 

（地域福祉課） 

就学援助 

経済的な理由で就学困難と認められる児童・生徒に、義務教育

の円滑な実施を補助する就学奨励対策として、「生活保護法」に

基づく教育扶助費（福祉事務所所管）の支給の他、「学校教育法」

に基づく就学援助費を支給しています。 

なお、区では平成 22 年度からこれらに加えて新入学児童生徒学

用品費に標準服相当額を上乗せして支給しています。 

学務課 

 

 

 

子どもの学習・生活支援事業 

本区では、小学４年生から高校生世代までのお子さんを対象に、無料の学習・生活支援

事業を実施しています（生活保護受給世帯および児童扶養手当受給世帯ならびに就学援助

受給世帯が対象）。 

安心して学べる場を提供し、学習意欲と基礎学力の向上を図り、自ら学ぶ力を養うほか、

高校、大学等への進学や将来の安定就労につながるよう、社会的自立に向けた支援をして

います。ボランティアの先生や支援スタッフ、学習会の仲間と一緒に将来について考え、

楽しく学習することができます。また、日頃の悩み相談など、勉強だけでなく、安心して

生活するための支援もしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コラム 

【令和６（2024）年度実施状況】 

小学生（小４～６） 

３教室 月３回程度 
 

◆火曜日教室（月島地域） 

16:00～18:00 

◆土曜日教室（京橋地域） 

14:00～16:00 

◆日曜日教室（月島地域） 

14:00～16:00 
 

■１教室 定員 15 名 

（土曜日教室は定員 20 名） 
 

学習教室で学習支援ボランティアに

よる個別指導もしくは少人数制指導

で１回２時間程度勉強します。 

 

 高校生世代 

（20 歳以下の高校生、 

中途退学者、未進学者） 
 

１教室 週４回 
  

◆京橋地域（水曜日・木曜日 

・金曜日・日曜日） 

15:00～20:00 
 

■定員 40 名 
 

開室時間内のお好きな時間に勉強し

たり相談できる自習室のような居場

所です。会場には支援スタッフが常

駐します。 

 

 

中学生（中１～３） 

４教室 週１回 
 

◆火曜日教室（月島地域） 

◆木曜日教室（日本橋地域） 

◆金曜日教室（月島地域） 

◆土曜日教室（京橋地域） 
 

全曜日 18:30～20:30 
  

■１教室 定員 15 名 

（木曜日教室は定員 10 名） 
  

学習教室で学習支援ボランティアに

よる個別指導もしくは少人数制指導

で１回２時間程度勉強します。 
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方向性３ 基本施策４ ひとり親家庭の自立支援 

【現況と課題】 

本区では、ひとり親家庭が精神的・経済的に自立し、安心して子育てができるよう、関係機関

と連携し、相談内容に応じて適切な支援を行っています。就労支援では、給付金の整備のみなら

ず、就職活動においてハローワークとの連携を図っています。育児支援では、一時的に家事・育

児の日常生活が生じている場合にひとり親家庭ホームヘルプサービスによりヘルパーを派遣し

ています。また、子どもの学習習慣の定着や家庭における生活および育成環境の改善に向けた支

援を行う子どもの学習・生活支援事業を実施しています。 

本区では、母子・父子世帯数はともに増加しています（Ｐ13参照）。また、「ひとり親家庭実

態調査」では、子どもに関する悩みとして「子どもの進学・就職」の割合が最も高く、将来の不

安は「子どもの教育費や将来のこと」の割合が最も高くなっており、５年前に実施した同調査の

結果と同様となっています。 

また、同調査では、「必要な食料、衣料を買えなかった」、「公共料金が支払えなかった」等

の経済的な困窮経験がある方の割合は 44.6％となっています（Ｐ34 参照）。加えて、「子ども

の多様な経験」が金銭的・時間の制約等で「ない」方の割合が高くなっています（Ｐ34・35参照）。 

引き続き、悩みを相談しやすい体制の整備や関係機関との連携を強化するなど、個々の家庭の

実情に応じたきめ細かな支援の一層の充実を図っていく必要があります。  

子どもに関する悩み（全体）：複数回答         将来の不安（全体）：複数回答 

【ひとり親家庭実態調査・経年比較】        【ひとり親家庭実態調査・経年比較】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※資料:令和５年度ひとり親家庭実態調査結果 
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さらに、同調査では、ひとり親になった事情が離婚、未婚等の方で養育費の支払いについて何

らかの取り決めをした方の割合は 58.7％にとどまっており、その中でも養育費を受け取ってい

る方の割合は 54.1％となっています（Ｐ36 参照）。養育費の確保が十分になされていないこと

により、経済的に困難を抱える家庭も多くいることが課題となっています。子どもの安定した養

育環境のため、養育費の確保に向けた取組を充実していく必要があります。 

 

【取組の方向性】 

●ひとり親家庭が精神的・経済的に自立し、安心して子育てができるよう、関係機関と連携し、

相談内容に応じて適切な支援を行います。また、子どもの学習習慣の定着や家庭における生

活および育成環境の改善に向けた支援策の充実を図っていきます。 

●養育費は子どもが健やかに成長する上で大切なものであるため、離婚によりひとり親とな

る方が養育費を確実に受け取れるよう、養育費の取決め等にかかる支援策の充実を図って

いきます。 

 

【重点事業・主な事業等】 

重点事業 

事業名 事業内容 

ひとり親家庭相談

及び女性相談 

母子・父子自立支援員を置き、ひとり親家庭の自立に必要な相談や助言・指導を

行います。女性相談では、保護を要する女性の発見に努め、各種相談および指導

を行い、必要に応じて東京都女性相談支援センターに一時保護を依頼するなど適

切な支援を行います。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

子育て支援課 

ひとり親家庭相談：433 件 

女性相談：201 件 

引き続き、関係機関・部署と連携を図

り、相談内容に応じて適切な支援を行

っていきます。 

 

事業名 事業内容 

子どもの学習・生活

支援事業【再掲】 

生活保護受給世帯および児童扶養手当受給世帯ならびに就学援助受給世帯の

小学生、中学生、高校生世代を対象に、学習習慣を定着させ、家庭での生活・育

成環境の改善を継続的に行えるよう、学習・生活支援事業を実施しています。 

小学生・中学生に対しては少人数制指導の学習会を実施し、高校生世代に対し

ては、開室時間内に自由に勉強・相談ができる学習スペースを提供しています。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

子育て支援課・ 

地域福祉課 

＜学習会＞ 

・小学４～６年生 参加延べ人数 870 人 

・中学生 参加延べ人数 1,272 人 

＜居場所型学習スペース＞ 

・高校生世代 参加延べ人数 710 人 

引き続き、子どもが安心して学習でき

る居場所として、学習習慣の定着や、学

習意欲と自尊心の向上につながるよう

取り組みます。 
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事業名 事業内容 

養育費確保支援事業 

母子・父子家庭の生活の安定と児童の福祉増進を図るため、養育費の確保に向け

た支援として、令和５年度から養育費の取り決めに関する公正証書などの作成、

ADR（裁判外紛争解決手続） の利用および養育費保証契約の締結に係る費用を補

助しています。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

子育て支援課 

公正証書等作成費補助：９件 

ADR 利用料補助：０件 

養育費保証料補助：０件 

養育費の取決めの促進および継続した

養育費の受給確保に向けて、他自治体

の取組事例や養育費に係る相談内容等

を踏まえ、支援策の充実を図っていき

ます。 

 

 

主な事業等 

事業名 事業内容 担当課 

自立支援教育訓練

給付金 

指定の教育訓練講座を修了したひとり親家庭に対して主体的な

能力開発を支援するため、その経費の一部を自立支援教育訓練給

付金として支給します。 

子育て支援課 

高等職業訓練促進

給付金 

看護師や調理師等の資格取得のため一定期間以上養成機関で修

業するひとり親家庭に対して経済的な自立を促すため、就業に要

する全期間について高等職訓練促進給付金を支給します。 

子育て支援課 

ひとり親家庭ホー

ムヘルプサービス 

義務教育修了前の子どものいるひとり親家庭に対して、就職活動

や急病等のため一時的に家事等の日常生活に支障が生じている

場合に、ホームヘルパーを派遣します。 

子育て支援課 

ひとり親家庭休養

ホーム事業【再掲】 

ひとり親家庭の休養とレクリエーションのため、区民施設の伊

豆高原荘および区民健康村「ヴィラ本栖」の他、民間の宿泊施設

を指定し、年度内１泊の宿泊費を補助しています。 

また、日帰り施設として東京ディズニーランド、東京ディズニ

ーシー、東京ドームシティ、サンリオ・ピューロランド、東京サ

マーランド、キッザニア東京を指定し、年度内１回の補助を行っ

ています。 

令和６年度から、観劇やスポーツ観戦に係る興行入場券の購入

費用を補助しています。 

子育て支援課 

中央区ひとり親家

庭福祉協議会への

支援 

ひとり親家庭の経済的、社会的地位の向上と福祉の増進のために

活動している中央区ひとり親家庭福祉協議会に補助金を交付す

るとともに、団体の育成を行っています。 

子育て支援課 

ひとり親世帯住宅 
住宅に困窮しているひとり親世帯を対象に設置している区立住

宅です。あき家が発生した場合に募集しています。 
住宅課 
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方向性３ 基本施策５ ヤングケアラーへの支援 

【現況と課題】 

ヤングケアラーとは、「本来大人が担うと想定されている家事や家族の世話などを日常的に行

っている子ども・若者」のことをいい、家族へのケアが日常化することで、学業や友人関係等に

支障が出るなど、個人の権利に重大な侵害が生じる恐れがあります。 

令和６（2024）年６月に子ども・若者育成支援推進法が改正され、このヤングケアラーが、国・

地方公共団体等が各種支援に努めるべき対象であるとして明記されました。 

「子どもへのアンケート」の結果では、ヤングケアラーという言葉の認知度について、《知ら

ない》（「あまりよく知らない」と「まったく知らない」の合計）と答えた割合は、小学生 38.5％、

中学生 26.1％、高校生 16.6％となっています。また、自分がヤングケアラーにあてはまると思

うかたずねたところ、「あてはまる」と回答した割合は、小学生調査では 2.9％、中学生調査で

は 1.5％、高校生世代調査では 2.0％となっています。 

ヤングケアラーは、家庭内の問題であり顕在化しにくいことや、本人や家族に自覚がなく、ま

た周囲がどこまで介入すべきかわからない場合も多いことから、まずは日頃からの学校関係者

等、周囲の大人の気づきが大切であり、ヤングケアラーの啓発を進めることが重要です。 

また、子どもを介護力としないよう、子ども・子育て部門と福祉サービス関連部門が連携し、

支援のための相談機能やコーディネート機能を充実させることが必要です。 

加えて、ヤングケアラーの年齢が幅広いことから、18 歳未満で緊急性の高い児童については、

サポートプランを作成し包括的・計画的に支援したり、18 歳以上の者に対しては、本人が担う

ケアをサービスで代替していく具体的な支援やピアサポート等への相談を活用したりするなど、

年齢に応じた切れ目ない支援体制の整備を進めることが重要となっています。 

 

【取組の方向性】 

●ヤングケアラーについて継続して実態把握に努めるとともに、あわせて支援の必要性や緊

急性についても把握していきます。 

●福祉、介護、医療、教育等の関係機関・団体等と連携し、相談・支援 、早期発見と適切な

機関へのつなぎを行うためのコーディネート機能を充実させます。  

●ヤングケアラーである子どもを把握した場合は、子どもの心情や家庭の状況に十分に寄り

添った代替サービスやピアサポートなど伴走的な相談支援を行います。 
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＜ヤングケアラー支援の一般的なフロー＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（こども家庭庁資料を基に作成） 

【重点事業・主な事業等】 

重点事業 

事業名 事業内容 

子どもと子育て家庭

の総合相談【再掲】 

子ども家庭支援センター「きらら中央」において、保健･心理･福祉などの相談

員による「子どもと子育て家庭の総合相談」を実施し、個別に適切な支援を行い

ます。 

また、悩みや問題をより身近なところで相談できるように、地域の児童館等へ

の巡回相談を実施しています。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

子ども家庭支援センター 

＜新規相談件数＞  

虐待など養護相談：781 件  

育児など育成相談：192 件  

その他：38 件  

合計：1,011 件  

＜児童館等巡回相談＞  

児童館等：９カ所  

巡回相談延べ：107 回  

相談件数：215 件  

子どもと子育て家庭を支援するため、

子ども家庭支援センターが中心となり

関係機関との連携を図りながら迅速な

支援を実施していきます。  

 

気づく 

 

 

 

 

 

子どもや家族

と接点を持つ

大人が「気づけ

る」ことが重要 

情報共有 

 

 

 

 

 

窓口となる子

ども家庭支援

センターに情

報を集約・共

有 

本人との 

対話 

支援 

 

 

 

 

 

本人の意向を

踏まえた包括

的な支援を開

始 

見守り 

 

 

 

 

 

身近な関係機

関において見

守りを継続

し、状況変化

に対応する 
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事業名 事業内容 

ふくしの総合相談

窓口【再掲】 

年齢や障害の有無、属性などを問わず、福祉に関する困りごとを抱えた方の相談をい

ったん受け止め、関係機関と連携しながら適切な支援につなげるとともに、課題解決

に向けた継続的な支援を行っています。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

社会福祉協議会 

（地域福祉課） 

令和６年度新規事業 令和６年度に中央区役所本庁舎地下１階

に開設したほか、令和７、８年度に月島地

域・日本橋地域に開設し、区民の方が気軽

に相談できる窓口として、福祉に関する

困りごとを抱えた方が適切な支援につな

がるよう取り組みます。 

 

主な事業等 

事業名 事業内容 担当課 

地域福祉コーディネ

ーター事業【再掲】 

社会的孤立の解消に向けた地域づくり、複合的な生活課題を抱えた

世帯に対する居住地域での支援などを行っています。 

社会福祉協議会 

（地域福祉課） 

教育相談【再掲】 

教育センター」において、専任教育相談員（臨床心理士）による、

しつけや不登校等の教育全般に関する相談を実施します。 

このほか、小学校、幼稚園等へ専任教育相談員をスクールカウン

セラーとして派遣し、教育全般に関する相談を行います。 

教育センター 

スクールソーシャ

ルワーカーの派遣

【再掲】 

不登校、虐待、いじめなど、生活指導上の課題に対応するため、社会

福祉士の資格を有し、専門的な知識や技術を用いて問題を抱える児

童・生徒や家庭を支援するスクールソーシャルワーカーを全小中学

校に派遣しています。学校および関係機関との積極的な連携により、

いじめや不登校などの問題の早期発見を図るとともに、保護者や教

員への支援・情報提供を行っています。 

教育センター 

SNS 相談【再掲】 
年齢・性別を問わず誰でも気軽に相談できるよう、SNS を活用したチ

ャット相談を令和６年度から実施しています。 
総務課 

 

ふくしの総合相談窓口 

近年、ダブルケア、ヤングケアラーなど複雑化・複合化した困りごとを抱える方が増え、どこ

に相談したらいいか分からない状況が増えています。 

本区では、分野にかかわらず身近な地域で気軽に福祉の相談ができる「ふくしの総合相談窓

口」を令和６年４月に中央区役所本庁舎地下１階に開設しました。 

ここでは福祉に関するさまざまな困りごとを一旦受け止め、関係機関と連携しながら解決に

向けて継続的に支援を行っています。（令和７年度に月島区民センター、令和８年度に日本橋区

民センターと順次開設予定です） 

 

 

 

 

  

コラム 

 
・福祉に関する困りごとや不安を抱えている方 

（年齢や障害の有無などは問いません） 

・経済的に困窮しているなど、 

生活にお困りの方 

・ひきこもりの状態にある方 

◎ご家族や関係者も相談できます 

・どの福祉サービスを利用できるか分からない。  
・困っていることがいろいろとあり、一人で解決
できるか不安だ。 

・借金の返済があり家計が苦しい。 
・仕事を探しているがなかなか見つからない。 
・失業して家賃の支払いに困っている。 
・ひきこもりの家族について話を聞いてほしい。 
・近所に困っている人がいるけれど、どこに相談
したらよいか分からない。 

 

 相談例  対象者 
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      若者が成長・活躍できる環境をつくります 

 

若者が地域のなかで成長・自立し、他者と連携・協働しながら社会を生き抜き、活躍していけ

るよう、地域での交流や活動の中で力を発揮し、ライフデザインを描き、自己決定ができるため

のさまざまな情報提供や環境づくりを進めます。 

あわせて、生きづらさを抱える若者のための相談体制の充実や生活支援、就労支援、雇用など

の経済的基盤の安定のための取組を進めます。 

【目標達成の目安となる指標(KPI)】 

指標 現状値 目標値 

孤独やさみしさを感じることがある高

校生世代の割合 

【子どもへのアンケート】 

高校生世代：32.5％ 

（令和６（2024）年度） 

高校生世代：29.0％以下 

（令和 10(2028）年度） 

困っていることや悩んでいることがあ

るときに話を聞いてくれる人がいる高

校生世代の割合【再掲】（※２） 

【子どもへのアンケート】 

高校生世代：75.5％ 

（令和６（2024）年度） 

高校生世代：83.0％以上 

（令和 10(2028）年度） 

20 年後の自分のイメージで「生きが

い・やりがいを見つけている」と回答

する高校生世代の割合（※３） 

【子どもへのアンケート】 

高校生世代：70.9％ 

（令和６（2024）年度） 

高校生世代：80.0％以上 

（令和 10(2028）年度） 

※２ こども大綱上の数値目標：「どこかに助けてくれる人がいる」と思うこども・若者の割合」 

＜目標値:97.1％＞ 

※３ こども大綱上の数値目標：「自分の将来について明るい希望がある」と思うこども・若者の割合」 

                ＜目標値:80％＞ 

 

【基本施策】 

1 若者が地域で力を発揮できる環境づくり 

2 生きづらさを抱えた若者の支援 

3 若者がライフデザインを描くための支援 

 

  

 方向性４ 
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方向性４ 基本施策１ 若者が地域で力を発揮できる環境づくり 

【現況と課題】 

本区の中学生・高校生世代（12～17 歳）、若者世代（18～29 歳）の人口は増加しており、平

成 31（2019）年の 24,626 人から５年後の令和６（2024）年には、約 20％増加し、29,605 人と

なっています（Ｐ11 参照）。 

若者世代が増加することにより、若者が過ごす場所や時間、人との関係性も多様になっており、

身近な地域における新たな交流やつながりを得られる場として、体験や経験、遊び、オンライン

の空間も含めた多様な居場所が必要になると考えられます。 

本区では、中学・高校生世代向けの健全な居場所として、区内８カ所に児童館を設置し、各児

童館では、中学・高校生世代の意見を聞きながら、スポーツや工作・ゲーム等さまざまなイベン

トを企画・実施しています。また、新たに整備されたはるみらいには、あらゆる世代が楽しみ、

交流できるようなスタジオ、晴海図書館では Teens&Youth エリアなど、個人でもグループで利用

できる学習室が整備されています。引き続き、地域における若者の充実した居場所の確保に努め

ていく必要があります。 

加えて、若者が地域に参加・参画し、地域の担い手として力を発揮していくには、世代を超え

た交流の機会の創出や社会への参加・参画意識を高める場を充実し、若者の主体的な活動を通し

て成長を促していくことも不可欠です。本区では、少年リーダー養成研修会、二十歳のつどい実

行委員会の OB・OG 会があり、メンバーが交流しながら、参加経験を活かした活動等を行ってい

ます。 

また、「子どもへのアンケート」の高校生世代の結果では、中央区に対して意見を伝えやすい

方法については、「①タブレットやパソコンを使った方法」が最も高く、ほとんどが何らかの方

法を回答しており、「意見を伝えたいと思わない」と回答するのは 9.3％にとどまっています。 

 

中央区に対して意見を伝えやすい方法（全体）【子どもへのアンケート・高校生世代（再掲）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※資料:令和６年度（仮称）中央区こども計画策定に向けた子どもへのアンケート調査結果 

 

72.8

2.0

5.3

0.0

4.6

4.0

0.7

9.3

1.3

0 20 40 60 80

①タブレットやパソコンを使った方法

②手紙などで伝える方法

③学校や児童館に意見を入れる箱を置くなど、

身近なところでできる方法

④身近な大人に話して伝えてもらう方法

⑤区長や区役所の人に会って伝える方法

⑥子どもが集まり会議などで話し合って伝える方法

⑦その他

⑧意見を伝えたいと思わない

無回答

高校生世代調査(N=151)

（%）
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本区の将来を担う若者が、地域や社会とつながりをもち、参加・参画意識を高めることができ

る場や機会をより一層充実するとともに、若者が区政に参画する機会の充実や手法の工夫を図

る必要があります。 

【取組の方向性】 

●多様な居場所づくりを通して、若者が表現、発信したり、互いに関係性を築けるような機会

の充実を図ります。 

●若者が地域や社会とつながり、参加・参画意識を高めることができる場や機会をより一層充

実します。 

●若者へのアンケートの実施や会議体への若者の登用等、区政に若者が参画する機会の充実

や手法の工夫を図ります。 

【重点事業・主な事業等】 

重点事業 

事業名 事業内容 

青年リーダーの育成 

高校生・大学生・社会人などのそれぞれの年代において、将来にわたり活動で

きる場と機会の拡大を図るため、少年リーダー養成研修会 OBOG 会、二十歳のつど

い実行委員会 OBOG 会を組織しています。 

各 OBOG 会は、定例会や研修会で活動方針を協議しながら、地域活動への参加や

区事業への協力などのボランティア活動を行っています。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

文化・生涯学習課 

〈地域活動及び区事業への参加人数〉 

・少年リーダー養成研修会 OBOG 会：延べ 46 人 

・二十歳のつどい実行委員会 OBOG 会：延べ 9 人 

地域からの依頼に対して、安定的に派遣

できるように、各 OBOG 会の会員数の確保

に努めるとともに、区や地域の事業にお

いて一部の事業を企画・立案させ、運営

を任せるなど自主性や自立性を身につけ

た青年リーダーの育成を進めます。 

〈地域活動及び区事業への参加人数〉 

・少年リーダー養成研修会 OBOG 会：90 人 

・二十歳のつどい実行委員会 OBOG 会：20 人 

 

主な事業等 

事業名 事業内容 担当課 

子ども・若者の意見

の反映 

子ども・若者向けアンケート調査の実施や会議体への若者の登用

等により、子ども・若者が区政に参画できる機会を確保するとと

もに、子ども・若者の視点や意見を政策等に反映していきます。 

全庁 

児童館の運営 

【再掲】 

区内の 18 歳までの児童に健全な遊び場を提供し、健康の増進と

豊かな情操を育てることを目的として８カ所に児童館を設置し

ています。各児童館では、子ども家庭支援センターのサテライト

として子育て相談を行うほか、工作教室やスポーツ教室、夏まつ

り、児童館まつりなどの行事を開催し地域ぐるみで児童の健全育

成を図っています。 

放課後対策課 

 



                                 第４章 方向性ごとの取組内容＜方向性４＞                                                

- 137 - 

 

 

晴海地区の新たな公共施設 

（晴海地域交流センター、晴海区民センター等複合施設、晴海西小・中学校） 

東京 2020 大会後における晴海地区の人口増加や行政需要の増大に対応するため、令和

５(2023)年 12 月に晴海地域交流センター「はるみらい」、令和６(2024)年４月に晴海区民

センター等複合施設をオープン、晴海西小学校・中学校を開校しました。 

【晴海地域交流センター「はるみらい」】 

（旧）温浴プラザ「ほっとプラザはるみ」をリニューアルし、地域 

のあらゆる世代が集える、にぎわいと交流、地域コミュニティの拠 

点としてオープンしました。集会室や多目的な活動室、学習スペー 

ス、キッズスペース、トレーニングスタジオなど、さまざまな世代 

にご利用いただける施設となっています。 

令和６年 12 月には、「はるみらい」を中心に、地域の方々のご協 

力による縁日コーナーやステージイベントなど、さまざまな世代が 

楽しめるイベント「第 1回中央区晴海まつり」を開催しました。 

【晴海区民センター等複合施設】 

施設のコンセプトを「ハルミの木とはらっぱ」とし、大樹に見立 

てた建物とその下に広がる空間で、あらゆる世代の人々が快適に過 

ごせる場所でありたいとの思いを込めています。 

■ 晴海図書館 

豊富な図書のほか、子ども・若者が利用しやすい施設となる 

よう、はだしのスペース、おはなしのへや等がある児童エリア 

や若い世代が本を読んだり集中して勉強に取り組める Teens& 

Youth エリアを設置するほか、10代をターゲットしたティーン 

ズ展示の実施等を行っています。 

■ 渋谷教育学園晴海西こども園 

区と協定を結んだ、幼稚園と保育所の役割を併せもつ公私連 

携幼保連携型認定こども園です。園庭が１階から３階まで各階 

に設けられ、歳児ごとにのびのびと活動ができるつくりとなっ 

ています。 

【晴海西小学校・中学校】 

小学校 30 学級、中学校 15 学級の普通教室に加え、小学校と中学校共用の体育館、校庭、

25m8 レーンの屋内プール、2万冊を超える蔵書数の図書室などを設け、小中一体の施設として

整備しています。選手村跡地に立地する本校は、東京 2020 大会の 

レガシーを踏まえ、子どもたちがたくましく生き抜き、他者ととも 

に世界で活躍できる人材となるための基礎を築けるよう、五輪にち 

なんだ５つの「わ」として、「羽」、「環」、「和」、「話」、 

「我」を教育理念としています。 

コラム 

写真 

（晴海まつりの様子） 

※イベント後に掲載予定 
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方向性４ 基本施策２ 生きづらさを抱えた若者の支援 

【現況と課題】 

核家族化や単身世帯の増加、地域のつながりの希薄化等に伴い、若者の孤独・孤立化の問題が

一層顕在化しています。「子どもへのアンケート」の高校生世代の結果では、『孤独やさみしさ

を感じることがある』について、３割が《そう思う》（「とてもそう思う」と「そう思う」の合

計）と回答しています。孤独や孤立は、自殺やひきこもり等、さまざまな社会問題に共通する背

景として指摘されており、この点を念頭に置いた適切な対応が必要です。 

 

『孤独やさみしさを感じることがある』（全体）【子どもへのアンケート・高校生世代（再掲）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

本区では、「中央区自殺対策計画（第二次）」に基づき、地域におけるネットワーク強化やゲ

ートキーパーの養成、区民への啓発と周知、生きることの促進要因への支援、子どもへの支援等

に取り組んでいます。また、ひきこもりで悩んでいる方やその家族からの相談については、令和

６（2024）年４月に開設した「ふくしの総合相談窓口」で受け止め、関係機関と連携しながら、

適切な支援につないでいます。 

また、「子どもへのアンケート」の高校生世代の結果では、困っていることや悩んでいること

があるときに話を聞いてくれる人の有無について、「いない」が 6.0％、「誰にも話さない、話

したくない」が 15.2％となっており、合計すると約２割の人が誰にも相談していないことにな

ります。 

加えて、近年では、若者に対する性犯罪や性暴力が増えており、若者の健全な成長に影響を及

ぼす問題となっています。また、性的な被害、家庭の状況、地域社会との関係性その他の様々な

事情により日常生活又は社会生活を円滑に営む上で困難な問題を抱える女性（そのおそれのあ

る女性を含む。）に対する支援が課題となっています。 

若者が気軽に相談でき、必要な機関につながるよう、相談体制・相談機能の強化が必要です。 

 

  

とても

そう思う

11.3

そう思う

21.2

どちらとも

いえない

21.9

あまりそう

思わない

23.2

そう思わない

21.9

無回答

0.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高校生世代調査

(N=151)

※資料:令和６年度（仮称）中央区こども計画策定に向けた子どもへのアンケート調査結果 
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困っていることや悩んでいることがあるときに話を聞いてくれる人の有無（全体） 

【子どもへのアンケート・高校生世代（再掲）】 

 

 

 

 

 

 

 
【取組の方向性】 

●悩みや困難を抱えた若者やその家族が気軽に相談でき、必要な支援機関につながるよう、相

談窓口を積極的に広報・周知するとともに、相談体制・機能の強化を図ります。 

【重点事業・主な事業等】 

重点事業 

事業名 事業内容 

うつ病、自殺予防に

関する啓発・周知 

自殺に追い込まれるという危機は「誰にでも起こり得る危機」であり、危機に陥

った場合には誰かに援助を求めることが適当であるということが、社会全体の共

通認識となるよう、また、自殺を考えている人やその周囲の人々が適切な相談機

関等を知り、必要な機関につながるよう、積極的に啓発・周知を行います。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

健康推進課 

＜通年＞ 

 相談窓口一覧リーフレットを窓口等

に配置 

＜自殺対策強化月間（９・３月）＞ 

・懸垂幕、ポスター掲示、広報に特集 

記事掲載 

・区内４施設におけるパネル展示を実施 

（９月） 

＜八重洲地下街での啓発物配架（３月）＞ 

・江戸バスポスター、集合ポスター掲示 

＜イベント等による啓発・周知＞ 

・健康福祉まつり、健康増進フェア 

・精神保健講習会で正しい知識の普及

（年３回） 

引き続き、自殺対策強化月間や講演会、

イベント等の機会を中心に、啓発・周知

を図るとともに、自殺者の傾向、社会情

勢の変化や地域の実情に合わせて、啓

発の媒体や方法を工夫し、誰も自殺に

追い込まれることのない社会の実現を

目指します。 

 

事業名 事業内容 

ゲートキーパーの

養成 

自殺の実態について正しく理解し、自殺防止のため必要に応じて専門の相談員に

つなぐなど適切に対応できる人材を養成しています。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

健康推進課 

ゲートキーパー養成講座 

実施回数：２回  

受講者：延べ 61 人 

ゲートキーパーの認知度：15.7% 

ゲートキーパー養成講座の受講者の増

加とゲートキーパーの認知度の増加を

目指します。 

いる

75.5

いない

6.0

誰にも話さない、

話したくない

15.2

その他

3.3

無回答

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高校生世代調査

(N=151)

※資料:令和６年度（仮称）中央区こども計画策定に向けた子どもへのアンケート調査結果 
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事業名 事業内容 

ふくしの総合相談

窓口【再掲】 

年齢や障害の有無、属性などを問わず、福祉に関する困りごとを抱えた方の相談

をいったん受け止め、関係機関と連携しながら適切な支援につなげるとともに、

課題解決に向けた継続的な支援を行っています。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

社会福祉協議会 

（地域福祉課） 

令和６年度新規事業 令和６年度に中央区役所本庁舎地下１

階に開設したほか、令和７、８年度に月

島地域・日本橋地域に開設し、区民の方

が気軽に相談できる窓口として、福祉

に関する困りごとを抱えた方が適切な

支援につながるよう取り組みます。 

 

事業名 事業内容 

SNS 相談【再掲】 
年齢・性別を問わず誰でも気軽に相談できるよう、SNS を活用したチャット相談

を令和６年度から実施しています。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

総務課 

令和６年度新規事業 区立小中学校の児童・生徒に啓発カー

ドを毎年配布し、繰り返し周知するこ

とで、気軽に相談できる機会だけでな

く、いつでも相談できる場所があると

いう安心感を提供します。 

 

 

主な事業等 

事業名 事業内容 担当課 

中央区自殺対策 

協議会 

平成 24 年度から設置し、学識経験者、医療、民間活動団体、労

働、行政等の関係機関が相互に連携して自殺予防対策を総合的に

検討しています。 

健康推進課 

精神保健相談 

（こころの健康相談） 

こころの問題の早期発見・早期治療と社会復帰を支援するため、

精神科専門医や保健師による精神保健相談を行っています。 
健康推進課 

家庭相談及び女性

相談 

家庭相談員を置き、家庭生活における人間関係などの諸問題につ

いて相談に応じています。女性相談では、保護を要する女性の発

見に努め、各種相談および指導を行い、必要に応じて東京都女性

相談支援センターに一時保護を依頼するなど適切な支援を行い

ます。 

子育て支援課 

ブーケ 21 女性相談 

【再掲】 

女性のさまざまな悩みの相談に応じるために、男女平等センター

「ブーケ 21」で専門のカウンセラーにより実施しています。 
総務課 

男性電話相談 

【再掲】 

多岐にわたる悩みを抱える男性を支援するため、男性のための電

話相談を実施しています。 
総務課 

  



                                 第４章 方向性ごとの取組内容＜方向性４＞                                                

- 141 - 

方向性４ 基本施策３ 若者がライフデザインを描くための支援 

【現況と課題】 

全国的に少子化が進み、長引く経済不況や新型コロナウイルス感染症の流行等、社会経済状況

が大きく変化する現代において、若者一人一人が、自らの能力や適性等を理解した上で、ライフ

デザインを描き、就職や進学などのライフイベントに係る選択をし、生きがいをもって自分らし

く人生を送ることができるよう、必要な資質・能力を身に付けることが必要です。 

このため、本区では、若者向けのキャリア講座や各学校段階の児童・生徒に対するキャリア教

育等を通じて、ライフイベントへの心構えや知識・情報、ロールモデルの提供など、若者自身が

多様なライフデザインを描くための支援を行っていますが、その内容を充実させていく必要が

あります。 

こうした中で、「子どもへのアンケート」の高校生世代への結果では、20 年後の自分のイメ

ージについて《そう思う》（「とてもそう思う」と「そう思う」の合計）の割合は、『①生きが

い、やりがいを見つけている』、『②社会や人の役に立つ仕事をしている』、『③安定した毎日

を送っている』では７割を超えていますが、《そう思わない》（「あまりそう思わない」と「そ

う思わない」の合計）と回答する人も１割台後半から２割となっています。また、『④結婚して

いる・パートナーと生活している』では《そう思う》が５割、『⑤子どもを育てている』では《そ

う思う》が４割台となっています。 

 

20年後の自分のイメージ（全体）【子どもへのアンケート・高校生世代（再掲）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

とてもそう思う

32.5

31.1

31.1

23.2

18.5

そう思う

38.4

39.7

39.7

28.5

25.2

あまり

そう思わない

11.9

14.6

12.6

19.2

21.2

そう思わない

7.3

6.0

4.6

9.9

14.6

わからない

7.9

7.3

11.3

17.9

18.5

無回答

2.0

1.3

0.7

1.3

2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高校生世代調査(N＝151)

①生きがい、

やりがいを見つけている

②社会や人の役に立つ仕事を

している

③安定した毎日を送っている

④結婚している・パートナーと

生活している

⑤子どもを育てている

※資料:令和６年度（仮称）中央区こども計画策定に向けた子どもへのアンケート調査結果 
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また、こども家庭庁の「若い世代の描くライフデザインや出会いを考えるワーキンググループ」

によるウェブアンケート結果（全国の 15～39 歳対象）では、今後のライフプランを考える上で

知りたい情報は、既婚・未婚者ともに「マネープラン」が最も高く、未婚者では次いで「キャリ

アプラン」、「コミュニケーションの方法」、「結婚や結婚生活に関する情報」が続いています。 

今後のライフプランを考える上で知っておきたい情報（全体、既婚者・未婚者別） 

【こども家庭庁ウェブアンケート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組の方向性】 

●若者が、自らの適性等を理解した上で、就職や進学などのライフイベントに係る選択ができ

るよう、資質・能力を身に付けるための支援を一層充実していきます。 

【重点事業・主な事業等】 

重点事業 

事業名 事業内容 

キャリア教育 

各学校段階の児童・生徒に対し、将来、自分にとって最もふさわしい進路や進学希

望校等を主体的に選択し、その後の職業生活の中で自己実現を図るために必要な知

識・技能・態度・価値観などを、学校内外のあらゆる活動を通じて、組織的・計画的

に育成しようとするキャリア教育を実施しています。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

指導室 

キャリア教育の意義と必要性を正しく認

識するとともに、学校全体で取り組む体

制を築くため、副校園長連絡会のほか、若

手教員育成研修において、子どもの実態

や発達に応じた指導の内容や方法につい

て工夫・改善を図っています。 

変化する社会に対応しながら、キャリア

教育の意義と効果を正しく認識するとと

もに、幼児教育から中等教育にかけて体

系的に進めるため、各種連絡会等におい

て、社会・職業との関連を重視した実践

的・体験的な活動の充実を図ります。 

39.0

23.1

22.0

19.6

18.7

18.4

16.3

16.1

15.7

11.4

0.1

31.7

46.3

18.5

11.7

11.8

27.0

34.1

21.8

6.6

6.1

7.3

0.0

21.4

0 20 40 60

マネープラン、経済的な情報

キャリアプラン

コミュニケーションの方法

結婚や結婚生活に関する情報（結婚すると生活がどう変わるかなど）

妊娠、出産に関わる身体的な情報

子育ての情報

地域支援サービスの情報

結婚の仕方

結婚を考えられる相手と出会える方法

両親以外の多様な結婚や家族のあり方

その他

特にない

未婚者(n=18,000)

既婚者(n=2,000)

（%）

※資料:こども家庭庁「若い世代の描くライフデザインや出会いを考えるワーキンググループ」 

ウェブアンケート結果 
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事業名 事業内容 

青年リーダーの育成 

【再掲】 

高校生・大学生・社会人などのそれぞれの年代において、将来にわたり活動で

きる場と機会の拡大を図るため、少年リーダー養成研修会 OBOG 会、二十歳のつど

い実行委員会 OBOG 会を組織しています。 

各 OBOG 会は、定例会や研修会で活動方針を協議しながら、地域活動への参加や

区事業への協力などのボランティア活動を行っています。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

文化・生涯学習課 

〈地域活動及び区事業への参加人数〉 

・少年リーダー養成研修会 OBOG 会：延べ 46 人 

・二十歳のつどい実行委員会 OBOG 会：延べ 9 人 

地域からの依頼に対して、安定的に派遣

できるように、各 OBOG 会の会員数の確保

に努めるとともに、区や地域の事業にお

いて一部の事業を企画・立案させ、運営

を任せるなど自主性や自立性を身につけ

た青年リーダーの育成を進めます。 

〈地域活動及び区事業への参加人数〉 

・少年リーダー養成研修会 OBOG 会：90 人 

・二十歳のつどい実行委員会 OBOG 会：20 人 

 

事業名 事業内容 

スポーツ指導者 

養成セミナー 

スポーツ指導者として必要な理論などを習得するためのスポーツ指導者養成セ

ミナーを開催しています。セミナー修了者は、スポーツ指導補助者として登録し、

区の実施するスポーツ教室などの補助をすることにより、将来のスポーツ指導者

を目指すことができます。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

スポーツ課 

スポーツ指導者養成セミナー 

参加者：44 人（定員：50 人） 

スポーツ指導者・補助者数：290 人 

 

参加者：50 人（定員：50 人） 

スポーツ指導者・補助者数：319 人 

スポーツ指導者養成セミナーの内容を

参加者の意見等を踏まえて改善するな

ど、より多くの方に参加していただき、

スポーツ指導者として活躍していただ

けるよう取り組みます。 

 

主な事業等 

事業名 事業内容 担当課 

ライフデザインを描

くための必要な知識

や情報等の提供 

高校生世代・若者向けの講座や展示等を通じて、キャリアプラン、

進路・職業選択、ワーク・ライフ・バランス、子育て等に関する

知識や情報を提供します。 

全庁 

地域スポーツクラブ 

地域の方々が主体となって運営し、身近な施設で子どもから大人

まで誰もが気軽にスポーツやレクリエーション、文化活動等を楽

しめるスポーツクラブです。会員としてだけでなく、運営スタッ

フ、指導者などさまざまな形でクラブに参加することができま

す。 

スポーツ課 

若年者合同就職面

接会 

若年者と求人を希望する企業との合同就職面接会を開催し、若年

者の就労の機会を確保するとともに、中小企業の人材確保の場を

提供しています。 

商工観光課 
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主な事業等 

事業名 事業内容 担当課 

就職ミニ面接会 

ハローワークの協力により、京華スクエアを会場として定期的に

就職ミニ面接会を開催するとともに臨床心理士による仕事にま

つわる心理カウンセリングを実施し、区民などの就労支援と雇用

の安定化を図ります。 

商工観光課 

未就職学卒者等の

就労支援事業 

未就職者を対象に、人材派遣会社等において、セミナーやキャリ

アカウンセリングを通して就労支援を行っています。また、区内

中小企業とのマッチング説明会等を実施し、正規雇用への支援を

行うとともに、中小企業の労働力確保を支援しています。 

商工観光課 

起業家塾 

区内在住・在勤者で起業（開業）意欲のある方を対象に、起業に

必要な基本知識（経営、財務など）を習得するための講習を実施

しています。 

商工観光課 

創業支援 

区内で創業する事業者を支援するため、区内の創業支援事業者と

連携し、創業に関連する施策を創業支援等事業計画として整理の

上推進し、創業支援に向けた取組を実施しています。 

商工観光課 
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  地域・社会全体で子ども・若者を育む力を 

高めます 
 

家庭はすべての教育の出発点であり、重要な役割を担っていることから、各家庭の自主性を尊

重しながら、家庭・地域・学校・関係機関が連携し、親が子どもと真剣に向き合い子どもを健や

かに育む「親力」を高めていく必要があります。 

そのため、家庭教育の充実や地域での子ども・子育て支援を通して、地域・社会の連携・協働

による、子どもの育ちや子育てを支援していきます。また、子ども・若者を事故やさまざまな犯

罪から守るための安全対策等を講じ、子ども・若者にやさしいまちづくりを進めます。さらに、

仕事と生活の調和の実現に向け、ワーク・ライフ・バランスに関する取組を継続し、家庭や職場、

地域、社会全体での理解を促進します。 

【目標達成の目安となる指標(KPI)】 

指標 現状値 目標値 

中央区が好きな子どもの割合 

【子どもへのアンケート】 

小学生：84.5％ 

中学生：91.8％ 

高校生世代：89.4％ 

（令和６（2024）年度） 

小学生：89.0％以上 

中学生：95.0％以上 

高校生世代：94.0％以上 

（令和 10（2028）年度） 

近所づきあいで「ほとんどつきあいは

ない」と答える保護者の割合 

【子育て支援に関するニーズ調査】 

就学前保護者：18.1％ 

小学校保護者：9.6％ 

（令和５（2023）年度） 

就学前保護者：9.0％以下 

小学校保護者：3.0％以下

（令和 10(2028）年度） 

地域住民による子ども・子育て活動に

将来的に携わってもよいと思う保護者

の割合 

【子育て支援に関するニーズ調査】 

就学前保護者：70.4％ 

小学校保護者：58.5％ 

（令和５（2023）年度） 

就学前保護者：77.0％以上 

小学校保護者：64.0％以上 

（令和 10(2028）年度） 

中央区が子育てしやすいまちだと思う

保護者の割合【再掲】 

【子育て支援に関するニーズ調査】 

就学前保護者：79.5％ 

小学校保護者：83.1％ 

（令和５（2023）年度） 

就学前保護者：87.0％以上 

小学校保護者：87.0％以上

（令和 10(2028）年度） 

中央区に「ずっと住み続けたい」と思

う保護者の割合 

【子育て支援に関するニーズ調査】 

就学前保護者：50.3％ 

小学校保護者：55.7％ 

（令和５（2023）年度） 

就学前保護者：55.0％以上 

小学校保護者：61.0％以上

（令和 10(2028）年度） 

 

【基本施策】 

1 地域における子育て支援 

2 子どもを守る安全なまちづくり 

3 ワーク・ライフ・バランスの推進  

 方向性５ 
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方向性５ 基本施策１ 地域における子育て支援 

【現況と課題】 

家庭はすべての教育の出発点であり、基本的な生活習慣、他者への思いやり、社会的なルール、

自己肯定感や自立心など、子どもの基礎的な資質や能力を育成する上で非常に重要な役割を担

っています。各家庭の自主性を尊重しながら、家庭・地域・学校・関係機関が連携し、親が子ど

もと真剣に向き合い、子どもを健やかに育む「親力」を高めていく必要があります。 

「子育て支援に関するニーズ調査」の結果では、近所づきあいの程度は、就学前児童保護者で

は、「あいさつする程度（46.4％）」が最も高く、「時々立ち話をする（19.5％）」、「ほとん

どつきあいはない（18.1％）」が続いています。平成 30 年調査と比較すると、令和５年調査で

は「ほとんどつきあいはない」の割合は 9.2％から 18.1％と高くなっており、子育て世帯の孤立

化を防ぐため、子育て世帯と地域がつながるための支援が課題となっています（Ｐ37 参照）。 

また、地域住民による、子ども・子育て支援活動への期待をたずねたところ、就学前児童保護

者では、「子どもにスポーツや勉強を教える活動（57.1％）」、「子どもの見守りをしてくれる

活動（50.0％）」、「子どもと遊んでくれる活動（47.3％）」などが続き、子どもの心身の成長

や見守りに地域の力を期待する保護者が多いことがうかがえ、地域住民による子育て支援活動

を一層推進していくことが重要となっています（Ｐ38 参照）。 

加えて、保護者が地域での子ども・子育て支援活動に将来的に携わってもよいかたずねたとこ

ろ、就学前児童保護者では、「すでに携わっている」は 1.8％と少ないものの、「ぜひ携わりた

い」は 13.8％、「携わってもよい」は 54.8％との回答がありました。子育ての経験を地域に還

元したいという意欲のある人は７割を超えています（Ｐ38参照）。 

地域・社会全体で子育て家庭を支えていくためには、こうした意欲のある人達を巻き込みなが

ら、地域のコミュニティ活動等を通して、子どもや子育て家庭と専門的知識や経験を持つ地域の

支援者がつながり、交流を深めながら子育ての情報や経験を共有するとともに、さまざまな主体

による見守り活動を一層充実していくことが必要です。 

 

【取組の方向性】 

●地域全体で子育て家庭を支援し、家庭の教育力の向上を図るため、家庭・学校・地域と連携

しながら、保護者が家庭教育について学ぶ機会を提供するなど、子どもを育む「親力」の向

上を図ります。 

●子どもや子育て家庭と地域がつながり、子どもの心身の健やかな育ちを支えるため、地域活

動等の場の充実を図ります。 
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【重点事業・主な事業等】 

重点事業 

事業名 事業内容 

地域家庭教育推進

協議会の活動支援 

家庭教育の推進や親力の強化を図るため、区、学校関係者、PTA、民生・児童委

員、青少年委員など地域の家庭教育関係者で構成する「中央区地域家庭教育推進

協議会」を設置し、学校やPTA、地域の子育て支援団体と連携し家庭教育学習会な

ど家庭教育を学ぶ機会を提供しています。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

文化・生涯学習課 

＜協議会＞ 

委員：14 人 

会議：６回 

＜家庭教育学習会（総計）＞  

実施状況：76 講座、80 回 

参加者数：2,158 人 

（内、父親参加者数：304 人） 

＜報告・交流会＞  

実施状況：１回 

参加団体：27 団体 

参加者数：40 人 

＜家庭教育学習会（総計）＞  

参加者数：3,000 人（内、父親参加者数：

500 人） 

 

父親の参加割合の向上を図るため、父

親の家庭教育参加促進事業「おやじの

出番！」の企画提案・参加を促し、父親

の子育てに関わる契機となるよう事業

を拡充していきます。 

 

事業名 事業内容 

地域活動拠点 

地域住民の居場所や多世代交流の場、アウトリーチの拠点として、地域活動拠点

を整備し、地域活動に取り組む住民主体の活動を後押しする場として活用してい

ます。 

京橋地域：「ツキチカ！」（中央区役所地下１階（京橋図書館跡地）） 

日本橋地域：「はまるーむ」 

月島地域：「勝どきデイルーム」 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

社会福祉協議会 

（地域福祉課） 

地域福祉コーディネーターが支援する

地域活動団体数：32 団体 

（内、子ども関係団体:13 団体） 

地域福祉コーディネーターが支援する

地域活動団体数：拡大 

 

 

主な事業等 

事業名 事業内容 担当課 

子育て支援講座の

開催【再掲】 

子育て中の親の親力向上と親同士の仲間づくりの機会になる講

座の開催により、地域の子育てを支援します。特に、「子どもに

伝わるほめ方・しかり方」など、子育て中の保護者がすぐに実践

できる講座を開催します。 

子ども家庭支援センター 

保育所での地域交

流事業【再掲】 

保育所の施設等を利用し、身近な地域の方々や、他の保育所・

幼稚園・小学校の子どもたちとの交流の場を設けることで、子ど

もの成長・発達を促す環境づくりを進めています。 

また、地域の子育て家庭に対し育児不安の軽減や孤立防止につ

ながるよう、各保育所において、在園児とともに園行事などの保

育所での生活を体験するイベントや離乳食講座、出産前後の親の

育児相談等も実施しています。 

保育課 

 



                                                       

- 148 - 

 

事業名 事業内容 担当課 

青少年対策地区 

委員会の活動支援 

地域社会における青少年の健全育成を図るための自主団体と

して、連合町会単位に 19 地区委員会が設置されています。 

それぞれの地区委員会は、青少年問題協議会で審議決定した施策

の実施に協力するとともに、地域の実情に応じた各種の行事を実

施する他、各地域における青少年関係団体などの活動についての

連絡調整を行っています。 

区では、地区委員会の活動支援として事業経費に対する補助金

の交付やバス借り上げ費の助成、委員研修の実施、行事に対する

講師の派遣、行事参加者の事故に備えての傷害保険への加入など

を行っています。 

文化・生涯学習課 

民生・児童委員 

活動支援 

民生委員は、厚生労働大臣から委嘱され、担当する地域におい

て、区民の立場に立って相談に応じ、必要な援助を行い、社会福

祉の増進に努める方々です。また、民生委員は児童委員を兼務し

ています。 

児童委員は、地域の子どもたちが元気に安心して暮らせるよう

に、子どもたちを見守り、子育ての不安や妊娠中の心配ごとなど

の相談・支援等を行います。一部の児童委員は、児童に関するこ

とを専門的に担当する「主任児童委員」の指名を受けています。 

区では、民生・児童委員活動費の支給や定例協議会・研修・施設

見学会・懇談会等を運営実施し、民生・児童委員の活動の円滑化

を図るほか、民生委員推薦会の運営を行っています。 

地域福祉課 

いきいき地域サロン 

高齢者や障害のある方、子育て中の方などが、住み慣れた地域で

いきいきとした生活を送ることができるよう、自主的・自発的に

地域でサロン活動を行う団体を支援しています。 

社会福祉協議会 

みんなの食堂等支

援事業【再掲】 

無料又は低額での食事提供等を通じて、子どもや高齢者等の孤食

防止、地域住民の多世代交流を図ることを目的とした「みんなの

食堂等」の活動に対し、運営に必要な費用の一部を補助する等の

支援を行います。 

社会福祉協議会 

（地域福祉課） 

夏休み福祉・ボラン

ティア体験 

「イナっこ教室」

【再掲】 

区内在住・在勤・在学の小学生以上を対象に、福祉やボランティ

ア活動への理解と関心を高めることを目的として、夏休み福祉・

ボランティア体験講座を実施しています。 

社会福祉協議会 
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こどもの育ちと地域社会（こどもまんなかチャート） 

こどもはその成長過程において、さまざまな人や環境と関わりあいながら、成長してい 

  くといわれています。 

令和５(2023)年 12 月に閣議決定された「幼児期までのこどもの育ちに係る基本的なビジ 

ョン（はじめの 100 か月の育ちビジョン）」では、「こどもの育ちの質には、保護者・養 

育者や子どもに関わる専門職のみならず、全ての人が、それぞれの立場で直接的・間接的 

に影響している」としており、「こどもの誕生前から幼児期までの育ち」に、社会の様々 

な立場の人がどのような立ち位置で、子どもを支える当事者となり得るのかについて「こ 

どもまんなかチャート」として、分かりやすく「見える化」しています。 

それによれば、こどもも「こどもまんなか社会」のつくり手であり、「こどもまんなか」 

という一貫した考え方の下で、全ての人が当事者となり、こどもの育ちを保障していくと 

いう理念がうたわれています。また、こどもの育ちの質に与える影響を、「保護者・養育 

者」、「こどもと直接接する人」、「こどもが過ごす空間」、「地域の空間」、「施策や 

文化」といった層ごとに分け、社会の様々な立場の人が、それぞれの立ち位置でこどもを 

支える当事者となることが示されています。 

以上のことから、こどもの育ちはこどもを取り巻く全ての人が関わることで実現するも 

  のであり、地域社会であらゆる人がこどもの育ちに関わっていくことが重要であるといえ 

ます。 

 【それぞれのこどもから見た「こどもまんなかチャート」】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

出典：「幼児期までのこどもの育ちに係る基本的なビジョン」 
（はじめの 100 か月の育ちビジョン） （2023 年 12 月） 

コラム 

 

 

子ども 

保護者・養育者 

こどもを養育している人 
 
 

保護者・養育者 

こどもと直接接する人 

こども同士、親族、保育者、医師 
保健師、助産師、看護師等  
子どもに関わる専門職など 

 

こどもを見守る人 

教育・保育施設や地域子育て支援の運営者 
民生委員・児童委員など 

社会全体の環境をつくる人 

政策に携わる人 
企業やメディアの人など 

地域社会を構成する人 

近所や商店の人 
地方公共団体の職員など 

 

こどもが過ごす空間 

こどもと直接接する人 

地域の空間 

施策や文化 

こどもの育ちを支えるために
考え方を共有したい人 

全ての子どもの生涯にわたる 
身体的・精神的・社会的（バイオサイコソーシャル）な観点での包括的な幸福 
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方向性５ 基本施策２ 子どもを守る安全なまちづくり 

【現況と課題】 

近年、子どもが巻き込まれる事故や事件が多発していることから、地域全体で子どもを守り、

安全で安心できる子育て環境づくりが求められています。 

区ではこれまでも登下校での子どもの事件・事故を未然に防ぎ、危険を回避するため、防犯ブ

ザー等のグッズ配布を行うとともに、ＰＴＡや地域、警察等の関係機関と連携し、登下校時の通

学路等における児童・生徒・園児の安全確保に努めてきました。 

今後も引き続き、交通安全の推進や地域における見守り体制、子育てしやすい安全・安心なま

ちづくりを推進しています。 

また、情報化の進展により、子どもがインターネットやスマートフォン・タブレットを気軽に

利用できるようになった一方で、子どものネット依存、ネットいじめ、ＳＮＳを通した性被害犯

罪などの問題が発生しています。このような被害をなくすために、スマートフォンやタブレット

の安全な使い方を学び、動画投稿などＳＮＳ活用のルールを知り、個人情報の保護も含めて被害

に遭わない対応策を学ぶための情報モラル教育を引き続き行う必要があります。 

さらに、2022(令和４)年の民法の一部改正により、成人年齢が 18 歳となり、契約年齢が引き

下げられたことから、これまで認められていた 18 歳、19歳の未成年者取消権がなくなり、消費

者被害の拡大が懸念されています。消費者トラブルを未然に防ぐため、子ども、若者に対する注

意喚起や意識啓発が必要です。 

【取組の方向性】 

●引き続き、子どもの事故を未然に防ぎ、危険を回避するため、交通安全の推進や地域におけ

る見守り体制を充実させ、子育てしやすい安全・安心なまちづくりを推進します。 

●引き続き、スマートフォンやタブレットの安全な使い方を学び、動画投稿などＳＮＳ活用の

ルールを主体的に考えさせる情報モラル教育を行っていきます。 

●社会経験の少ない子ども、若者に対し、ホームページや SNS、ポスター等による注意喚起

や区立中学生を対象とした副教材の配布により、消費生活に関する意識啓発を一層推進し

ていきます。 
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【重点事業・主な事業等】 

重点事業 

事業名 事業内容 

通学路等の安全確保 
防犯ブザー等のグッズ配布や、PTA や地域、警察等と連携しながら、登下校時の

通学路等における児童・生徒・園児の安全確保に努めています。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

学務課、交通課 

・防犯ブザーの配布：1,678 個 

・こども 110 番登録件数：682 件 

・区内幼稚園・保育園の３～５歳を対象

に、交通安全教育絵本を配布 

・区内小学校新入学生全員に、ランドセ

ルカバーを配布 

・通学路の安全点検実施：８校 

引き続き、関係機関と連携し、登下校時

の通学路等における児童・生徒・園児の

安全確保に努めます。 

 
 

事業名 事業内容 

情報モラル教育の

推進 

「ＳＮＳ学校ルール」を各校で定め、児童・生徒がＳＮＳ等のより適切な利用に

ついて主体的に考えさせる指導を行うとともに、スマートフォン等の使い方やネ

ット犯罪への対応などを学ぶセーフティ教室を関係機関と連携して全小・中学校

で実施します。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

指導室 

全小中学校において学習指導要領にお

ける「情報モラル」の定義を踏まえつ

つ、自ら適切に情報機器を活用できる

力の育成など、デジタルシチズンシッ

プ教育の視点を踏まえた教育を特別活

動や道徳科、総合的な学習の時間など

において実施しています。 

デジタルシチズンシップ教育を実施

し、発達段階に応じた計画的な情報活

用能力の育成により情報社会で主体的

に生きる資質・能力を育成します。 

 

事業名 事業内容 

若年者への消費者

教育及び情報提供 

親子消費者講座の実施や、区内掲示板への啓発ポスターの掲出、安全・安心メー

ルやホームページでの発信、区立中学生を対象とした副教材の配布などにより、

最新の消費者トラブルに関する注意喚起を行っています。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

区民生活課 

・消費生活相談…134件（29歳以下契約者） 

・若者のトラブル110番…1件 

＜若年者向け消費者トラブル防止啓発＞ 

 ・ポスター掲示 区内掲示板等 

373カ所 

  ・ちゅうおう安全・安心メール 

 ・消費生活展での啓発 

 ・消費生活講座 3回 

 ・ホームページなどでの啓発 

 ・区立中学生を対象とした副教材の

配布 

・親子消費者講座･･･１回 

引き続き、若者向けに、消費生活相談

を実施するほか、ホームページや

SNS、ポスター等による注意喚起を行

うとともに、区立中学生を対象とした

副教材の配布等により、消費トラブル

に関する意識啓発を図ります。 
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主な事業等 

事業名 事業内容 担当課 

補導連絡会 

地域における青少年の健全育成を図るため、青少年問題協議会

の組織として警察署管轄区域を単位に４団体を設置しています。  

各団体は、定例会・街頭補導・施設見学などを実施し、非行少

年などについての情報交換や問題青少年の指導方法について学

習しています。 

文化・生涯学習課 

地域コミュニティ

PTA（ピタ）ﾂと！事

業「ラン PAT2.0」 

地域のつながりづくりや安全・安心の向上を目的として、町会、

自治会と PTA が地域の情報を共有し、ランニングをしながらパト

ロールを行う地域コミュニティ PTA（ピタ）ッと！事業「ラン

PAT2.0」を実施しています。 

地域振興課 

子ども自転車乗り

方教室 

初めて自転車を運転する子ども等を対象に、自転車の乗り方や安

全ルールについて、親子で学べる自転車教室を開催します。 
交通課 
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方向性５ 基本施策３ ワーク・ライフ・バランスの推進 

【現況と課題】 

ライフスタイルや価値観の多様化により、自分や家族との時間を大切にしつつ、やりがいや充

実感を感じながら働きたいと考える人が増えており、企業による職場の風土改革と合わせた働

き方の見直しを推進するための支援が求められています。仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・

バランス）の推進は、企業にとってもますます重要となっています。 

「中央区男女共同参画行動計画 2023」では、女性の活躍推進に向けて、｢ワーク・ライフ・バ

ランスの推進に向けた支援｣を取り組むべき課題として掲げ、すべての区民が、自らの意思で自

分らしい生き方や働き方を柔軟に選択でき、充実した生活を送ることができる社会を目指し、関

連する事業の推進に取り組んでいます。 

「子育て支援に関するニーズ調査」の結果では、就学前児童保護者の母親の就業率は８割を超

え、母親のフルタイム就労の希望も高くなっていることから、今後は、家庭生活での男女共同参

画や、企業がワーク・ライフ・バランスを実現しやすい職場づくりに取り組むことがますます重

要となっています。 

母親の現在の就労状況（全体）【経年比較】 

【子育て支援に関するニーズ調査・就学前児童保護者】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

母親の１年後の就労予定（全体）【経年比較】 

【子育て支援に関するニーズ調査・就学前児童保護者】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

フルタイム就労

67.2 

57.0 

パートタイム就労

月当たり120時間以上

4.6 

4.0 

パートタイム就労

月当たり48時間以上

120時間未満

6.0 

5.7 

パートタイム就労

月当たり48時間未満

2.9 

3.4 

現在は就労

していない

18.7 

28.9 

無回答

0.6 

1.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年

(N=2,384)

平成30年

(n=2,942)

※フルタイム就労、パートタイム就労ともに育休・介護休業中も含む

フルタイム就労

68.0 

57.9 

パートタイム就労

月当たり120時間以上

4.9 

4.2 

パートタイム就労

月当たり48時間以上

120時間未満

7.4 

7.3 

パートタイム就労

月当たり48時間未満

3.7 

4.6 

現在は就労

していない

13.3 

23.1 

無回答

2.7 

2.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年

(N=2,384)

平成30年

(n=2,942)

※フルタイム就労、パートタイム就労ともに育休・介護休業中も含む

※資料:令和５年度子育て支援に関するニーズ調査結果（就学前児童保護者対象調査より） 

※資料:令和５年度子育て支援に関するニーズ調査結果（就学前児童保護者対象調査より） 
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また、国は、男性の育児休業取得率を「2025 年までに 30％」という目標を掲げ、中小企業に

おける取得促進に取り組んできました。東京都全体での男性の育児休業取得率は、令和５(2023)

年度の調査では 38.9％（平成 30(2018)年:16.6%）、本区においても、「子育て支援に関するニ

ーズ調査」の結果では、育児休業を取得した父親の割合は、令和５(2023)年度には 24.0％(平成

30(2018)年度:8.6％)で、ともに大きく増加しており、男性の育児休業の取得が進んでいること

が分かります（Ｐ32 参照）。 

以上を踏まえ、子育て中の働く男女の仕事と生活の調和に向けて、ワーク・ライフ・バランス

を企業、地域、社会全体の取組としていくために、区民や事業所、関係団体、行政が連携・協働

し、男女の働き方改革を推進していくことが課題です。 

【取組の方向性】 

●区民や事業所に対して、ワーク・ライフ・バランスの意義や重要性をさまざまな機会を通じ

て啓発するとともに、事業所の自主的な取組を支援し、誰もが働きやすい職場づくりを推進

します。 

●男性が家事・育児・介護などを自らのことと捉え、主体的に参画する動きを広めるために、

意識啓発を図るとともに、男性の参画を促すための環境づくりを推進し、家庭生活での男女

共同参画に向けて取り組みます。 

【重点事業・主な事業等】 

重点事業 

事業名 事業内容 

ワーク・ライフ・

バランス推進企

業の認定 

仕事と家庭の両立や男女がともに働きやすい職場の実現に向けてワーク・ライフ・

バランスの取組を推進している企業等の認定を強化し、その取組を広く周知してい

ます。 

担当課 現況（令和５年度実績） 最終年度（令和 11 年度）目標 

総務課 
ワーク・ライフ・バランス推進企業認定数： 

 29 事業所 

ワーク・ライフ・バランス推進企業認定数： 

 35 事業所以上 

 

主な事業等 

事業名 事業内容 担当課 

ワーク・ライフ・バラ

ンスセミナーなどの

開催 

男女共同参画セミナー、ワーク・ライフ・バランスセミナーによ

り、ワーク・ライフ・バランスの普及・啓発を行っています。 
総務課 

ワーク・ライフ・バ

ランス推進アドバ

イザー派遣 

仕事と子育て・介護の両立支援や長時間労働の削減など働きやす

い職場づくりに取り組みたい、またはさらに取組を向上させたい

事業所に、専門のアドバイザーを派遣しています。 

総務課 

男性を対象とした

講座などの開催 

男女共同参画講座・講演会、イクメン講座により、男性の家事・

育児・介護への参画促進に向けた普及・啓発を行っています。 
総務課 

就労相談会 
仕事と生活の両立など再就職に向けた不安や働くことに関する

悩みを解消するため、キャリア相談を実施しています。 
総務課 
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仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現に向けて 

仕事は、暮らしを支え、生きがいや喜びをもたらすものです。同時に、家事・育児、近隣

との付き合いなどの生活も暮らしには欠かすことができないものであり、その充実があっ

てこそ、人生の生きがい、喜びは倍増します。しかし、現実の社会では「安定した仕事に就

けず、経済的に自立することができない」「仕事に追われ、心身の疲労から健康を害しかね

ない」「仕事と子育てや老親の介護との両立に悩む」など、仕事と生活の間で問題を抱える

人が多く見られます。個々人のライフスタイルも変化する中、将来にわたって多様性に富ん

だ活力ある社会を創造していくためには、男女がともに、仕事、家庭生活、地域生活など様々

な活動について、自ら希望するバランスで展開できる、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・

バランス）の推進が極めて重要です。 

若年層の育児休業の取得意向を例にとると、令和６(2024)年７月に、厚生労働省が「男性

の育児休業取得促進事業（イクメンプロジェクト）」において実施した「若年層における育

児休業等取得に対する意識調査」の結果（速報値）では、就職活動における企業選定の基準

として、69.7％が「育休取得実績」を重視していると回答しました。さらに、「男性の育休

取得実績がない企業」に対しては、61.0％が「就職したくない」と回答し、就職活動におい

て「男性の育休取得実績」を重視していることが伺えます。また、配偶者に育休を取得して

ほしい意向も 88.6%と、若年層の育休を取得したい意向の強さが明らかになりました。 

急速な少子高齢化に直面する中で、企業においては若年労働力の確保や生産性の向上は

深刻な問題・課題のひとつとなっています。仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）

の取組は、人材の確保・定着や企業競争力向上において有利な展開が期待できます。 

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の取組を加速させるには、個人の意識と

企業の姿勢との両面から取り組むことが重要であり、家族など周囲の理解・協力も必要です。 

社会全体で仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現に取り組んでいきまし

ょう。 

 

 

   

 

 

 

 

 

コラム 

出典：厚生労働省イクメンプロジェクト 「若年層における育児休業等取得に対する意識調査」(令和６(2024)年) 
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第５章 子ども・子育て支援事業計画 

１ 本計画で取り扱う人口推計 

本計画における幼児期の教育・保育施設、地域子ども・子育て支援事業及びこども誰でも通園

制度（乳児等通園支援事業）の需要量見込みの算出にあたっては、令和６(2024)年４月１日の住

民基本台帳人口を基準として、直近の開発動向などの要素を取り入れて算出した人口推計を用

いています。 

人口推計では、令和６(2024)年４月１日からの５年間で、０～11 歳の人口は、1,154 人（約

5.5％）増加する見込みです。 

年齢区分別にみると、未就学児（０～５歳児）の人口は 788 人(約 7.4％)、小学生（６～11 歳

児）の人口は、366 人(約 3.6％)増加すると推計されています。 

地域別にみると、０～11 歳の人口は、令和６(2024)年と令和 11(2029)年を比較すると、京橋

地域で 169 人(約 4.2％)、日本橋地域で 153 人(約 2.7％)減少しますが、月島地域では 1,478 人

(約 13.3％)増加すると推計されています。 

 

＜中央区全域＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2,053 1,915 1,907 1,771 1,769 1,967 1,975 2,029 2,070 2,069

2,011 1,955 1,809 1,772 1,766 1,815 1,919 1,958 2,016 2,003

1,981 1,886 1,803 1,714 1,808 1,756 1,761 1,882 1,923 1,940

1,911 1,897 1,770 1,718 1,728 1,785 1,693 1,724 1,846 1,843

1,895 1,869 1,823 1,706 1,773 1,771 1,773 1,708 1,746 1,821

1,843 1,845 1,807 1,769 1,770 1,815 1,759 1,783 1,723 1,726

1,489 1,793 1,773
1,736 1,821 1,787 1,789 1,757 1,789 1,689

1,527 1,595 1,755
1,742 1,787 1,859 1,777 1,799 1,772 1,772

1,427 1,504 1,578 1,749 1,785 1,779 1,840 1,773 1,798 1,746
1,358 1,427 1,481 1,572 1,767 1,808 1,785 1,857 1,793 1,800
1,289 1,339 1,409 1,467

1,604
1,828 1,799 1,786 1,861 1,7791,138 1,278 1,322 1,402

1,497
1,621 1,811 1,791 1,779 1,84119,922 20,303 20,237 20,118

20,875
21,591 21,681 21,847 22,116 22,029

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

令和2年

（2020)

令和3年

（2021)

令和4年

（2022)

令和5年

（2023)

令和6年

（2024)

令和7年

（2025)

令和8年

（2026)

令和9年

（2027)

令和10年

（2028)

令和11年

（2029)

11歳

10歳

9歳

8歳

7歳

6歳

5歳

4歳

3歳

2歳

1歳

0歳

（人）
実績値 推計値

11,694 11,367 10,919 10,450 10,614 10,909 10,880 11,084 11,324 11,402

０～５歳児

６～11歳児

※実績値は中央区「住民基本台帳」４月１日現在 

※推計値の各歳児人口は、小数点第一位を四捨五入しているため、全体の合計と合致しない。 
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＜京橋地域＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜日本橋地域＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜月島地域＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

405 425 458 430 381 400 408 406 399 402

444 369 399 436 383 353 382 385 380 379

389 416 358 370 394 336 330 352 353 354

362 351 392 343 340 369 315 305 325 331

344 353 344 377
330 330 367 309 298 322

366 345 342 324
357 297 321 352 294 287

305 367 345 332
301 348 296 315 343 291

283 302 365 333
323 304 342 289 306 336

281 279 302 355
322 298 293 327 272 293

236 283 272 302
345

323 298 291 324 274

210 231
275 274

295
333 319 292 283 319

219 209
234 270

270 301 332 317 290 284

3,844 3,930
4,086 4,146

4,041 3,992 4,003 3,940 3,867 3,872

0
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2,000

3,000

4,000

5,000

令和2年

（2020)
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（2021)

令和4年

（2022)

令和5年

（2023)

令和6年

（2024)

令和7年

（2025)

令和8年

（2026)

令和9年

（2027)

令和10年

（2028)

令和11年

（2029)

11歳

10歳

9歳

8歳

7歳

6歳

5歳

4歳

3歳

2歳

1歳

0歳

（人）
実績値 推計値

2,310 2,259 2,293 2,280 2,185 2,085 2,123 2,109 2,049 2,075

０～５歳児

６～11歳児

609 599 614 525 536 582 583 588 587 598

575 585 537 543 469 516 540 538 539 545

577 537 532 502 510 412 477 497 491 500

546 558 491 500 461 486 394 451 468 471

537 521 527 469 483 431 470 376 430 454

506 520 508
512 464 484 421 456 360 421

436 491 502
482 514 456 476 407 441 356

431 433 470
496 469 511 453 471 402 439

358 418 423 471 494 436 496 435 451 388

316 354 414 424 463 495 437 494 431 453

331 315 352 408 428 463 491 432 487 429

315 326 307 356 404 429 463 490 429 488

5,537 5,657 5,677 5,688 5,695 5,701 5,701 5,635 5,516 5,542

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

令和2年
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令和3年

（2021)

令和4年

（2022)

令和5年

（2023)

令和6年

（2024)

令和7年

（2025)

令和8年

（2026)

令和9年

（2027)

令和10年

（2028)

令和11年

（2029)

11歳

10歳

9歳

8歳

7歳

6歳

5歳

4歳

3歳

2歳

1歳

0歳

（人）
実績値 推計値

3,350 3,320 3,209 3,051 2,923 2,911 2,885 2,906 2,875 2,989

０～５歳児

６～11歳児

※実績値は中央区「住民基本台帳」４月１日現在 

※推計値の各歳児人口は、小数点第一位を四捨五入しているため、全体の合計と合致しない。 
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令和10年

（2028)
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（人）
実績値 推計値

6,034 5,788 5,417 5,119 5,506 5,912 5,872 6,068 6,402 6,340

０～５歳児

６～11歳児
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２ 提供区域の設定 

子ども・子育て支援事業計画は、提供区域を設定したうえで、区域ごとに需要量の見込みを

算出し、確保の内容を記載することとなっています。 

本区における幼児期の教育・保育施設は、利用実態として居住地域を越えて利用されている

ことや、一時的な需要の増減に対し広域で調整しやすく弾力的な対応が可能であることから１

区域（中央区全域）で設定を行います。 

地域子ども・子育て支援事業は、本区におけるこれまでの地理的要件や行政区域の考え方、

計画・事業における地域の考え方に基づき、京橋・日本橋・月島地域の３区分で区域を設定し

ます。広域利用が想定される病児・病後児保育や、地域子育て支援拠点事業（あかちゃん天国）

についても１区域につき１施設以上を設置しています。ただし、事業の性質上、区全体で量の

見込みをとらえるべき以下の事業は、区全体として提供区域を設定します。 

こども誰でも通園制度（乳児等通園支援事業）は、居住地域を越えて利用されていることや、

一時的な需要の増減に対し広域で調整しやすく弾力的な対応が可能であることから１区域（中

央区全域）で設定します（令和７年度のみ地域子ども・子育て支援事業に位置付けられ、また、

令和８年度からは新たな給付制度として位置付けられるため、記載場所については別途検討）。 

 

事業名 提供区域 

幼児期の教育・保育施設 １区域（中央区全域） 

地域子ども・子

育て支援事業 

●時間外保育事業（延長保育事業） 

●放課後児童健全育成事業（学童クラブ） 

●放課後子ども教室（子どもの居場所「プレディ」） 

●幼稚園預かり保育 

●病児保育事業（病児・病後児保育事業） 

３区域 

（京橋地域・日本橋地域・ 

月島地域） 

●利用者支援に関する事業（利用者支援） 

●子育て短期支援事業（子どもショートステイ） 

●一時預かり保育 

子育て短期支援事業（トワイライトステイ） 

子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・

センター事業） 

●乳児家庭全戸訪問事業（新生児等訪問指導） 

●養育支援訪問事業および要保護児童対策地域協議

会その他の者による要保護児童等に対する支援に

資する事業 

●妊婦健康診査 

●実費徴収に係る補足給付を行う事業 

●子育て世帯訪問支援事業 

●児童育成支援拠点事業 

●親子関係形成支援事業 

●産後ケア事業 

１区域（中央区全域） 

こども誰でも通園制度（乳児等通園支援事業） １区域（中央区全域） 



                                  第５章 子ども・子育て支援事業計画 

- 159 - 

３ 幼児期の教育・保育施設の量の見込みと確保方策 

事業の概要と量の見込み算出の考え方 

①保育所等 

保育所等は認可保育所、認定こども園（長時間保育）、地域型保育事業及び認証保育所等のこ

とを指し、３号認定（満３歳未満の保育の必要性の認定を受けた就学前の子ども）、２号認定

（満３歳以上の保育の必要性の認定を受けた就学前の子ども）の子どもが利用します（過去の

実績等詳細はＰ44～47 参照）。 

量の見込みの算出にあたっては、０歳児は令和２～６年度の利用率の実績の平均を令和７年

度以降の利用率とし、人口推計に利用率をかけて量の見込みを算出しました。１～５歳児は、

令和２～６年度の利用率の実績に伸び率を考慮し、令和７年度以降の利用率の見込みを算出し、

人口推計にかけて量の見込みを算出しました。 

②幼稚園等 

幼稚園等は幼稚園、認定こども園（短時間保育）等のことであり、１号認定（満３歳以上で

幼児期の教育を希望（保育の必要性なし）の子どもが利用します。なお、幼稚園の教育を希望

する２号認定の子どもが利用することも可能です（過去の実績等詳細はＰ44～47 参照）。 

算出にあたっては、令和４～６年度の利用率の実績から令和７年度以降の利用率の見込みを

算出し、人口推計にかけて量の見込みを算出しました。 

 

【参考】０～５歳の養育状況（令和６年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

確保方策の考え方 

①保育所等 

・ 認可保育所の開設を中心に整備を進めていきます。 

・ 特定地域型保育事業および認証保育所についても確保方策に含めます。 

②幼稚園等 

幼稚園等については、既存の区立幼稚園と認定こども園で確保します。  
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見込みと確保方策 

量の見込みＡ…利用実績等から算出した教育・保育施設の利用者数見込み 

確保方策Ｂ……既存の教育・保育施設等の定員数に、整備予定の施設等の定員数を加えた数 

量の見込みＡのニーズに応じた確保方策Ｂの定員数を確保できるよう、施設整備等に取り組

んでいきます。 

(人) 

 
令和 

７年度 

（2025） 

令和 

８年度 

（2026） 

令和 

９年度 

（2027） 

令和 

10 年度 

（2028） 

令和 

11 年度 

（2029） 

幼稚園等 
（教育標準 

時間認定） 

１号認定 

２号認定 

３～５ 

歳児 

人口 5,371 5,225 5,215 5,315 5,390 

量の見込みＡ 1,106 1,057 1,067 1,083 1,120 

確保方策Ｂ 1,436 1,405 1,393 1,376 1,435 

Ｂ－Ａ 330 348 326 293 315 

保育所等 
（保育認定） 

２号認定 
３～５ 

歳児 

人口 5,371 5,225 5,215 5,315 5,390 

量の見込みＡ 3,376 3,279 3,272 3,329 3,385 

確保方策Ｂ 3,940 4,089 4,288 4,298 4,298 

【
内
訳
】 

特定教育・保育施設 3,814 3,963 4,162 4,172 4,172 

特定地域型保育事業 0 0 0 0 0 

認証保育所 126 126 126 126 126 

Ｂ－Ａ 564 810 1,016 969 913 

３号認定 

２歳児 

人口 1,756 1,761 1,882 1,923 1,940 

量の見込みＡ 1,233 1,237 1,323 1,353 1,364 

確保方策Ｂ 1,389 1,398 1,450 1,450 1,450 

【
内
訳
】 

特定教育・保育施設 1,284 1,293 1,345 1,345 1,345 

特定地域型保育事業 12 12 12 12 12 

認証保育所 93 93 93 93 93 

Ｂ－Ａ 156 161 127 97 86 

１歳児 

人口 1,815 1,919 1,958 2,016 2,003 

量の見込みＡ 1,181 1,247 1,274 1,313 1,304 

確保方策Ｂ 1,260 1,290 1,342 1,342 1,342 

【
内
訳
】 

特定教育・保育施設 1,160 1,190 1,242 1,242 1,242 

特定地域型保育事業 11 11 11 11 11 

認証保育所 89 89 89 89 89 

Ｂ－Ａ 79 43 68 29 38 

０歳児 

人口 1,967 1,975 2,029 2,070 2,069 

量の見込みＡ 441 441 454 465 464 

確保方策Ｂ 510 532 554 554 554 

【
内
訳
】 

特定教育・保育施設 436 458 480 480 480 

特定地域型保育事業 7 7 7 7 7 

認証保育所 67 67 67 67 67 

Ｂ－Ａ 69 91 100 89 90 

 幼稚園等については、区立幼稚園のほか認定こども園短時間保育の定員数を確保方策と

しており、５カ年とも量の見込みを上回っています。 

 保育所等の２号認定および３号認定については、既存の教育・保育施設等の定員数に加

え、新たに私立認可保育所の整備等により、５カ年とも量の見込みを上回っています。 
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＜令和７（2025）年度＞                                                                   （人） 

 学齢 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 計 

保育所等 

量の見込み Ａ 441 1,181 1,233 3,376 6,231 

確保方策  Ｂ 510 1,260 1,389 3,940 7,099 

Ｂ－Ａ 69 79 156 564 868 

幼稚園等 

量の見込み Ｃ  1,106 1,106 

確保方策  Ｄ  1,436 1,436 

Ｄ－Ｃ  330 330 

 

＜令和８（2026）年度＞ （人） 

 学齢 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 計 

保育所等 

量の見込み Ａ 441 1,247 1,237 3,279 6,204 

確保方策  Ｂ 532 1,290 1,398 4,089 7,309 

Ｂ－Ａ 91 43 161 810 1,105 

幼稚園等 

量の見込み Ｃ  1,057 1,057 

確保方策  Ｄ  1,405 1,405 

Ｄ－Ｃ  348 348 

 

＜令和９（2027）年度＞ （人） 

 学齢 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 計 

保育所等 

量の見込み Ａ 454 1,274 1,323 3,272 6,323 

確保方策  Ｂ 554 1,342 1,450 4,288 7,634 

Ｂ－Ａ 100 68 127 1,016 1,311 

幼稚園等 

量の見込み Ｃ  1,067 1,067 

確保方策  Ｄ  1,393 1,393 

Ｄ－Ｃ  326 326 

 

＜令和10（2028）年度＞ （人） 

 学齢 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 計 

保育所等 

量の見込み Ａ 465 1,313 1,353 3,329 6,460 

確保方策  Ｂ 554 1,342 1,450 4,298 7,644 

Ｂ－Ａ 89 29 97 969 1,184 

幼稚園等 

量の見込み Ｃ  1,083 1,083 

確保方策  Ｄ  1,376 1,376 

Ｄ－Ｃ  293 293 

 

＜令和11（2029）年度＞ （人） 

 学齢 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 計 

保育所等 

量の見込み Ａ 464 1,304 1,364 3,385 6,517 

確保方策  Ｂ 554 1,342 1,450 4,298 7,644 

Ｂ－Ａ 90 38 86 913 1,127 

幼稚園等 

量の見込み Ｃ  1,120 1,120 

確保方策  Ｄ  1,435 1,435 

Ｄ－Ｃ  315 315 
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４ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策 

（１）利用者支援に関する事業（利用者支援） 

事業の概要 

子ども及びその保護者等、または妊娠している方もしくはその配偶者が、教育・保育施設や

地域の子育て支援事業等を円滑に利用できるよう、身近な場所で情報提供及び相談・助言等を

行うとともに、関係機関との連絡調整等の地域連携を実施する事業です（過去の実績等詳細は

Ｐ49 参照）。 

 

確保方策の考え方 

保育所申込等に関する相談体制（特定型）については、区役所窓口のほか、特別出張所、保

健所、保健センター等において保育園長経験者による出張相談を実施し、保育所の入所や利用

に関する相談にきめ細やかに対応するとともに、相談内容に応じて各種保育事業に関する情報

提供を行います。 

地域子育て支援拠点事業（基本型、地域子育て相談機関）については、地域子育て支援拠点

事業「あかちゃん天国」において、子育てに関する情報提供や育児相談、助言を行います。 

妊娠期から子育て期までの切れ目ない相談体制（こども家庭センター型）については、保健

所・保健センターに母子保健コーディネーターを配置し、妊娠期から子育て期にわたる様々な

相談を行います。加えて、子ども家庭支援センターが中央区保健所等複合施設に移転し、母子

保健と児童福祉のより一層の連携基盤の強化が図られたことから、「こども家庭センター」機

能を備えた相談支援体制を整備し、地域のすべての妊産婦と子育て家庭に切れ目のない支援を

行います。 

 

事業の量の見込みと確保方策 

【量の見込み】 

実施箇所（箇所数） 
令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10 年度 

（2028） 

令和 11 年度 

（2029） 

保育所申込等に関する 

相談体制（特定型） 
７カ所 ７カ所 ７カ所 ７カ所 ７カ所 

地域子育て支援拠点事業 

「あかちゃん天国」 

（基本型、地域子育て相談機関） 

７カ所 ７カ所 ７カ所 ７カ所 ７カ所 

妊娠期から子育て期までの 

切れ目ない相談体制 

（こども家庭センター型） 

５カ所 ５カ所 ５カ所 ５カ所 ５カ所 
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【確保方策】 

実施箇所（箇所数） 
令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10 年度 

（2028） 

令和 11 年度 

（2029） 

保育所申込等 

に関する 

相談体制 

（特定型） 

区役所窓口 １カ所 １カ所 １カ所 １カ所 １カ所 

その他 

・特別出張所×3 

・保健所 

・保健センター 

・子ども家庭支援

センター 

・特別出張所×3 

・保健所 

・保健センター 

・子ども家庭支援

センター 

・特別出張所×3 

・保健所 

・保健センター 

・子ども家庭支援

センター 

・特別出張所×3 

・保健所 

・保健センター 

・子ども家庭支援

センター 

・特別出張所×3 

・保健所 

・保健センター 

・子ども家庭支援

センター 

地域子育て支援拠点事業 

「あかちゃん天国」 

（基本型、地域子育て相談機関） 

７カ所 ７カ所 ７カ所 ７カ所 ７カ所 

妊娠期から子育て期までの 

切れ目ない相談体制 

（こども家庭センター型） 

・保健所 

・保健センター×3 

・子ども家庭支援

センター 

・保健所 

・保健センター×3 

・子ども家庭支援

センター 

・保健所 

・保健センター×3 

・子ども家庭支援

センター 

・保健所 

・保健センター×3 

・子ども家庭支援

センター 

・保健所 

・保健センター×3 

・子ども家庭支援

センター 
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（２）時間外保育事業（延長保育事業） 

事業の概要 

認可保育所、認定こども園で、通常の開所時間（11 時間）を超えて保育を行う事業です。月

極利用とスポット利用（１日単位）の２種類があります（過去の実績等詳細はＰ49 参照）。 

 

確保方策の考え方 

①延長保育利用定員数：保育の確保方策にあわせて延長定員数拡大 

②スポット延長保育固定枠（区立１園あたり３人） 

③認証保育所の午後７時以降保育利用契約者数の実績分（令和５年度実績を維持） 

 

事業の量の見込みと確保方策 

【量の見込み】 

時間外保育事業利用者 

（人／日） 

令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10 年度 

（2028） 

令和 11 年度 

（2029） 

京橋地域 48 49 48 47 47 

日本橋地域 88 87 87 86 90 

月島地域 155 154 159 168 167 

 

【確保方策】 

 令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10 年度 

（2028） 

令和 11 年度 

（2029） 

京橋 
地域 

①延長保育利用定員数 208 208 208 208 208 

②区立スポット固定枠 15 15 15 15 15 

③認証保育所枠 9 9 9 9 9 

日本橋 
地域 

①延長保育利用定員数 355 355 355 355 355 

②区立スポット固定枠 15 15 15 15 15 

③認証保育所枠 10 10 10 10 10 

月島 
地域 

①延長保育利用定員数 583 613 673 673 673 

②区立スポット固定枠 18 18 18 18 18 

③認証保育所枠 15 15 15 15 15 

保育施設の確保方策において、認可保育所の整備を進めることにより、その施設分の延長保

育利用定員数が増加します。３地域とも５カ年すべてにおいて量の見込みを上回る計画となっ

ています。 
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（３）①放課後児童健全育成事業（学童クラブ） 

事業の概要 

放課後帰宅しても保護者の就労等により家庭で適切な保護育成を受けられない児童に対し

て、遊びや生活の場を提供して、その健全育成を図る事業です（過去の実績等詳細はＰ50～53 参照）。 
 

確保方策の考え方 

区立学童クラブにおいては、登録定数を設け利用可能人数を増やして対応するとともに、区

立小学校内に学童クラブを設置し、学童クラブ所属児童とプレディ所属児童が一緒に過ごすこ

とができる「プレディプラス事業」を実施することで、長時間保育や多様な保育ニーズに対応

します。また、児童福祉法に基づく放課後児童健全育成事業を実施する民間学童クラブの誘致

も含め、状況に応じた定員数確保の取り組みを推進していきます。 

確保方策（学童クラブの定員数＋暫定定員数＋登録定数）で不足する量の見込みについては、

放課後子ども教室（子どもの居場所「プレディ」）で対応します。 
 

事業の量の見込みと確保方策 

【量の見込み】 

学童クラブ入所希望者数（人） 
令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10 年度 

（2028） 

令和 11 年度 

（2029） 

京橋地域 267 276 278 285 273 

 １年生 133 143 150 159 142 

 ２年生 60 79 70 73 78 

 ３年生 43 49 54 47 49 

 ４年生 22 2 2 4 1 

 ５年生 8 2 1 1 2 

 ６年生 1 1 1 1 1 

日本橋地域（※） 173 301 335 322 320 

 １年生 95 169 202 189 195 

 ２年生 59 98 89 91 83 

 ３年生 18 29 37 35 35 

 ４年生 1 3 5 5 5 

 ５年生 0 1 1 1 1 

 ６年生 0 1 1 1 1 

月島地域（※） 962 1,002 989 1,010 1,013 

 １年生 450 453 493 501 488 

 ２年生 332 349 329 348 356 

 ３年生 151 169 143 137 146 

 ４年生 27 29 22 22 21 

 ５年生 1 1 1 1 1 

 ６年生 1 1 1 1 1 

合計 1,364 1,570 1,600 1,610 1,618 

 １年生 648 755 838 840 842 

 ２年生 448 507 497 509 512 

 ３年生 209 241 229 226 228 

 ４年生 50 54 29 29 30 

 ５年生 8 10 4 3 3 

 ６年生 1 3 3 3 3 

※民間学童クラブ含む  
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【確保方策】 

 
令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10 年度 

（2028） 

令和 11 年度 

（2029） 

京橋地域 

児童館学童クラブ数（箇所） 2 2 2 2 2 

学校内学童クラブ数（箇所） 2 4 4 4 4 

クラブ数 6 8 8 8 8 

定員（人） 215 305 305 305 305 

暫定定員数（人） 10 10 10 10 10 

登録定数（人） 30 30 30 30 30 

利用可能人数（人） 255 345 345 345 345 

日本橋地域 

児童館学童クラブ数（箇所） 2 2 2 2 2 

学校内学童クラブ数（箇所） 1 3 3 3 3 

クラブ数 3 5 5 5 5 

定員（人） 120 210 210 210 210 

暫定定員数（人） 5 5 5 5 5 

登録定数（人） 20 20 20 20 20 

民間学童クラブ数（箇所） 1 2 2 2 2 

民間学童クラブ定員（人） 30 150 150 150 150 

利用可能人数（人） 175 385 385 385 385 

月島地域 

児童館学童クラブ数（箇所） 4 4 4 4 4 

学校内学童クラブ数（箇所） 4 6 6 6 6 

クラブ数 18 20 20 20 20 

定員（人） 685 775 775 775 775 

暫定定員数（人） 90 90 90 90 90 

登録定数（人） 90 90 90 90 90 

民間学童クラブ数（箇所） 2 2 2 2 2 

民間学童クラブ定員（人） 128 128 128 128 128 

利用可能人数（人） 993 1,083 1,083 1,083 1,083 

合計 利用可能人数（人） 1,423 1,813 1,813 1,813 1,813 

※暫定定員数:当該年度の応募状況により、暫定的に拡大する定員枠 

※登録定数:待機児童対策として、登録児童の利用率を勘案し暫定定員から拡大して受け入れる登録枠 

 

確保方策－量の見込みで不足する分は、放課後子ども教室（子どもの居場所「プレディ」）の

量の見込みに含まれます。 
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（３）②放課後子ども教室（子どもの居場所「プレディ」） 

事業の概要 

子どもたちの健全育成を図るため、保護者の就労状況にかかわらず、放課後や土曜日などに

学校施設内で児童が安全に安心して過ごせる「子どもの居場所」を確保するための事業です（過

去の実績等詳細はＰ52 参照）。 

 

確保方策の考え方 

学童クラブ待機児にも対応できるよう一層の連携を行い、開設時間を学童クラブと同様に、

土曜日・長期休業日の開始時間については午前８時 30 分とし、平日・長期休業日（土曜日は除

く）の終了時間については最長で午後７時 30 分まで延長して、実施します。 

 

事業の量の見込みと確保方策 

【量の見込み】 

プレディ利用登録者数（人） 
令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10 年度 

（2028） 

令和 11 年度 

（2029） 

京橋地域 1,005 991 965 958 946 

日本橋地域 1,211 1,222 1,184 1,146 1,108 

月島地域 1,983 2,023 2,056 2,098 2,080 

 

【確保方策】 

 令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10 年度 

（2028） 

令和 11 年度 

（2029） 

京橋 
地域 

実施校数（校） 4 4 4 4 4 

想定利用登録者数（人） 1,005 991 965 958 946 

日本橋
地域 

実施校数（校） 3 3 3 3 3 

想定利用登録者数（人） 1,211 1,222 1,184 1,146 1,108 

月島 
地域 

実施校数（校） 6 6 6 6 6 

想定利用登録者数（人） 1,983 2,023 2,056 2,098 2,080 

合計 
実施校数（校） 13 13 13 13 13 

想定利用登録者数（人） 4,199 4,236 4,205 4,202 4,134 
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（４）子育て短期支援事業（子どもショートステイ） 

事業の概要 

保護者が疾病等により子どもの養育が困難になった際に、宿泊により短期間預かる事業です

（過去の実績等詳細はＰ53 参照）。 

 

確保方策の考え方 

本区では生後 57 日～中学校３年生の子どもを対象に、区が委託する区外２施設（乳児院、児

童養護施設）または区内の協力家庭において実施しています。１日の定員を７人とし、年間（365

日）通じて対応することで、最大 2,555 人を受入れが可能な体制を確保します。 

 

事業の量の見込みと確保方策 

【量の見込み】 

 令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10 年度 

（2028） 

令和 11 年度 

（2029） 

年間利用希望延べ人数（人日） 

（年間延べ宿泊日数見込み） 
115 115 116 118 117 

 

【確保方策】 

 令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10 年度 

（2028） 

令和 11 年度 

（2029） 

定員数（人） 

養護施設 1 1 1 1 1 

乳児院 1 1 1 1 1 

協力家庭 5 5 5 5 5 

定員数計（人） 7 7 7 7 7 

年間利用定員延べ人数（人日） 

箇所ごとの定員×年間開設日数の合計 
2,555 2,555 2,555 2,555 2,555 

 

現在の施設および協力家庭の規模で設定する確保方策で、量の見込みを上回る計画となって

います。 
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（５）幼稚園預かり保育 

事業の概要 

幼稚園等に通園する児童を対象に、子育て支援策の一環として、教育時間終了後の午後２時

以降に、子どもを一時的に預かる事業です（過去の実績等詳細はＰ53 参照）。 

 

確保方策の考え方 

区立幼稚園全園および幼保連携型認定こども園で、1日あたり 20 人～150 人の定員数を確保

し、土日、祝日を除く年間約 245 日対応することで、合計で約 127,725 人の受入れが可能な体

制を確保します。 

 

事業の量の見込みと確保方策 

【量の見込み】 

年間利用希望延べ人数（人日） 
令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10 年度 

（2028） 

令和 11 年度 

（2029） 

京橋地域 4,425 4,288 4,236 4,099 4,133 

日本橋地域 8,259 7,474 7,241 7,358 7,823 

月島地域 4,256 4,150 4,309 4,460 4,603 

 

【確保方策】 

 令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10 年度 

（2028） 

令和 11 年度 

（2029） 

京橋 
地域 

実施園数（園） 5 5 5 5 5 

１日あたりの利用定員（人）Ｂ 110 110 110 110 110 

年間実施日数 245 日×Ｂ 

（受入人数最大値） 
26,310 26,310 26,310 26,310 26,310 

日本橋 
地域 

実施園数（園） 4 4 4 4 4 

１日あたりの利用定員（人）Ｂ 125 124 122 120 119 

年間実施日数 245 日×Ｂ 

（受入人数最大値） 
30,185 29,940 29,450 28,960 28,715 

月島 
地域 

実施園数（園） 6 6 6 6 6 

１日あたりの利用定員（人）Ｂ 290 300 300 300 300 

年間実施日数 245 日×Ｂ 

（受入人数最大値） 
70,250 72,700 72,700 72,700 72,700 

 

現在実施している全園で設定する確保方策で、量の見込みを上回る計画となっています。 
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（６）一時預かり保育・子育て短期支援（トワイライトステイ）、 

子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

事業の概要 

事業 概要 

一時預かり保育 

保護者の育児疲れや冠婚葬祭などの理由により一時的に乳幼児 

（生後 57 日～未就学児）を預かる「一時保育」と、保護者の出 

産や入院などの緊急の理由により預かる「緊急保育」事業です。 

子育て短期事業 

（トワイライトステイ） 

保護者が就労等により帰宅が夜間になる場合に、一時的に子どもを 

預かる事業です。 

子育て援助活動支援事業 

（ファミリー・サポート・ 

センター事業） 

依頼会員と提供会員による会員組織を設置し、保育所への送迎や一 

時的な保育など地域において会員同士が子育てを相互に援助する

事業です。 

※過去の実績等詳細はＰ54・55 参照 

 

確保方策の考え方 

一時預かり保育については、子ども家庭支援センターの各分室、各公私連携認定こども園、

まなびの森保育園銀座の９カ所で実施し、1 カ所あたり 10～30 人程度/日の定員（一時保育の

受入れ可能人数及び緊急保育定員の合計）を設定し、対応可能な体制を確保します。 

トワイライトステイについては、子ども家庭支援センター「きらら中央」及び京橋こども園

において、量の見込みに対応します。 

ファミリー･サポート･センター事業では、潜在会員(登録はしているが活動していない会員)

の活用や提供会員の確保に努め、依頼に対応できるような体制を整えていきます。 

 

事業の量の見込みと確保方策 

【量の見込み】 

年間利用希望延べ人数（人日） 
令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10 年度 

（2028） 

令和 11 年度 

（2029） 

一時預かり保育 16,504 16,459 16,769 17,132 17,253 

子育て短期事業（トワイライトステイ） 606 605 607 613 611 

ファミリー・サポート・センター事業 1,869 1,861 1,882 1,903 1,896 

合計 18,979 18,925 19,258 19,648 19,760 
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【確保方策】 

 令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10 年度 

（2028） 

令和 11 年度 

（2029） 

一
時
預
か
り
保
育 

勝どき

分室 

１日の定員 Ａ 22 22 22 22 22 

１日の受入可能人数(一時保育定

員×1.8)＋緊急保育定員 Ｂ 
38 38 38 38 38 

年間開設日数（概数） Ｃ 345 345 345 345 345 

年間最大受入可能延人数 Ｂ×Ｃ 13,110 13,110 13,110 13,110 13,110 

日本橋

分室 

１日の定員 Ａ 10 10 10 10 10 

１日の受入可能人数(一時保育定

員×1.8)＋緊急保育定員 Ｂ 
16 16 16 16 16 

年間開設日数（概数） Ｃ 240 240 240 240 240 

年間最大受入可能延人数 Ｂ×Ｃ 3,840 3,840 3,840 3,840 3,840 

十思 

分室 

１日の定員 Ａ 9 9 9 9 9 

１日の受入可能人数(一時保育定

員×1.8)＋緊急保育定員 Ｂ 
15 15 15 15 15 

年間開設日数（概数） Ｃ 240 240 240 240 240 

年間最大受入可能延人数 Ｂ×Ｃ 3,600 3,600 3,600 3,600 3,600 

京橋 

こども

園 

１日の定員 Ａ 17 17 17 17 17 

１日の受入可能人数(一時保育定

員×1.8)＋緊急保育定員 Ｂ 
29 29 29 29 29 

年間開設日数（概数） Ｃ 365 365 365 365 365 

年間最大受入可能延人数 Ｂ×Ｃ 10,585 10,585 10,585 10,585 10,585 

晴海 

こども

園 

１日の定員 Ａ 15 15 15 15 15 

１日の受入可能人数(一時保育定

員×1.8)＋緊急保育定員 Ｂ 
27 27 27 27 27 

年間開設日数（概数） Ｃ 290 290 290 290 290 

年間最大受入可能延人数 Ｂ×Ｃ 7,830 7,830 7,830 7,830 7,830 

公私連携認定こども園等で実施する一時

預かり保育（年間最大受入可能延人数） 
18,616 18,616 18,616 18,616 18,616 

一時預かり保育 計（人日） 57,581 57,581 57,581 57,581 57,581 

ト
ワ
イ
ラ
イ
ト
ス
テ
イ 

勝どき

分室 

１日の定員 Ａ 20 20 20 20 20 

年間開設日数（概数） Ｂ 345 345 345 345 345 

年間最大受入可能延人数 Ａ×Ｂ 6,900 6,900 6,900 6,900 6,900 

京橋 

こども

園 

１日の定員 Ａ 10 10 10 10 10 

年間開設日数（概数） Ｂ 345 345 345 345 345 

年間最大受入可能延人数 Ａ×Ｂ 3,450 3,450 3,450 3,450 3,450 

トワイライトステイ 計（人日） 10,350 10,350 10,350 10,350 10,350 

フ
ァ
ミ
リ
ー
・
サ
ポ
ー
ト
・

セ
ン
タ
ー
事
業 

提供可能会員数（人） Ａ 346 346 346 346 346 

稼働日数（日） Ｂ 365 365 365 365 365 

年間最大受入可能延人数 Ａ×Ｂ 126,290 126,290 126,290 126,290 126,290 

活動可能件数（Ｒ５年度実績より） 1,779 1,779 1,779 1,779 1,779 

合計 （人日） 69,710 69,710 69,710 69,710 69,710 

現在各施設・事業で実施する規模に基づき設定する確保方策で、量の見込みを上回る計画と

なっています。  
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（７）乳児家庭全戸訪問事業（新生児等訪問指導） 

事業の概要 

生後４カ月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養育環

境等の把握を行う事業です（過去の実績等詳細はＰ55 参照）。 
 

確保方策の考え方 

本区では生後４カ月までの乳児がいる全家庭を対象に、保健師および委託訪問指導員（保健

師、助産師等）により訪問指導を行うとともに、母親のこころの健康状態の把握に努めていま

す。生後４カ月までの乳児および母親の状況把握ができるよう、以下のフローチャートに基づ

き実施していきます。 
 

＜新生児等訪問指導およびフォロー体制のフローチャート＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業の量の見込みと確保方策 

【量の見込み】 

生後 28 日未満の新生児および４ケ月までの乳児を対象とします。 

＜参考＞ 

 
令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10 年度 

（2028） 

令和 11 年度 

（2029） 

０歳児人口推計（人） 1,967 1,975 2,029 2,070 2,069 

 

【確保方策】 

 令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10 年度 

（2028） 

令和 11 年度 

（2029） 

実施体制 

１ 訪問人員 
  40 人程度 

（保健師、個人契約助産師、聖路加国際病院、訪問看護ステー 
ション） 

２ 実施機関 
 ①中央区保健所 ②日本橋保健センター ③月島保健センター 
 ④晴海保健センター 
３ 訪問事業以外のフォロー体制 
  ママとベビーのはじめて教室、乳児健診等の機会に行う。 
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（８）養育支援訪問事業および要保護児童対策地域協議会その他の者による

要保護児童等に対する支援に資する事業 

事業の概要 

養育支援が特に必要な家庭を訪問して、保護者の育児、家事等の養育能力を向上させるため

の支援を行う事業です（過去の実績等詳細はＰ56 参照）。 
   

確保方策の考え方 

本区では保健所等関係機関と連携して養育について支援が特に必要な家庭を把握し、訪問に

よる支援（養育相談、育児・家事援助）を実施しています。養育支援が必要な家庭に対し、相

談支援・生活支援を行うことのできる訪問支援員を確保します。 

児童虐待の予防、早期発見や子どもの

適切な保護のために子ども家庭支援セ

ンター「きらら中央」や、センターを調

整機関とした「要保護児童対策地域協

議会」の運営を推進します。協議会は右

図のような関係機関と、民生・児童委員

や福祉団体などから構成され、相互に

連絡を取り合い、情報の交換や支援に

関する協議を行うことで、児童虐待を

防止します。また、児童相談体制の強化

のため開設した中央区と台東区と東京

都での共同モデル事業（東京都児童相

談所のサテライトオフィス）を活用し、

児童相談センターと子ども家庭支援セ

ンターの連携強化と区職員の人材育成

に努めていきます。 
  

事業の量の見込みと確保方策 

【量の見込み（養育支援訪問事業）】 

 令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10 年度 

（2028） 

令和 11 年度 

（2029） 

支援家庭数（家庭） 4 4 4 4 4 

訪問回数（回） 150 150 150 150 150 
 

【確保方策】 

 令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10 年度 

（2028） 

令和 11 年度 

（2029） 

実施体制 

【養育支援訪問事業】 
１ アセスメントシートを用いた調査・相談支援 
２ 援助方針を検討・決定し、支援計画書を作成 
３ 訪問支援員による家事、育児・養育支援 

【要保護児童対策協議会】 
・代表者会議 年１回開催 
・実務者会議 年４回開催（講演会１回含む） 
・個別ケース検討会議 （随時開催） 

要保護児童
保護者のいない児童又は保護者に監督・保護させるこ

とが不適切であると認められる児童

要支援児童
保護者の養育を支援することが特に必要と認められる

児童

特定妊婦
出産後の養育について出産前において支援を行うこと

が特に必要と認められる妊婦

要保護児童等

【構成機関】 
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（９）地域子育て支援拠点事業（子育て交流サロン「あかちゃん天国」） 

事業の概要 

地域の身近な場所で、子育て中の親子の交流や仲間づくり、育児相談等を行う事業です（過

去の実績等詳細はＰ56 参照）。 
 

確保方策の考え方 

本区では子育て交流サロン「あかちゃん天国」として、親子のふれあいと交流の場を提供す

るとともに、子育てに関する情報提供や育児相談、助言を行っています。各地域に拠点を確保

し、１カ所あたり 40～90 人程度の利用者（１日の延べ人数）を、年末年始、祝日を除く年間約

345 日受け入れることで、各地域の量の見込みに対応します。 
 

事業の量の見込みと確保方策 

【量の見込み】 

年間利用希望延べ人数（人回） 
令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10 年度 

（2028） 

令和 11 年度 

（2029） 

京橋地域 32,680 32,186 32,478 32,680 32,881 

日本橋地域 34,610 34,575 35,980 36,170 36,656 

月島地域 88,505 89,603 93,079 98,636 97,790 

 

【確保方策】 

拠点数（カ所） 
令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10 年度 

（2028） 

令和 11 年度 

（2029） 

京橋地域 2 2 2 2 2 

日本橋地域 2 2 2 2 2 

月島地域 3 3 3 3 3 

 

＜参考＞１カ所１日あたりの量の見込み（利用延べ人数） 

 令和７年度 

（2025） 
令和８年度 

（2026） 
令和９年度 

（2027） 
令和 10 年度 

（2028） 
令和 11 年度 

（2029） 

京橋地域 

（築地児童館・

新川児童館） 

量の見込み再掲 

：年間利用希望延べ人数 Ａ 
32,680 32,186 32,478 32,680 32,881 

拠点数（カ所） Ｂ 2 2 2 2 2 

開館日数（概算） Ｃ 345 345 345 345 345 

1 日あたりの利用延べ人数 

Ｄ（Ａ／Ｂ／Ｃ） 
47 47 47 47 48 

日本橋地域 

（堀留町児童館・

浜町児童館） 

量の見込み再掲 

：年間利用希望延べ人数 Ａ 
34,610 34,575 35,980 36,170 36,656 

拠点数（カ所） Ｂ 2 2 2 2 2 

開館日数（概算） Ｃ 345 345 345 345 345 

1 日あたりの利用延べ人数 

Ｄ（Ａ／Ｂ／Ｃ） 
50 50 52 52 53 

月島地域 
（子ども家庭 
支援センター 

「きらら中央」勝
どき分室・ 

月島児童館・ 

晴海児童館） 

量の見込み再掲 

：年間利用希望延べ人数 Ａ 
88,505 89,603 93,079 98,636 97,790 

拠点数（カ所） Ｂ 3 3 3 3 3 

開館日数（概算） Ｃ 345 345 345 345 345 

1 日あたりの利用延べ人数 

Ｄ（Ａ／Ｂ／Ｃ） 
86 87 90 95 94 
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（10）病児保育事業（病児・病後児保育事業） 

事業の概要 

入院加療の必要のない病中または病気回復期の子どもを、保護者が家庭で保育できない場合

に、医療機関や保育所等に付設された専用スペース等において、保育士等が一時的に保育する

事業です（過去の実績等詳細はＰ57 参照）。 
 

確保方策の考え方 

区が委託する医療機関または認証保育所４施設の保育室で病児保育事業を実施しています。

定員数および年間開業日数から、受入最大枠を京橋地域では 1,440 人日、日本橋地域では 444

人日、月島地域では 2,880 人日と設定し、対応可能な体制を確保します。 
 

事業の量の見込みと確保方策 

【量の見込み】 

年間利用希望延べ人数（人日） 
令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10 年度 

（2028） 

令和 11 年度 

（2029） 

京橋地域 843  848  843  824  831  

日本橋地域 444 444 434 428 428 

月島地域 1,261  1,252  1,283  1,338  1,324  

 

【確保方策】 

 令和７年度 

（2025） 
令和８年度 

（2026） 
令和９年度 

（2027） 
令和 10 年度 

（2028） 
令和 11 年度 

（2029） 

京橋地域 

（聖路加ナー

サリー）  

量の見込み再掲： 

年間利用希望延べ人日 Ａ 
843 848 843 824 831 

受入最大枠（人日）： 

定員１日６人×開業日数（概数）240 日 
1,440 1,440 1,440 1,440 1,440 

1 日あたりの利用延べ人数 Ｂ

（Ａ／240 日） 
3.5 3.5 3.5 3.4 3.5 

1 日あたりの定員（人） 6 6 6 6 6 

日本橋地域 

（ニチイキッズ

さわやか日本橋

浜町保育園） 

量の見込み再掲 

：年間利用希望延べ人日 Ａ 
444 444 434 428 428 

受入最大枠（人日）： 

定員１日４人×開業日数（概数）240 日 
1,440 1,440 1,440 1,440 1,440 

1 日あたりの利用延べ人数 Ｂ

（Ａ／240 日） 
1.9 1.8 1.8 1.8 1.8 

1 日あたりの定員（人） 4 4 4 4 4 

月島地域 

（勝どき小児

クリニック・

ゆめみらい） 

量の見込み再掲 

：年間利用希望延べ人日 Ａ 
1,261 1,252 1,283 1,338 1,324 

受入最大枠（人日）： 

定員１日６人×開業日数（概数）240 日×２カ所 
2,880 2,880 2,880 2,880 2,880 

1 日あたりの利用延べ人数 Ｂ

（Ａ／240 日） 
5.3 5.2 5.3 5.6 5.5 

1 日あたりの定員 

（６人×２カ所）（人） 
12 12 12 12 12 

上表で算出した１日あたりの利用延べ人数（量の見込み）は、1 日あたり定員と比べても概

ね対応できる規模となっています。  
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（11）妊婦健康診査 

事業の概要 

母子保健法第 13 条に基づき、区が必要に応じて妊産婦に対して健康診査を行う事業です（過

去の実績等詳細はＰ57 参照）。 

 

確保方策の考え方 

本区では聖路加国際病院ほか妊婦健康診査実施医療機関に委託して、母体や胎児の健康を守

るために必要な妊婦健康診査を実施しています。 

 

事業の量の見込みと確保方策 

【量の見込み】 

 令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10 年度 

（2028） 

令和 11 年度 

（2029） 

受診件数 

（件） 

１回目 2,092 2,100 2,158 2,201 2,200 

２～14回目（延べ件数） 20,706 20,790 21,359 21,790 21,780 

 

【確保方策】 

 令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10 年度 

（2028） 

令和 11 年度 

（2029） 

実施体制 

１ 実施場所 

 ①都内妊婦健康診査委託医療機関（区内委託医療機関は聖路加国際

病院ほか 17 医療機関） 

 ②その他医療機関（妊婦健康診査受診票が利用できない妊婦健康診

査実施医療機関での受診については、後日償還払いで対応） 

 

２ 検査項目 

 ①１回目 

  問診、体重測定、血圧測定、尿検査（糖、蛋白定性）、血液型（ＡＢ 

Ｏ、Ｒｈ）、貧血、血糖、不規則抗体、ＨＩＶ抗体、梅毒血清反応検 

査、ＨＢｓ抗原検査、風疹抗体価検査、Ｃ型肝炎検査 

 ②２回目から 14 回目 

 【毎回】 

  問診、体重測定、血圧測定、尿検査（糖、蛋白定性）、保健指導 

 【週数等に応じ、各回１項目】 

  クラミジア抗原検査、経膣超音波検査、ＨＴＬＶ－１抗体、貧血、 

  血糖、Ｂ群溶連菌、ＮＳＴ（ノン・ストレス・テスト） 

 ③妊娠期間中に最大４回 

   妊婦超音波検査 

 ④妊娠期間中に１回 

   妊婦子宮頸がん検査 

 

（12）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

保育所・幼稚園などに通う子どもの保護者が支払う日用品・文房具・教材費・行事への参加

費用等の一部を補助する事業です。事業の性質上、量の見込みは設定しません（過去の実績等

詳細はＰ58 参照）。 
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（13）子育て世帯訪問支援事業 

事業の概要 

本事業は、令和４（2022）年の児童福祉法等の一部改正により、新たに位置づけられた事業

です。 

訪問支援員が、家事や育児等に対して不安や負担を抱えた子育て家庭、妊産婦、ヤングケア

ラー等がいる家庭の居宅を訪問し、家庭が抱える不安や悩みを傾聴するとともに、家事・子育

て等の支援を実施することにより、家庭や養育環境を整え、虐待リスク等の高まりを未然に防

ぐ事業です。 

 

確保方策の考え方 

本区では、これまで実施してきた養育支援訪問事業に含める形で、引き続き必要とする家庭

を支援していきます。 

 

事業の量の見込みと確保方策 

【量の見込み（（８）養育支援訪問事業の再掲）】 

 令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10 年度 

（2028） 

令和 11 年度 

（2029） 

支援家庭数（家庭） 4 4 4 4 4 

訪問回数（回） 150 150 150 150 150 

 

【確保方策（（８）養育支援訪問事業の再掲）】 

 令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10 年度 

（2028） 

令和 11 年度 

（2029） 

実施体制 

１ アセスメントシートを用いた調査・相談支援 

２ 援助方針を検討・決定し、支援計画書を作成 

３ 訪問支援員による家事、育児・養育支援 
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（14）児童育成支援拠点事業 

事業の概要 

本事業は、令和４（2022）年の児童福祉法等の一部改正により、新たに位置づけられた事業

です。 

養育環境等に課題を抱える、家庭や学校に居場所のない児童等に対して、当該児童の居場所

となる場を開設し、児童とその家庭が抱える多様な課題に応じて、生活習慣の形成や学習のサ

ポート、進路等の相談支援、食事の提供等を行うとともに、児童及び家庭の状況をアセスメン

トし、関係機関へのつなぎを行う等の個々の児童の状況に応じた支援を包括的に提供すること

により、虐待を防止し、子どもの最善の利益の保障と健全な育成を図る事業です。 

 

確保方策の考え方 

本区では、現在実施している「子どもの学習・生活支援事業」、「適応教室「わくわく 21」」等

の事業を通じて、養育環境等に課題を抱える児童等の支援を行っていくとともに、今後の区民

ニーズを踏まえながら、必要に応じて事業の実施を検討していきます。 

 

事業の量の見込みと確保方策 

【量の見込み】 

 令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10 年度 

（2028） 

令和 11 年度 

（2029） 

対象児童数（人） 27 28 29 30 30 

 

【確保方策】 

 令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10 年度 

（2028） 

令和 11 年度 

（2029） 

実施体制 

【子どもの学習・生活支援事業】 

１ 対象   生活保護受給世帯および児童扶養手当受給世帯ならびに

就学援助受給世帯の小学生、中学生、高校生世代 

２ 実施場所 各地域の区施設等で実施 

３ 支援内容 学習習慣を定着させ、家庭での生活・育成環境の改

善を継続的に行えるよう、NPO 法人への委託により

実施 

【適応教室「わくわく 21」】 

１ 対象   小・中学校に通っている、または区内に住んでい

る、不登校及びその傾向にある小学生・中学生 

２ 実施場所 教育センター 

３ 活動内容 ・自習を基本とした学習活動 

・体験活動（絵画、工作、園芸、地域散策、伝統文化、 

運動など） 

・季節に応じた行事（遠足など） 

・子どもたちや保護者との相談や話し合い 
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（15）親子関係形成支援事業 

事業の概要 

本事業は、令和４（2022）年の児童福祉法等の一部改正により、新たに位置づけられた事業

です。 

児童との関わり方や子育てに悩み・不安を抱えている保護者及びその児童に対し、講義やグ

ループワーク、ロールプレイ等を通じて、児童の心身の発達の状況等に応じた情報の提供、相

談及び助言を実施するとともに、同じ悩みや不安を抱える保護者同士が相互に悩みや不安を相

談・共有し、情報の交換ができる場を設ける等その他の必要な支援を行うことにより、親子間

における適切な関係性の構築を図ることを目的とする事業です。 

 

確保方策の考え方 

本区では、現在、講義やグループワークを通して、親力向上や保護者同士の仲間づくり等を

目的とした、子育て支援講座を実施しています。 

今後は、子育てに困難や児童虐待のリスクを抱えている保護者等が、親子の関係性や子ども

の発達・特性に応じた関わり方等の知識や方法を習得できる機会の提供も検討していきます。 

 

事業の量の見込みと確保方策 

【量の見込み】 

 令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10 年度 

（2028） 

令和 11 年度 

（2029） 

対象世帯数（世帯） 37 38 39 40 40 

 

【確保方策】 

 令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10 年度 

（2028） 

令和 11 年度 

（2029） 

実施体制 

【子育て支援講座】 

１ 対象   未就学児とその保護者 

２ 実施場所 子ども家庭支援センター「きらら中央」勝どき分室 

３ 実施内容 講義やグループワークを通して、親力向上や保護者 

同士の仲間づくりを行っている。 
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（16）妊婦等包括相談支援事業 

事業の概要 

本事業は、令和６（2024）年の子ども・子育て支援法等の一部改正により、新たに地域子ど

も・子育て支援事業に位置づけられた事業です。 

妊婦のための支援給付とあわせて、妊婦やその配偶者に対する相談支援事業を実施し、妊娠

期から子育て期までの切れ目のない伴走型支援の充実を図る事業です。 

 

確保方策の考え方 

本区では、出産・子育て応援事業を通じて、妊娠期から出産·子育てまで一貫して相談に応じ、

ニーズに即した必要な支援につなぐ伴走型相談支援を充実するとともに、経済的支援を一体的

に実施します。 

 

事業の量の見込みと確保方策 

【量の見込み】 

 令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10 年度 

（2028） 

令和 11 年度 

（2029） 

対象人数（人） 2,092 2,100 2,158 2,201 2,200 

 

【確保方策】 

 令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10 年度 

（2028） 

令和 11 年度 

（2029） 

実施体制 

＜伴走型相談支援＞ 

妊娠届出、妊娠８カ月、新生児訪問時の面談等により、一貫した相

談支援を実施（保健所、保健センター、区役所、特別出張所窓口） 

 

＜経済的支援＞ 

専用 Web サイトで利用可能なギフトカード（Web カタログギフト）を

支給 

・出産応援ギフト 

 妊娠届出時の面談を受けた妊婦（５万円相当） 

・子育て応援ギフト 

 新生児訪問時に面談を受けた世帯（新生児１人につき 10 万円相当） 
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（17）産後ケア事業 

事業の概要 

本事業は、令和６（2024）年の子ども・子育て支援法等の一部改正により、新たに地域子ど

も・子育て支援事業に位置づけられた事業です。 

産後ケアを必要とする出産後の母親およびその子を対象に、心身のケアや育児のサポート、

助産師等からの育児指導等により、産後も安心して子育てができる支援体制の確保を図る事業

です。 

確保方策の考え方 

本区では、宿泊型、日帰り型での産後ケア事業を区内及び隣接区の医療機関に委託して実施

し、母体ケア、乳児ケア、育児相談、授乳指導を行います。今後も必要に応じて施設数の拡大

を目指します。 

事業の量の見込みと確保方策 

【量の見込み】 

年間利用希望延べ人数（人日） 
令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10 年度 

（2028） 

令和 11 年度 

（2029） 

宿泊型 2,976 2,988 3,069 3,131 3,130 

日帰り型 4,013 4,029 4,139 4,223 4,221 

【確保方策】 

 令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10 年度 

（2028） 

令和 11 年度 

（2029） 

実施体制 

宿泊型 

１ 主な内容 

・母体ケア（母体の健康状態のチェックなど） 

・乳児ケア（乳児の健康状態、体重のチェックなど） 

・育児相談、授乳指導 

２ 利用期間 

１泊２日から最長５泊６日まで 

３ １泊あたりの利用者負担金 

7,500 円（住民税非課税世帯は 5,000 円） 

４ 実施施設 

４カ所（令和６年 10 月現在） 

日帰り型 

１ 主な内容 

・母体ケア（母体の健康状態のチェックなど） 

・乳児ケア（乳児の健康状態、体重のチェックなど） 

・育児相談、授乳指導 

２ 利用回数 

区の事業として利用する場合、１回の出産で５回まで 

３ 1 回あたりの利用者負担金 

①4,400 円（住民税非課税世帯は 1,900 円） 

②4,100 円（住民税非課税世帯は 1,600 円） 

③4,100 円（住民税非課税世帯は 1,600 円） 

④3,500 円（住民税非課税世帯は 1,000 円） 

４ 実施施設 

４カ所（令和６年 10 月現在） 
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５ こども誰でも通園制度（乳児等通園支援事業）の量の見込みと

確保方策 

事業の概要 

令和６（2024）年の子ども・子育て支援法等の一部改正により、新たに位置づけられた事業

です。 

すべての子どもの育ちを応援し、子どもの良質な育成環境を整備するとともに、すべての子

育て家庭に対して、保護者等の就労要件を問わず、多様な働き方やライフスタイルにかかわら

ない形での支援を強化するために、月の一定の時間までの利用可能時間枠の中で、柔軟に保育

施設等を利用できる制度です。 

 

確保方策の考え方 

各年４月 1 日時点の保育所等（保育認定）の量の見込みと確保方策の差分を確保方策として

計上しています。 

しかしながら、本区においては、誰でも通園制度の対象主体である０～２歳児クラスは、年

度途中の入園も多い状態です。そのため、本制度導入にあたっては、保育の必要性のあるご家

庭の入園をさまたげることのないよう、また、現場の負担感も十分考慮しながら、令和８年４

月の本格実施に向けて、慎重に検討を進めていきます。 

 

事業の量の見込みと確保方策 

【量の見込み】 

 令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10 年度 

（2028） 

令和 11 年度 

（2029） 

年間利用 

対象人数 

（人） 

０歳(６カ月～) ― 767 788 803 803 

１歳 ― 672 684 703 699 

２歳 ― 524 559 570 576 

計（A） ― 1,963 2,031 2,076 2,078 

年間利用希望人数（人） 

（（A×10 時間）÷月 176 時間※) 

※定員一人１月あたりの受け入れ可能時間数 

― 112 116 118 119 

 

【確保方策】 

 令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10 年度 

（2028） 

令和 11 年度 

（2029） 

確保方策（人） ― 295 295 215 214 
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第６章 計画の推進 

１ 計画の推進体制 

 

本計画に掲載したすべての施策を円滑に実施していくために、庁内関係部署、関係機関、関連

団体などと相互に連携・協力しながら取組を推進します。また、今後の社会情勢の変化に伴う新

たな課題や国、都などの動きにも柔軟に対応できるよう体制づくりに努めます。 

２ 計画の進捗状況の管理 

 

本計画は、ニーズ調査等により、子ども、保護者の意見を把握するとともに、中央区子ども・

子育て会議で審議をし、策定しました。 

計画開始後の点検、評価にあたっては、各年度において、中央区子ども・子育て会議を定期的

に開催し、本計画に基づく施策の実施状況等について報告し、見直し等も含めて審議するととも

に、その審議結果を公表します。 

また、計画の実効性を高めるため、子どもの意見、住民ニーズなどの社会的要請を的確に捉え

ていくとともに、ＰＤＣＡサイクルのもと、計画の進捗状況を年度ごとに整理し、そうした状況

を踏まえつつ、必要に応じて計画期間の中間年を目安として計画の見直しを行います。 

  
 

ACTION 

PLAN 

 

 

 
 
 

CHECK 

DO  
 

PDCA 

計画の策定 

●子ども・保護者からの意見聴取 

●子ども・子育て会議での意見聴取 

●量の見込みと確保方策の設定 

 

計画の推進 

●区民、事業者、行政、関係機関等 

の連携 

●効果的・効率的な事業の推進 

●国・都からの情報提供・連携 

●子ども・子育て会議での調査審議 

●事業の進捗管理と評価（毎年度） 

●目標達成の目安となる指標(KPI)の評価（計画改定年度） 

計画の評価 

 

計画の見直し 

 

●事業の継続・拡充、見直し 

●計画の見直し 
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【目標達成の目安となる指標(KPI)一覧】 

方向性 指標 現状値 目標値 

１ 子どもの

成長と活動を

応援します 

自分のことが好きだと思う子ども

の割合（※１） 

【子どもへのアンケート】 

小学生：63.9％ 

中学生：58.2％ 

高校生世代：62.9％ 

（令和６（2024）年度） 

小学生：70.0％以上 

中学生：70.0％以上 

高校生世代：70.0％以上 

（令和 10（2028）年度） 

子どもの権利を知らない子どもの割合 

【子どもへのアンケート】 

小学生：15.1％ 

中学生：35.1％ 

高校生世代：26.5％ 

（令和６（2024）年度） 

小学生：12.0％以下 

中学生：12.0％以下 

高校生世代：12.0％以下 

（令和 10（2028）年度） 

困っていることや悩んでいること

があるときに話を聞いてくれる人

がいる子どもの割合（※２） 

【子どもへのアンケート】 

小学生：78.9％ 

中学生：76.9％ 

高校生世代：75.5％ 

（令和６（2024）年度） 

小学生：87.0％以上 

中学生：85.0％以上 

高校生世代：83.0％以上 

（令和 10（2028）年度） 

地域のお祭りやイベントなどに行

くのが好きな子どもの割合 

【子どもへのアンケート】 

小学生：58.5％ 

中学生：59.0％ 

高校生世代：59.7％ 

（令和６（2024）年度） 

小学生：64.0％以上 

中学生：65.0％以上 

高校生世代：66.0％以上 

（令和 10（2028）年度） 

２ 子どもが

元気に明るく

育つ環境をつ

くります 

子育てが楽しいと答える保護者の割合 

【子育て支援に関するニーズ調査】 

就学前保護者：94.3％ 

小学校保護者：92.8％ 

（令和５（2023）年度） 

就学前保護者：97.0％以上 

小学校保護者：96.0％以上

（令和 10(2028）年度） 

中央区が子育てしやすいまちだと

思う保護者の割合 

【子育て支援に関するニーズ調査】 

就学前保護者：79.5％ 

小学校保護者：83.1％ 

（令和５（2023）年度） 

就学前保護者：87.0％以上 

小学校保護者：87.0％以上

（令和 10(2028）年度） 

「子育てガイドブック」を知って

いる保護者の割合 

【子育て支援に関するニーズ調査】 

就学前保護者：59.3％ 

小学校保護者：50.6％ 

（令和５（2023）年度） 

就学前保護者：71.0％以上 

小学校保護者：61.0％以上 

（令和 10(2028）年度） 

保育所待機児童 
０人 

（令和６（2024）年４月 1 日） 

０人 

（令和 11（2029）年４月 1日） 

学童クラブ待機者数 
229 人 

（令和６（2024）年４月 1 日） 

０人 

（令和 11（2029）年４月 1日） 

３ 特に配慮

を必要とする

子どもと家庭

を支援します 

困っていることや悩んでいることが

あるときに話を聞いてくれる人がい

る子どもの割合【再掲】（※２） 

【子どもへのアンケート】 

小学生：78.9％ 

中学生：76.9％ 

高校生世代：75.5％ 

（令和６（2024）年度） 

小学生：87.0％以上 

中学生：85.0％以上 

高校生世代：83.0％以上 

（令和 10（2028）年度） 

経済的な理由による困窮経験があ

ったひとり親家庭の割合 

【ひとり親家庭実態調査】 

ひとり親家庭：44.6％ 

（令和５（2023）年度） 

ひとり親家庭：40.0％以下 

（令和 10(2028）年度） 

養育費について何らかの取り決め

をしたひとり親家庭の割合 

【ひとり親家庭実態調査】 

ひとり親家庭：58.7％ 

（令和５（2023）年度） 

ひとり親家庭：65.0％以上 

（令和 10(2028）年度） 

中央区に「ずっと住み続けたい」

と思うひとり親家庭の割合 

【ひとり親家庭実態調査】 

ひとり親家庭：62.2％ 

（令和５（2023）年度） 

ひとり親家庭：68.0％以上 

（令和 10(2028）年度） 

ヤングケアラーを知らない子ども

の割合 

【子どもへのアンケート】 

小学生：38.5％ 

中学生：26.1％ 

高校生世代：16.6％ 

（令和６（2024）年度） 

小学生：31.0％以下 

中学生：20.9％以下 

高校生世代：13.0％以下 

（令和 10(2028）年度） 
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方向性 指標 現状値 目標値 

４ 若者が成

長・活躍でき

る環境をつく

ります 

孤独やさみしさを感じることがあ

る高校生世代の割合 

【子どもへのアンケート】 

高校生世代：32.5％ 

（令和６（2024）年度） 

高校生世代：29.0％以下 

（令和 10(2028）年度） 

困っていることや悩んでいることが

あるときに話を聞いてくれる人がい

る子どもの割合【再掲】（※２） 

【子どもへのアンケート】 

高校生世代：75.5％ 

（令和６（2024）年度） 

高校生世代：83.0％以上 

（令和 10(2028）年度） 

20 年後の自分のイメージで「生き

がい・やりがいを見つけている」と

回答する高校生世代の割合（※３） 

【子どもへのアンケート】 

高校生世代：70.9％ 

（令和６（2024）年度） 

高校生世代：80.0％以上 

（令和 10(2028）年度） 

５ 地域・社会

全体で子ども・

若者を育む力を

高めます 

中央区が好きな子どもの割合 

【子どもへのアンケート】 

小学生：84.5％ 

中学生：91.8％ 

高校生世代：89.4％ 

（令和６（2024）年度） 

小学生：89.0％以上 

中学生：95.0％以上 

高校生世代：94.0％以上 

（令和 10（2028）年度） 

近所づきあいで「ほとんどつきあ

いはない」と答える保護者の割合 

【子育て支援に関するニーズ調査】 

就学前保護者：18.1％ 

小学校保護者：9.6％ 

（令和５（2023）年度） 

就学前保護者：9.0％以下 

小学校保護者：3.0％以下

（令和 10(2028）年度） 

地域住民による子ども・子育て活

動に将来的に携わってもよいと思

う保護者の割合 

【子育て支援に関するニーズ調査】 

就学前保護者：70.4％ 

小学校保護者：58.5％ 

（令和５（2023）年度） 

就学前保護者：77.0％以上 

小学校保護者：64.0％以上 

（令和 10(2028）年度） 

中央区が子育てしやすいまちだと

思う保護者の割合【再掲】 

【子育て支援に関するニーズ調査】 

就学前保護者：79.5％ 

小学校保護者：83.1％ 

（令和５（2023）年度） 

就学前保護者：87.0％以上 

小学校保護者：87.0％以上

（令和 10(2028）年度） 

中央区に「ずっと住み続けたい」

と思う保護者の割合 

【子育て支援に関するニーズ調査】 

就学前保護者：50.3％ 

小学校保護者：55.7％ 

（令和５（2023）年度） 

就学前保護者：55.0％以上 

小学校保護者：61.0％以上

（令和 10(2028）年度） 

※１ こども大綱上の数値目標：「「今の自分が好きだ」と思うこども・若者の割合（自己肯定感の高さ）」 

＜目標値:70％＞ 

※２ こども大綱上の数値目標：「「どこかに助けてくれる人がいる」と思うこども・若者の割合」 

＜目標値:97.1％＞ 

※３ こども大綱上の数値目標：「自分の将来について明るい希望がある」と思うこども・若者の割合」 

                ＜目標値:80％＞ 
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